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第１ 監査の概要  

 

１．外部監査の種類 

地方自治法第 252 条の 37 第 1 項の規定に基づく包括外部監査 

 

２．特定の事件（テーマ） 

（１）選定した特定の事件 

学校教育に関する事務の執行について 

 

（２）事件を選定した理由 

学校教育を取り巻く環境は、人口減少社会の到来、本格的な少子高齢化と

いった社会構造の変化、あるいは、情報技術やグローバル化の進展といった

急速で激しい経済環境の変化によって、大きく変化している。また、教育現

場においては、教員の長時間労働、体罰、いじめ、不登校、子どもの貧困、

給食費の未納、不適切な会計処理など、多岐にわたって複雑な問題が生じて

いる。学校教育は、こうした著しい環境変化や複雑化した問題へ迅速に対応

しつつも、質の高い教育を追究し、実現することが求められている。 

静岡市では、「『世界に輝く静岡』の実現」をまちづくりの目標とし、平成

27 年度から第３次静岡市総合計画がスタートしている。教育分野においては、

第２期静岡市教育振興基本計画を策定し、「たくましく しなやかな子どもた

ち」を育てるために、様々な施策が実施されている。それに伴う市の教育費

は、平成 27 年度の当初予算額で 189 億円と多額であり、一般会計の約７％を

占めている。 

学校教育は、将来の社会を担う子どもたちを育成するものであり、市民に

とって、身近で関心の高いテーマである。また、学校教育に関連する事務を

管理する教育委員会事務局の役割も、市民にとっては、非常に重要なもので

ある。 

学校教育に関する事務の執行について、現状を把握するとともに、問題点

や課題を見出し、改善案を提示することは、市民にとって有意義なことであ

ると考え、外部監査のテーマを選定した。 
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３．監査の対象 

（１）監査の対象とした部局等 

〇教育委員会事務局 

〇市立小学校・中学校・高等学校 

その他、必要に応じて、関連部署へのヒアリング等を行っている。 

 

（２）監査対象期間 

原則として平成 26 年度 

ただし、必要に応じて、他の年度も監査対象としている。 

 

 

４．監査の方法 

（１）監査の視点 

① 学校教育に関する事務の執行が、関連する法令及び条例・規則等にした

がい、適正に処理されているか 

② 学校教育に関する事務の執行が、いわゆる３Ｅ（経済性・効率性・有効

性）の観点から、適正に実施されているか 
 

主な監査要点については、「第３ 監査の結果 Ａ．監査項目と監査要点」

に記載している。 

 

（２）主な監査手続 

主な監査手続として、関連書類一式の閲覧、関連規則等との照合、担当

部署に対するヒアリング、調査・分析、小中高校への往査などを実施して

いる。 

 

 

５．監査実施期間 

平成 27 年 6 月 22 日から平成 28 年 3 月 31 日まで 
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６．監査実施者 

（１）包括外部監査人 

公認会計士           内山 昌美 

 

（２）補助者 

公認会計士           柴田 叙男 

公認会計士           勝又 康博 

公認会計士           村本 大輔 

公認会計士           篠原 可奈 

日本公認会計士協会準会員    杉本 貴紀 

 
 

７．利害関係 

監査の対象とした事件につき、地方自治法第 252 条の 29 の規定により記載

すべき利害関係はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

報告書中、表の中の金額は単位未満を四捨五入して表示している。 

したがって、内訳の集計値と合計値とが一致しない場合がある。 
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第２ 監査対象の概要  

１．教育委員会制度の概要 

（１）教育委員会制度 

教育委員会とは、地方自治法第 180 条の５の定めにより、地域の学校教育、

社会教育、文化、スポーツ等に関する事務を行うために、都道府県、市町村等

に設置される合議制の執行機関のことである。 

 教育委員会制度の趣旨は、次のとおりである（文部科学省資料より）。 
 

①政治的中立性の確保 

教育は、その内容が中立公正であることが極めて重要。個人的な価値判断や

特定の党派的影響力から中立性を確保することが必要。 

②継続性・安定性の確保 

教育は、学習期間を通じて一貫した方針の下、安定的に行われることが必要。 

③地域住民の意向の反映 

教育は、地域住民にとって関心の高い行政分野であり、専門家のみが担うも

のではなく、広く地域住民の参加を踏まえて行われることが必要。 
 

教育行政では、こうした意向が強く求められることになる。そこで、教育委

員会は、首長から独立した権限を持つことにより、教育行政の中立性を確保し、

合議制にすることにより、教育行政の方針が一個人の価値判断に左右されるこ

とを防ぐなど、制度としての特性を有するものとなっている。 
 

教育委員会の職務権限は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」（以

下、「地方教育行政法」という。）第 21 条に定められており、その内容は、下記

のとおり、多岐にわたっている。 
 

① 教育委員会の所管に属する第三十条に規定する学校その他の教育機関（以下

「学校その他の教育機関」という。）の設置、管理及び廃止に関すること 

② 教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の用に供する財産（以下「教

育財産」という。）の管理に関すること 

③ 教育委員会及び教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員の任

免その他の人事に関すること 

④ 学齢生徒及び学齢児童の就学並びに生徒、児童及び幼児の入学、転学及び退

学に関すること 

⑤教育委員会の所管に属する学校の組織編制、教育課程、学習指導、生徒指導及

び職業指導に関すること 
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⑥ 教科書その他の教材の取扱いに関すること 

⑦ 校舎その他の施設及び教具その他の設備の整備に関すること 

⑧ 校長、教員その他の教育関係職員の研修に関すること 

⑨ 校長、教員その他の教育関係職員並びに生徒、児童及び幼児の保健、安全、

厚生及び福利に関すること 

⑩ 教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の環境衛生に関すること 

⑪ 学校給食に関すること 

⑫ 青少年教育、女性教育及び公民館の事業その他社会教育に関すること 

⑬ スポーツに関すること 

⑭ 文化財の保護に関すること 

⑮ ユネスコ活動に関すること 

⑯ 教育に関する法人に関すること 

⑰ 教育に係る調査及び基幹統計その他の統計に関すること 

⑱ 所掌事務に係る広報及び所掌事務に係る教育行政に関する相談に関すること 

⑲ 前各号に掲げるもののほか、当該地方公共団体の区域内における教育に関す

る事務に関すること 

 

 

（２）静岡市教育委員会 

教育委員会制度については、地方教育行政法の一部が改正され、平成 27 年 4

月 1 日より施行されているが、経過措置として、施行日に在任中の教育長は、

委員としての任期が満了するまで、従前の例により在職するとされている（附

則第２条）。これにより、静岡市では、現教育長の在任期間である平成 29 年 4

月 23 日まで、改正前の制度が継続することになる。 

以下では、現行の静岡市の教育委員会制度に合わせて、改正前の制度を前提

とした説明を行っている。 

 

教育委員会は、原則として、５人の委員をもって組織されるが、条例の定め

るところにより、６人以上の委員をもって組織することもできる（旧法第３条）。 

条例により、静岡市の教育委員会は、６人の教育委員で組織されている。 

教育委員は、人格が高潔で、教育に関し識見を有する者の中から、市長が議

会の同意を得て任命する。委員には、保護者が含まれるようにしなければなら

ない（旧法第４条）。 

教育委員会は、教育委員の中から委員長を選任し、委員長は、教育委員会の

会議を主宰し、教育委員会を代表する（旧法第 12 条）。そして、教育委員会は、

教育委員（委員長を除く）の中から教育長を任命し、教育長は、教育委員会の
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指揮監督のもと、教育委員会の権限に属するすべて事務をつかさどる（旧法第

16 条、第 17 条）。 

また、教育委員会の権限に属する事務を処理させるため、教育委員会には事

務局が置かれる。教育長は、事務局の事務を統括し、所属の職員を指揮監督す

る（旧法第 20 条第 1 項）。 

 

 静岡市教育委員会の組織体系を図示すると、次のとおりである。 

 

      
【教育委員会】 
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（３）教育委員会事務局 

静岡市教育委員会事務局の主な事務分掌は、次のとおりである。 
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（平成 27年 4月 24 日現在） 

課 係等 主な業務 

教育総務課 調整係 教育委員会会議、条例、規則等の制定改廃、局内に係る政策立案

の調整、局内・他の執行機関との連絡調整及びとりまとめ 

総務係 組織及び人事のとりまとめ、職員の任免等、儀礼及び交際 

教育政策係 教育行政施策の企画及び総合調整、市立高校に関する総合調整及

び学校運営への指導助言 

社会教育係 社会教育の企画（他の所管に属するものを除く。）及び総合調整 

教職員課 管理係 市費負担教職員の人事・給与 

人事係 県費負担教職員の人事、学級編制、教職員採用試験、学校評議員 

給与係 県費負担教職員の給与 

教師塾係 しずおか教師塾 

県費教職員権

限移譲準備室 
県費負担教職員の給与負担等の移譲準備 

教育施設課 管理係 学校施設の管理・目的外使用、学校用地の取得及び処分、教職員

住宅の管理 

経理係 学校運営費、教材・教具その他の設備の整備並びに物品の購入・

管理及び処分 

建設整備係 学校施設の建設基本計画及び建設整備 

施設保全係 学校施設の保全計画と維持修繕 

学校教育課 企画管理係 日本語指導センター運営、情報公開、ＩＣＴ環境、キャリア教育、

進路指導、各事業に係る予算・決算、学生寮及び寄宿舎 

生徒指導係 生徒指導、児童・生徒の教育相談の総合調整 

保健係 学校保健、学校安全、児童・生徒の交通安全 

教科指導係 学校の教育課程、学習指導、教材教具、小規模校教育、学校訪問、

教科書採択、教科書無償給与、学校司書、部活動指導員配置、Ａ

ＬＴ 

特別支援教育

センター 

特別支援教育の推進、幼児言語教室、就学支援 

学事課 学事係 就学等の諸手続、通学区域 

就学援助係 就学援助、奨学金（貸付・給付） 

学校給食課 管理係 学校給食の企画及び総合調整、学校給食センター運営協議会に関

すること 

食育推進係 食に関する指導及び体制の整備 

（「静岡市の教育 2015（静岡市教育委員会）」より） 
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２．静岡市の学校教育 

（１）静岡市教育振興基本計画 

教育基本法では、地方公共団体は、「教育の振興のための施策に関する基本的

な計画を定めるよう努めなければならない」としている（第 17 条第 2項）。 

これを受け、静岡市では、市の教育のビジョンを示すとともに、教育振興の

ための具体的な施策を総合的かつ体系的に示すものとして、「第２期静岡市教育

振興基本計画」（以下、「教育振興基本計画」という。）を策定している。この計

画は、市政運営の基本計画である「第３次静岡市総合計画」と連動しており、

計画期間は、平成 27 年度から平成 34 年度までの８年間となっている。 

教育振興基本計画では、教育が果たすべき大きな２つの使命として、次のと

おり記載している。 
 

①子どもたち一人ひとりが、社会を生き抜くための確かな力を身につけることができる

環境をつくること 

②静岡のまちと人を愛し、その持続的な発展を支える人材を育成すること 
 

また、教育振興基本計画では、目指す子どもたちの姿を「たくましく しな

やかな子どもたち」として、その具体的な姿の例を次のとおり記載している。 
 

①確かな学力、豊かな心・感性、健やかな体を備える子どもたち 

②いつでも、どこでも、どんな状況でも、自ら考え、行動することができる子どもたち 

③様々な視点で物事を見ることができ、他人の考えを受け入れ、協力し合いながら、問

題解決ができる子どもたち 

④社会性を備え、静岡市民として、地域社会や世界で活躍する子どもたち 

 
 

（２）教育施策の基本的な方向性 

教育振興基本計画では、「たくましく しなやかな子どもたち」を育てるため

に、以下に示すように、４つの基本的な方向性のもと、21 の施策を展開するも

のとしている。 
 

方向性１ 知・徳・体のバランスがとれ、社会の変化にも対応できる力を持った子ども

たちを育てる 

子どもたちが、これからの社会で生き抜くために、まずは、確かな学力（知）、豊かな

心や感性（徳）、そして健やかな体（体）という基礎的な力を、バランスよく備えること

が重要です。 



 

- 9 - 

 

その上で、ＩＣＴの進展やグローバル化といった、社会の変化に対応できる力を身に

つけることも必要です。 

＜施策＞ 

①学力向上 

②豊かな心・感性の育成 

③健やかな体づくり 

④一人ひとりのニーズに対応した教育・支援 

⑤静岡「市民」を育てる教育（シチズンシ

ップ教育） 

⑥社会の変化に対応する教育 

⑦特色ある幼児教育の推進 

⑧特色ある高等学校教育の推進 

＜主な取組＞ 

〇学力向上支援策の推進 

〇南アルプスユネスコエコパーク井川自

然の家の活用推進 

〇食育の推進 

〇こころのケアの推進 

〇特別支援教育の推進 

〇情報モラル教育の推進 

〇幼児教育の推進（認定子ども園） 

 

方向性２ 家庭・地域との一層の連携により、子どもたちを育てる 

学校が中心となり、子どもたちの保護者である「家庭」や、地元住民や地元企業など

の「地域」と相互の信頼関係を強化して、「たくましくしなやかな子どもたち」の育成に

取り組んでいきます。 

＜施策＞ 

⑨家庭との連携による教育・支援 

⑩地域との連携による教育・支援 

⑪企業等との連携による教育・支援 

⑫生涯学び続けられる環境の確保 

⑮開かれた学校の運営 

＜主な取組＞ 

〇学校応援団活動の推進 

〇コミュニティ・スクールの推進 

〇放課後子ども対策の推進 

 

 

方向性３ 信頼される学校づくりを進める 

様々な教育課題への的確な対応については、保護者をはじめとする市民から、学校に

強く期待され求められているものです。 

こうした期待や要望に応えるために、教職員の資質・能力の向上を図るとともに、保

護者や地域との双方向の情報提供を行うなど「開かれた学校」として、学校運営の充実

を進め、信頼される学校づくりに努めます。 

＜施策＞ 

⑬質の高い人材の確保 

⑭教職員の資質向上と多忙解消 

⑮開かれた学校の運営（再） 

⑯学校間の連携 

⑰安心・安全の確保 

＜主な取組＞ 

〇しずおか教師塾の運営 

〇静岡型教職員多忙解消プログラムの推進 

〇地域の実情を踏まえた防災教育の推進 
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方向性４ 良好な教育環境の整備を進める 

すべての子どもたちが、良好な教育環境の中で学ぶことができるよう、学校の施設・

設備等の整備やニーズに対応した機能強化を進めるほか、子どもやその家庭への経済的

支援などの「学びのセーフティネット」の充実を図ります。 

＜施策＞ 

⑱教育機会の均等の確保 

⑲学校の適正配置 

⑳市アセットマネジメント方針に則っ

た教育施設の整備 

㉑ＩＣＴ環境の整備 

＜主な取組＞ 

〇奨学金の貸付・給付の実施 

〇小中学校適正規模化・適正配置の検討・推進 

〇学校施設の整備（トイレリフレッシュ事業の

推進など） 

〇校務支援システム等の導入検討 

 
 

３．学校教育の事業規模 

（１）静岡市立学校 

 ① 小学校 

（平成 27 年 5月 1 日現在） 

№ 名称 住所 児童数 学級数 

1 静岡市立番町小学校 静岡市葵区新富町一丁目 23 番地の 1 493 17 

2 静岡市立新通小学校 静岡市葵区駒形通二丁目 4番 47 号 251 11 

3 静岡市立駒形小学校 静岡市葵区南安倍二丁目 1番 1号 193 6 

4 静岡市立安西小学校 静岡市葵区安西一丁目 96 番地の 3 313 12 

5 静岡市立田町小学校 静岡市葵区田町五丁目 70 番地 275 12 

6 静岡市立井宮小学校 静岡市葵区平和一丁目 7番 1 号 518 19 

7 静岡市立井宮北小学校 静岡市葵区上伝馬 2番 1号 471 16 

8 静岡市立安倍口小学校 静岡市葵区安倍口新田 50 番地 253 12 

9 静岡市立美和小学校 静岡市葵区遠藤新田 69 番地の 1 85 6 

10 静岡市立足久保小学校 静岡市葵区足久保奥組 741 番地の 1 274 11 

11 静岡市立伝馬町小学校 静岡市葵区伝馬町 14 番地の 2 301 11 

12 静岡市立葵小学校 静岡市葵区城内町 7番 9号 550 24 

13 静岡市立横内小学校 静岡市葵区緑町 1番 1 号 573 18 

14 静岡市立安東小学校 静岡市葵区安東三丁目 16 番 1号 827 26 

15 静岡市立竜南小学校 静岡市葵区竜南一丁目 23 番 1号 651 24 

16 静岡市立城北小学校 静岡市葵区北安東四丁目 27 番 3 号 656 22 

17 静岡市立千代田小学校 静岡市葵区沓谷五丁目 47 番地の 1 855 31 

18 静岡市立千代田東小学校 静岡市葵区川合三丁目 4番 1 号 507 20 
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19 静岡市立北沼上小学校 静岡市葵区北沼上 1020 番地 41 5 

20 静岡市立麻機小学校 静岡市葵区有永 421 番地の 1 506 19 

21 静岡市立西奈小学校 静岡市葵区瀬名三丁目 23 番 1号 759 25 

22 静岡市立西奈南小学校 静岡市葵区南瀬名町 1 番 20 号 751 30 

23 静岡市立賤機南小学校 静岡市葵区松富三丁目 1番 46 号 630 22 

24 静岡市立賤機中小学校 静岡市葵区牛妻 2095 番地の 2 80 6 

25 静岡市立賤機北小学校 静岡市葵区俵沢 234 番地の 1 31 4 

26 静岡市立松野小学校 静岡市葵区松野 598 番地の 2 46 4 

27 静岡市立大河内小学校 静岡市葵区平野 1850 番地の 3 10 3 

28 静岡市立梅ケ島小学校 静岡市葵区梅ケ島 1309 番地の 1 14 4 

29 静岡市立玉川小学校 静岡市葵区落合 103 番地の 3 34 4 

30 静岡市立井川小学校 静岡市葵区井川 708 番地の 1 10 3 

31 静岡市立服織小学校 静岡市葵区羽鳥六丁目 9番 1 号 995 34 

32 静岡市立服織西小学校 静岡市葵区新間 759 番地の 1 の l 95 6 

33 静岡市立南藁科小学校 静岡市葵区吉津 400 番地 123 7 

34 静岡市立中藁科小学校 静岡市葵区大原 942 番地の 1 71 6 

35 静岡市立中藁科小学校小布杉分校 静岡市葵区小布杉 1756 番地の 1 0 0 

36 静岡市立水見色小学校 静岡市葵区水見色 1040 番地の 3 10 3 

37 静岡市立清沢小学校 静岡市葵区相俣 99 番地の l 28 4 

38 静岡市立峰山小学校 静岡市葵区黒俣 2741 番地の 16 7 4 

39 静岡市立大川小学校 静岡市葵区日向 853 番地 12 2 

40 静岡市立中田小学校 静岡市駿河区中田二丁目 14 番 1 号 710 25 

41 静岡市立中島小学校 静岡市駿河区中島 2992 番地の 1 561 20 

42 静岡市立大里東小学校 静岡市駿河区高松 2310 番地 260 11 

43 静岡市立大里西小学校 静岡市駿河区中原 400 番地 903 33 

44 静岡市立大谷小学校 静岡市駿河区大谷 3683 番地の 2 360 13 

45 静岡市立久能小学校 静岡市駿河区古宿 213 番地の 2 44 4 

46 静岡市立宮竹小学校 静岡市駿河区宮竹二丁目 12 番 1 号 597 19 

47 静岡市立森下小学校 静岡市駿河区森下町 2 番 1号 326 14 

48 静岡市立東豊田小学校 静岡市駿河区池田 491 番地の 2 685 25 

49 静岡市立西豊田小学校 静岡市駿河区曲金二丁目 8番 80 号 921 33 

50 静岡市立富士見小学校 静岡市駿河区登呂一丁目 1番 1号 520 21 

51 静岡市立南部小学校 静岡市駿河区南八幡町 11 番 1号 418 15 

52 静岡市立東源台小学校 静岡市駿河区国吉田六丁目 7 番 45 号 543 20 

53 静岡市立長田西小学校 静岡市駿河区丸子六丁目 15 番 65 号 715 25 
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54 静岡市立長田南小学校 静岡市駿河区広野四丁目 7番 1号 625 22 

55 静岡市立長田東小学校 静岡市駿河区東新田三丁目 10 番 1号 893 31 

56 静岡市立長田北小学校 静岡市駿河区向敷地 890 番地 524 18 

57 静岡市立川原小学校 静岡市駿河区下川原四丁目 14 番 1号 525 19 

58 静岡市立清水入江小学校 静岡市清水区追分二丁目 3番 1号 711 26 

59 静岡市立清水浜田小学校 静岡市清水区浜田町 11 番 1 号 202 7 

60 静岡市立清水岡小学校 静岡市清水区神田町 4 番 3号 641 22 

61 静岡市立清水船越小学校 清水区船越三丁目 15 番 1号 718 24 

62 静岡市立清水有度第一小学校 静岡市清水区有度本町 3番 1 号 744 26 

63 静岡市立清水有度第二小学校 静岡市清水区草薙杉道三丁目 19 番 1号 772 25 

64 静岡市立清水小学校 静岡市清水区松井町 15 番 1 号 324 14 

65 静岡市立清水不二見小学校 静岡市清水区新緑町 2 番 21 号 475 17 

66 静岡市立清水駒越小学校 静岡市清水区駒越東町 2番 20 号 417 15 

67 静岡市立清水三保第一小学校 静岡市清水区三保 1069 番地の 1 368 12 

68 静岡市立清水三保第二小学校 静岡市清水区折戸五丁目 8番 2号 157 8 

69 静岡市立清水辻小学校 静岡市清水区辻四丁目 3番 40 号 287 11 

70 静岡市立清水江尻小学校 静岡市清水区江尻町 14 番 63 号 384 14 

71 静岡市立清水飯田小学校 静岡市清水区下野中 2 番 40 号 613 22 

72 静岡市立清水飯田東小学校 静岡市清水区八坂北一丁目 23 番 40 号 477 18 

73 静岡市立清水高部小学校 静岡市清水区押切 1115 番地の 2 431 14 

74 静岡市立清水高部東小学校 静岡市清水区押切 1907 番地 652 22 

75 静岡市立清水袖師小学校 静岡市清水区袖師町 420 番地 566 20 

76 静岡市立清水庵原小学校 静岡市清水区庵原町 1723 番地 472 17 

77 静岡市立清水興津小学校 静岡市清水区興津中町 350 番地の 1 584 21 

78 静岡市立清水小島小学校 静岡市清水区小島町 619 番地 170 6 

79 静岡市立清水小河内小学校 静岡市清水区小河内 2723 番地 33 4 

80 静岡市立清水宍原小学校 静岡市清水区宍原 919 番地 18 3 

81 静岡市立清水中河内小学校 静岡市清水区中河内 2583 番地の 1 21 4 

82 静岡市立清水西河内小学校 静岡市清水区西里 143 番地 59 5 

83 静岡市立清水和田島小学校 静岡市清水区和田島 611 番地 13 3 

84 静岡市立蒲原西小学校 静岡市清水区蒲原新田ニ丁目 25 番 1号 229 9 

85 静岡市立蒲原東小学校 静岡市清水区蒲原 666 番地 281 13 

86 静岡市立由比小学校 静岡市清水区由比町屋原 329 番地 300 13 

87 静岡市立由比北小学校 静岡市清水区由比入山 2158 番地 34 4 

合計 33,582 1,280 
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② 中学校 

（平成 27 年 5月 1 日現在） 

№ 名称 住所 生徒数 学級数 

1 静岡市立籠上中学校 静岡市葵区平和二丁目 2番 1 号 447 16 

2 静岡市立末広中学校 静岡市葵区末広町 41 番地 485 15 

3 静岡市立安倍川中学校 静岡市葵区弥勒二丁目 11 番 1号 227 8 

4 静岡市立美和中学校 静岡市葵区足久保口組 3276 番地の 2 278 11 

5 静岡市立城内中学校 静岡市葵区駿府町 1番 107 号 479 22 

6 静岡市立安東中学校 静岡市葵区安東三丁目 13 番 1号 721 21 

7 静岡市立東中学校 静岡市葵区沓谷一丁目 6番 1 号 784 25 

8 静岡市立西奈中学校 静岡市葵区東瀬名町 14 番 1 号 382 14 

9 静岡市立観山中学校 静岡市葵区観山 8番地の 2 674 21 

10 静岡市立竜爪中学校 静岡市葵区瀬名七丁目 31 番 40 号 391 14 

11 静岡市立賤機中学校 静岡市葵区下 1353 番地の 1 385 13 

12 静岡市立大河内中学校 静岡市葵区平野 1850 番地の 66 16 3 

13 静岡市立梅ケ島中学校 静岡市葵区梅ケ島 1309 番地の 1 16 3 

14 静岡市立玉川中学校 静岡市葵区落合 840 番地 17 3 

15 静岡市立井川中学校 静岡市葵区井川 1561 番地の 3 3 3 

16 静岡市立服織中学校 静岡市葵区羽鳥一丁目 8番 1 号 605 19 

17 静岡市立藁科中学校 静岡市葵区大原 1398 番地の 1 65 3 

18 静岡市立大川中学校 静岡市葵区日向 876 番地 9 3 

19 静岡市立大里中学校 静岡市駿河区中野新田 57 番地の 5 759 23 

20 静岡市立南中学校 静岡市駿河区宮竹二丁目 11 番 1 号 595 19 

21 静岡市立中島中学校 静岡市駿河区中島 3303 番地 297 9 

22 静岡市立豊田中学校 静岡市駿河区豊田一丁目 3番 1号 530 19 

23 静岡市立東豊田中学校 静岡市駿河区国吉田五丁目 23 番 1号 557 18 

24 静岡市立高松中学校 静岡市駿河区登呂四丁目 6番 1号 448 15 

25 静岡市立長田西中学校 静岡市駿河区丸子一丁目 1番 1号 635 22 

26 静岡市立長田南中学校 静岡市駿河区みずほ三丁目 9 番地の 1 699 22 

27 静岡市立城山中学校 静岡市駿河区小坂二丁目 33 番地 247 8 

28 静岡市立清水第一中学校 静岡市清水区宮代町 5 番 55 号 358 12 

29 静岡市立清水第二中学校 静岡市清水区神田町 4 番 57 号 709 22 

30 静岡市立清水第三中学校 静岡市清水区三光町 3 番 57 号 183 10 

31 静岡市立清水第四中学校 静岡市清水区村松 683 番地の 1 425 13 

32 静岡市立清水第五中学校 静岡市清水区三保 1720 番地 274 10 
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33 静岡市立清水第六中学校 静岡市清水区天王西 10 番 40 号 580 20 

34 静岡市立清水第七中学校 静岡市清水区草薙三丁目 9番 20 号 738 24 

35 静岡市立清水第八中学校 静岡市清水区追分四丁目 2429 番地 375 14 

36 静岡市立清水飯田中学校 静岡市清水区山原 112 番地の 1 517 18 

37 静岡市立清水袖師中学校 静岡市清水区西久保 125 番地の 1 251 9 

38 静岡市立清水庵原中学校 静岡市清水区原 245 番地 238 8 

39 静岡市立清水興津中学校 静岡市清水区興津中町 1478 番地の 10 336 12 

40 静岡市立清水小島中学校 静岡市清水区但沼町 271 番地 112 4 

41 静岡市立清水両河内中学校 静岡市清水区和田島 303 番地 58 3 

42 静岡市立蒲原中学校 静岡市清水区蒲原 49 番地 299 11 

43 静岡市立由比中学校 静岡市清水区由比 456 番地 185 7 

合計 16,389 569 

 

③ 高等学校 

（平成 27 年 5月 1 日現在） 

№ 名称 住所 生徒数 学級数 

1 静岡市立高等学校 静岡市葵区千代田三丁目 1番 1号 
975 

定 22 

24 

定 4 

2 静岡市立清水桜が丘高等学校 静岡市清水区桜が丘町 7番 15 号 849 21 

合計 1,846 49 
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（２）教育費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 （出典）決算書、平成 27年度は当初予算 

（注）教育費には社会教育費も含まれている。 

ただし、平成 27 年度は幼稚園費が含まれていない。 

 

 

平成 16 年度の教育費は 281 億円であったが、平成 27 年度には 189 億円とな

り、92 億円減少している。平成 15 年度の金額を 100 とした場合、平成 27 年度

の一般会計は 109 まで伸びているが、教育費は 74 まで下げてきている。一般会

計に占める教育費の割合も、減少傾向にある。 
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直近３年度の教育費（予算額）の内訳は、次のとおりである。 

（金額：千円） 

 年度 

科目 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

予算額 構成比 予算額 構成比 予算額 構成比 

教育総務費 3,141,323 14.7％ 3,342,528 17.1％ 3,293,635 17.4％ 

幼稚園費 661,418 3.1％ 649,054 3.3％ － －％ 

小学校費 3,237,688 15.2％ 2,975,675 15.2％ 3,567,106 18.9％ 

中学校費 1,859,230 8.7％ 1,730,859 8.8％ 1,692,589 8.9％ 

高等学校費 3,482,152 16.3％ 2,896,720 14.8％ 1,868,701 9.9％ 

社会教育費 2,433,927 11.4％ 2,479,499 12.6％ 2,604,812 13.8％ 

保健体育費 6,549,133 30.6％ 5,522,523 28.2％ 5,881,753 31.1％ 

計 21,364,871 100.0％ 19,596,858 100.0％ 18,908,596 100.0％ 

（出典：「静岡市の教育 2014、2015（静岡市教育委員会）」） 

 

教育費の内訳を見ると、保健体育費の割合が約３割を占めており、構成比が

１番高くなっている。保健体育費の主な内容は、学校給食費であり、保健体育

費の半分近くを占めている。学校給食費は、主として、給食センター等の委託

費、職員の人件費などで構成されている。 
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第３ 監査の結果  

Ａ．監査項目と監査要点 

学校教育に関する事務の執行については、学校で行われている事務と教育委

員会事務局で行われている事務とに大別し、次のように、監査項目を設定して

いる。 

 

       

    
  

Ⅰ．静岡市立高等学校  

    
  

 

    
  

  

  学 校 
    

Ⅱ．清水桜が丘高等学校  

 
  

 
  

 

 
  

  
  

  

 
  

  
  

Ⅲ．小中学校  

 
  

    

 
  

     

 
  

  
  

Ⅳ．学校給食  

 
  

  
  

 

 
  

  
  

  

 
  

  
  

Ⅴ．就学援助制度  

 
  

  
  

 

 
  

  
  

  

 
  教育委員会

事務局 

    
Ⅵ．補助金等  

   
  

 

    
  

  

    
  

Ⅶ．工事請負費  

    
  

 

    
  

  

    
  

Ⅷ．過年度包括外部監査の措置状況  

      

       

 

 学校の監査については、上記に記載した高等学校２校の他、中学校４校、小

学校４校を任意に抽出し、合わせて 10 校の往査を実施している。 

 なお、委託契約については、昨年度に監査を行っているため、当年度は監査

対象としていない。委託契約の監査結果については、平成 26 年度の包括外部監

査結果報告書を参照していただきたい。 

 

また、監査項目別の主な監査要点は、次に示すとおりである。 
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Ⅰ．静岡市立高等学校、Ⅱ．清水桜が丘高等学校、Ⅲ．小中学校 

平成 24 年 5 月に文部科学省から各都道府県、各政令指定都市の教育長宛てに

「学校関係団体が実施する事業に係る兼職兼業の取扱い及び学校における会計

処理の適正化についての留意事項等について（通知）」（24 文科初第 187 号 平成

24 年 5 月 9 日）が出されている。 

この通知では、「１．学校関係団体が実施する事業に係る兼職兼業等の取扱い

についての留意事項」として、次の項目などが記載されている。 
 

兼職兼業等の対象となるものについては、地方公務員法第 38 条又は教育公務

員特例法第17条の規定に従い、所要の手続きが適切に行われる必要があること。

その際、事業の実施方法や報酬の多寡等の態様が、社会通念上妥当なものであ

るかどうかについて、適切に判断される必要があること。 
 

また、「２．学校における会計処理の適正化に係る留意事項」としては、次の

項目などが記載されている。 
 

学校の管理運営に係る経費については、当該学校の設置者である地方公共 

団体が負担すべきものであり、地方財政法等の関係法令に則して会計処理の 

適正化を図ること。 

 その際、同法第 27 条の 3 及び第 27 条の 4 は、学校の経費について住民に負

担転嫁してはならない経費を規定しており、その趣旨の徹底を図るとともに、

それらの経費以外のものについても、住民の税外負担の解消の観点から安易に

保護者等に負担転嫁をすることは適当ではないこと。 

 また、学校教育活動として公務のために旅行命令に基づき支給される旅費 

（他団体主催業務等に依頼されて出張する場合に、当該団体が負担するもの 

を除く。）や事務補助員等の地方公共団体の職員の給与について保護者等に負担

転嫁してはならないこと。 
 

 この通知内容を踏まえ、ここでは、主として下記の視点から監査を実施した。 
 

（監査要点） 

〇教員の兼職兼業、事務職員の職務専念義務の免除は、法令規則等に準拠して、

適切に処理が行われているか。 

〇公費と私費の区分は、適切に実施されているか。特に、本来、公費で支出す

べきものを私費から支出していないか。 

〇学校が、保護者からの徴収する金額は、妥当な水準となっているか。 

〇学校預かり金は、「静岡市立小中学校 学校預かり金の手引」、「静岡市立小・

中学校等準公金取扱基準」等に準拠して、適切に処理が行われているか。 
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〇学校における現金の出納管理、領収書の管理等は、適切に行われているか。 

〇保護者への会計報告等、保護者への説明は、十分に行われているか。 

 
 

Ⅳ．学校給食 

静岡市の学校給食は委託の割合が高くなっているが、委託契約については、

昨年度に監査を実施しているため、今年度は、給食費の未納問題への取り組み

を中心に監査を実施した。 

 

（監査要点） 

〇学校給食費の未納問題に対し、市の取り組みは十分に行われているか。 

 
 

Ⅴ．就学援助制度 

昨今の厳しい経済情勢を背景に、子どもの貧困対策の推進に関する法律が成

立するなど、学校教育への影響も大きなものとなっており、就学援助制度の受

給者が増え続けている。ここでは、就学援助の認定事務を中心に、主として下

記の視点から監査を実施した。 

 

（監査要点） 

〇就学援助制度の認定事務は、適切に行われているか。 

〇就学援助制度の認定事務について、市のルールは十分に整備されているか。 

〇就学援助の対象者から、給食費等の未納は発生していないか。 

 
 

Ⅵ．補助金等 

補助金等については、平成 21 年度に包括外部監査を実施している。今年度は、

「Ⅷ．過年度包括外部監査の措置状況」で外部監査に対する市の措置を確認す

るとともに、補助の現状についても、主として下記の視点から監査を実施した。 

 

（監査要点） 

〇補助は、特定の者に偏ることなく、公平なものとなっているか。 

〇補助の対象となる支出は妥当なものか。 

〇補助の交付は、経済的・効率的に実施されているか。 

〇市の施策（目的）を達成するため、補助の効果は出ているか。 

〇補助の交付に必要な事務手続は、適正に行われているか。  
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Ⅶ．工事請負費 

学校施設の修繕工事について、入札の状況を確認したところ、調査対象とし

たすべての修繕工事の入札において、最低制限価格が設定されていた。そこで、

ここでは、最低制限価格の設定による効果の検証を中心に、主として下記の視

点から監査を実施した。 

 

（監査要点） 

〇入札による競争性は、十分に確保されているか。 

〇最低制限価格は、妥当な水準に設定されているか。 

〇最低制限価格制度は、ダンピング防止のため、有効に機能しているか。 

 
 

Ⅷ．過年度包括外部監査の措置状況 

過年度の包括外部監査について、監査時点で措置が公表されている平成 11 年

度から 25 年度までの監査を対象に、学校教育に関連する指摘事項を調査したと

ころ、該当事項があるのは、平成 21 年度「補助金等の事務の執行について」と

平成 22 年度「市有財産の有効活用について～土地・建物を中心として～」であ

った。ここでは、平成 21 年度と 22 年度の監査報告書から、教育委員会事務局

への指摘事項を抽出し、措置の状況について、主として下記の視点から監査を

実施した。 

 

（監査要点） 

〇措置は実施されているか。 

〇実施した措置は、監査委員へ通知され、市民へ公表されているか。 

〇公表した措置の中に、未措置となっているものはないか。 

〇外部監査の指摘事項への対応は、市のルールとして整備されているか。 
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Ｂ．監査結果の概要 

監査結果の詳細は、「Ｃ．監査結果」に記載のとおりであるが、ここでは、監

査の結果、個別に取り上げられた主な問題点を整理し、監査結果の概要として

記載している。 

 

１．学校 

「Ⅰ．静岡市立高等学校」、「Ⅱ．清水桜が丘高等学校」、「Ⅲ．小中学校」の

監査結果について、主な内容を整理してみると、主として、（１）コンプライア

ンスの問題、（２）保護者預かり金の問題、（３）現金の管理体制の問題に集約

することができる。 

 

（１）コンプライアンスの問題 

教職員の兼職兼業、事務職員の職務専念義務の免除などについて、法令規則

等に違反している事例が見受けられた。これらは、平成 24 年 5 月の文部科学省

の通知により、適切な対応が求められているものである。コンプライアンス体

制を強化する必要があると考える。 

 

① 法令規則等に違反しているものがある 

監査結果（概要） 
該当 

ページ 

・教職員（教頭）が勤務時間内にＰＴＡ会計の事務を行っているが、この兼

職兼業について、教育委員会の承認が得られていない。 
75 

・教職員がＰＴＡ主催事業に従事し、ＰＴＡから報酬を受け取っているが、

この兼職兼業について、教育委員会の承認が得られていない。 
36 

・市の事務職員が勤務時間内にＰＴＡ会計の事務を行っているが、地方公務

員の職務専念義務の免除について、教育委員会の承認が得られていない。 
34,51 

・市の事務職員が、ＰＴＡの役員等を兼ねることなく、ＰＴＡ会計の事務を

行っている。 
35,51 

・土地の貸借契約（賃借料は無償）において、本来は市長（市長代理者を含

む）名で契約すべきところ、学校長名で契約をしていた。 
68 

 

② 法令規則等にもとづき、教育委員会の承認を得ているが、申請の内容が実

態と大きく乖離しているものがある 
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監査結果（概要） 
該当 

ページ 

・教職員の兼職兼業について、教育委員会の承認は得られているが、申請内

容に記載した報酬の見込額に比べ、実際の報酬の受取額が多くなっている。 
37,52 

 

なお、これらの他、下記「（２）保護者預かり金の問題」、「６．過年度包括外

部監査の措置状況」においても、コンプライアンスの問題が検出されている。 
 

 

（２）保護者預かり金の問題 

① 公費で負担すべき支出を保護者が負担している 

本来、公費で負担すべきと考えられる支出を保護者が負担している事例が見

受けられた。中には、学校教育法、地方財政法、地方財政法施行令の規定に抵

触する可能性のあるものもあり、これはコンプライアンス上の問題でもある。 

また、市立高校２校では、公費負担と私費負担の基本的な考え方や、具体的

な区分等について明確に定められたものがないため、静岡県が作成した基準を

使用して、公費と私費の区分を行っている。静岡市独自の基準を作成し、それ

にもとづいて、適正に区分処理するという運営を実施すべきである。 
 

監査結果（概要） 
該当 

ページ 

・田安門（静岡市立高校の敷地内にある国の登録有形文化財）の維持管理費

用は、公費の負担がなく、静岡市立高校の保護者だけが負担している。 
41 

・部活動の大会等で教職員が生徒を引率する場合に、学校から公務としての

旅行命令が出ているにもかかわらず、その旅費は保護者が負担している。 
44,64 

・換気扇修繕工事等の施設整備費、トイレ清掃費、トイレ床パネル代、ダニ・

ゴキブリ駆除費用など、学校の経費を保護者が負担している。 

42,43 

59,78 

・市立高校２校では、公費負担と私費負担の基本的な考え方や、具体的な区

分等について、明確に定められたものがなく、県の基準を使用している。 
44,65 

 

② 繰越残高が多額となっている会計がある 

保護者預かり金の金額が累積し、繰越残高が多額となっている会計がある。

１世帯当たりの平均所得の低下、生活保護の増加、就学援助の増加、子どもの

貧困対策の推進に関する法律の成立など、昨今の厳しい経済情勢を踏まえると、

必要以上に保護者への負担を求めるべきではない。 

上記①に記載したとおり、公費で負担すべきものは公費で負担するとともに、

保護者の負担額を軽減する取り組みが必要と考える。  
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監査結果（概要） 
該当 

ページ 

・保護者預かり金の繰越額が累積しており、平成 26 年度末残高は、静岡市立

高校で約 1,600 万円、清水桜が丘高校で約 3,000 万円と多額となっている。 
39,54,55 

 

③ ＰＴＡの主催事業にＰＴＡの関与が見られない 

ＰＴＡの主催事業において、ＰＴＡの積極的な意思が介在せず、実質的に学

校主導となって事業が行われている事例が見受けられた。ＰＴＡ総会での説明、

承認など、ＰＴＡの関与と適正な手続が必要である。 
 

監査結果（概要） 
該当 

ページ 

・清水桜が丘高校のＰＴＡ学習支援事業では、年間計画書をＰＴＡ側で作成

しておらず、報酬単価の改訂も教職員の議論のみで行われている。また、

事業に関する要綱も、ＰＴＡ総会の承認が得られていない。 

61,62,64 

・清水桜が丘高校では、10 周年記念事業の積立が行われているが、ＰＴＡ総

会の報告資料にはその記載がない。 
65 

 

 

（３）現金の管理体制の問題 

① 現金の基本的な管理体制ができていない 

現金の管理体制について調査したところ、すべての小中学校、高等学校にお

いて、領収書の連番管理が出来ていなかったことが判明した。これは、どの学

校においても、不正の機会が存在しており、着服が可能な状態であることを意

味している。また、これ以外にも、現金出納、現金の取扱いについて、管理上

の基本的な問題点も見受けられた。小中学校の教職員においては、必ずしも、

現金の管理方法に精通しているとは限らないため、教育委員会事務局の指導の

もと、現金の管理体制を強化する必要である。 
 

監査結果（概要） 
該当 

ページ 

・領収書の連番管理が出来ていない。 45,67,71 

・押印のない請求書にもとづいて支払が行われていた。 80 

・物品購入等伺書の決裁を受ける前に、教員の立替払いにより、教材が購入

されていた。 
81 

・現金の金融機関への持ち運びが、複数の職員等で対応していない。 81 

・未納金の管理簿が作成されていない。 73 
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２．学校給食 

（１）学校給食費の未納問題への取組体制が構築されていない 

学校給食費の未納問題については、すべて学校任せとなっており、市として

の取組体制が構築されていない。平成 22 年の文部科学省の通知では、未納問題

への対応は、各学校だけではなく、学校給食実施者（市）にも求めている。現

金の管理と同様に、小中学校の教職員は、必ずしも、債権管理に精通している

とは限らないため、すべてを学校任せにするのではなく、教育委員会事務局の

指導のもと、市全体としての取組体制を構築することが必要である。 
 

監査結果（概要） 
該当 

ページ 

・市全体の学校給食費の未納額を正しく把握できていない。 92 

・学校給食費の未納問題への取組体制が構築されていない。 93 
 

 

３．就学援助制度 

（１）就学援助制度の認定事務が適切に行われていないものがある 

就学援助費の受給申請者については、市の基準により、「認定」か「不認定」

の判断がなされるが、監査人が調査した事例には、この認定事務が適切に行わ

れていないものが見受けられた。中には、本来であれば、就学援助の対象とし

て「認定」とされるべき世帯が「不認定」として処理された事例もあった。教

育基本法の趣旨でもある児童生徒の教育機会の均等が妨げられることのないよ

う、認定事務については、より慎重な対応が求められるところである。 
 

監査結果（概要） 
該当 

ページ 

・申請者の収入に賞与を含めていない事例があった。 108 

・申請者の収入に通勤手当を含めている事例があった。 112 

・児童手当と児童扶養手当を混同し、申請者の収入に児童手当を含めている

事例があった。 
114 

 

（２）就学援助制度の認定事務について、市のルールが整備されていない 

就学援助制度は、将来を担うすべての児童生徒に対し義務教育を受ける機会

を保障するものであり、その適正な運営は、教育委員会として最も重要な責務

の 1 つである。教育委員会事務局においては、認定事務のルールを整備し、認

定事務の誤りやリスクを未然に防ぐための仕組みを構築する必要がある。 
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監査結果（概要） 
該当 

ページ 

・「就学援助認定事務入力作業マニュアル」では、上記(1)のようなケースの

取扱いが示されていない。 
116 

・「就学援助認定事務入力作業マニュアル」では、養育費の定義、収入とする

判断基準が定められていない。 
115 

・「準要保護者」の認定基準として、「特別な事情により教育委員会が必要と

認める者」とあるが、「特別な事情」について具体的な定めはない。 
117 

 

（３）就学援助の受給対象者から給食費の未納者が発生している 

就学援助費を受給している世帯が、市から受給した援助費を「未納」とし、

教育と関係のない用途に使用するということは、本来あってはならないことで

ある。いわゆる「学校長払い」と同様の方法を利用することにより、就学援助

世帯から未納を発生させないよう、対応する必要がある。 
 

監査結果（概要） 
該当 

ページ 

・給食費の未納者のうち、在学中の 62 名、卒業生の 23 名は、就学援助費の

受給者である。 
121 

 
 

４．補助金等 

（１）補助の公平性、支出内容の妥当性等に問題がある 

下記のとおり、補助の公平性、支出内容の妥当性、補助の交付のための事務

手続等について、問題があると考えられる事例が見受けられた。補助金等につ

いては、市民にとって公平かつ透明性の高い制度運用が求められる。 
 

監査結果（概要） 
該当 

ページ 

・一部の特定の地域に住んでいる者に補助が集中している状況が見られる。 127 

・本来、公平性が求められる補助金において、生徒１人あたりの補助金額が、

旧静岡市と旧清水市で大きく違っており、不公平な取扱いとなっている。 
134 

・補助の対象としている支出に不適切なものがある。 135 

・補助の開始から 50 年以上が経過しており、当初の目的はすでに達成され、

補助の役割はすでに終えていると考えられるものがある。 
136 

・補助の対象者について、本来あるべき必要な手続が行われていない。 138 
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監査結果（概要） 
該当 

ページ 

・現在の制度は、本来であれば、支給を受けるべき家庭に、奨学金が支給さ

れない制度となっていると考えられる。 

139 

141 

・補助の対象としている事業が適切ではないと考えられるものがある。 146 

・中山間地域の学校のみを対象としている補助金があるが、同様に遠距離を

要する旧蒲原町、旧由比町は補助の対象とされていない。 
148 

 
 

５．工事請負費 

（１）最低制限価格制度を適用した結果、入札の競争原理によるコスト削減メ

リットが得られていない 

競争入札においては、入札者が著しく低い価格で落札（いわゆるダンピング）

をした場合には、手抜き工事等の危険が懸念されることから、このようなダン

ピングを防止するため、入札工事には、最低制限価格制度が導入されている。 

今回の監査では、最低制限価格を設定することにより、ダンピングとは考え

にくい入札価格の業者が失格扱いとなっている事例が多く見受けられた。競争

入札では、本来、最も低い価格で入札したものが落札者となるのが原則である

が、中には、最も高い価格で入札した者が落札者になるという、正反対の結果

となっている工事も見受けられた。 

最低制限価格を設定することにより、競争入札制度の本来の趣旨を損なうこ

とがないよう、制度の変更について検討する必要があると考える。 
 

監査結果（概要） 
該当 

ページ 

・最低制限価格の最低水準は予定価格の 70％となっているが、今回の監査対

象すべての平均は、予定価格の 88％と非常に高い水準に設定されている。 
161 

・入札者９者のうち８者は、最低制限価格をわずかに下回る入札価格で失格

となり、結果として、最も高い価格で入札した者が落札者となっている。 
154 

・入札業者を限定している指名競争入札でも、最低制限価格をわずかに下回

ったため、ダンピングとは考えにくい入札価格での失格者が生じている。 
158 

・最低制限価格制度の適用により、入札の競争原理によって本来得られるコ

スト削減メリットを放棄する結果となっている。 
160 
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６．過年度包括外部監査の措置状況 

（１）地方自治法の規定に違反するものがある 

地方自治法の規定によれば、包括外部監査の指摘に対して、措置を講じたと

きには、監査委員へその旨を通知し、その内容が公表されなければならない。

しかし、所管課が措置を講じたにもかかわらず、その旨を監査委員へ通知して

いないため、措置の内容が、市民に対して公表されていないものがある。市民

への説明責任を果たすため、自治法の規定に則った処理が必要である。 
 

監査結果（概要） 
該当 

ページ 

●以下の補助金については、外部監査の指摘に対し、措置済であるが、その

旨が監査委員へ通知されておらず、措置の内容が市民に公表されていない。 
 

・校長会等教育研究事業補助金 167 

・市ＰＴＡ連絡協議会運営事業費等補助金 171 

・静岡市中山間地域学校ＰＴＡ校外教育支援事業補助金 172 

・生徒指導対策事業補助金 174 

・静岡市中学校体育連盟運営事業費等補助金 176 

・中学校部活動振興育成会運営事業費等補助金 178 

●上記の他にも、平成 21 年度以前の包括外部監査の指摘事項については、措

置の内容が公表されていないものが存在している可能性がある。 
181 

 

（２）措置が完了しているとは言えないものがある 

平成 22 年度の措置については、「～を策定します」、「～を設けます」といっ

た記載が多く、結果として、監査時点において、措置が完了していないものが

見受けられた。所管課は、措置が完了した時点で、あらためて措置を実施した

旨を監査委員へ通知を行い、措置内容の公表を通して、市民への説明責任を果

たす必要がある。 
 

監査結果（概要） 
該当 

ページ 

●以下の計画、方針等については、内容が確定していないため、監査の時点

では、措置が完了しているとは言えない。 
 

・大規模改修工事の優先順位付けのガイドライン（学校施設整備計画） 183 

・大規模改修工事の長期的な整備計画（トータルコストの把握） 185 

・学校施設のバリアフリー化の基本方針 186 
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（３）外部監査の結果への対応方法が、市のルールとして文書化されていない 

包括外部監査の結果に対する対応方法について、「措置済」と「未措置」の定

義、市の考え方など、市のルールとして文書化されているものがなかった。市

民への説明責任の観点から、市の考え方や、包括外部監査の結果への対応方法

などのルールについて文書化しておき、今後も継続的に管理する仕組みを構築

しておくことが必要である。 
 

監査結果（概要） 
該当 

ページ 

・外部監査の結果への対応方法等が文書化されていない。 187 
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Ｃ．監査結果 

 

監査の結果は、監査人の判断により、次の２つに分類している。 
 

「指摘事項」 …  事務の執行について、措置を講ずる必要がある事項 

「 意  見 」 … 事務の執行について、参考にしていただきたい事項 
 

 

 

Ⅰ．静岡市立高等学校 

【概要】 

所在地 静岡市葵区千代田三丁目１番１号 

校長 志村剛和 

創立年月日 昭和 15 年４月１日 

学校の沿革  

昭和 14 年 静岡市立第一中学校として設立認可 

翌年開校 

昭和 23 年 静岡市立高等学校と改称 

全日制・定時制両課程を置く 

昭和 47 年 鴻志会館完成（平成 16 年 耐震工事完了） 

昭和 53 年 格技場完成（平成 19 年 耐震工事完了） 

平成 5年 中央館（教室、職員室、給食室等）完成 

平成 10 年 本館（事務室、図書室等）完成 

平成 11 年 東館（特別教室棟）、視聴覚ホール完成 

平成 13 年 体育館完成 

平成 21 年 新プール完成 

田安門 国の登録有形文化財（建造物）登録 

平成 23 年 全日制課程理数科（科学探究科）開設 

平成 25 年 文部科学省スーパーサイエンスハイスクール（ＳＳＨ）に指定 

 

 

平成 26 年度において、静岡市立高校が管理している保護者預かり金の会計単

位は、次のとおりである。 
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会計名 主な用途 

ＰＴＡ会費 ＰＴＡ活動にかかる支出全般 

教育振興費（部活振興費・進路

指導費・図書費で構成） 

部活振興費…各種競技会の旅費等、部活動に必要

な器具等の購入 

進路指導費…研修等の旅費、消耗品購入等 

図書費…書籍購入等 

生徒会費 生徒会活動にて使用 

田安門保存費積立金 田安門修繕費の積立 

修繕積立金 施設修繕費の積立 

のみの市 のみの市（文化祭バザー）つり銭、物品購入 

鴻志会館 シーツ等クリーニング、消耗品購入 

全国大会補助金用 静岡市補助金の受領及び部活振興費への払出し 

生徒リーダー研修 リーダー研修旅費、物品購入 

学習支援振興会 課外授業等の報酬支払 

海外研修推進委員会 海外研修活動にて使用 

学年費 赤学年 普通科 学年固有の活動にて使用 

学年費 赤学年 科探科 同上 

学年費 青学年 普通科 同上 

学年費 青学年 科探科 同上 

学年費 緑学年 普通科 同上 

学年費 緑学年 科探科 同上 

修学旅行 赤学年 普通科 修学旅行の旅費等に充てるための積立金 

修学旅行 赤学年 科探科 同上 

修学旅行 青学年 普通科 同上 

修学旅行 青学年 科探科 同上 

勉強合宿 赤学年 勉強合宿の旅費等に使用 

勉強合宿 青学年 同上 

日本スポーツ振興センター 学校内の怪我、登下校中の事故等の災害給付金の

受領及び払出し 

芸術教室 芸術教室にて使用 

定時制課程 ＰＴＡ会費 定時制のＰＴＡ活動費 

定時制課程 振興費 定時制の教育振興費 

定時制課程 給食費 定時制の給食費 

定時制課程 学年費Ａ 定時制の学年固有の活動にて使用 

定時制課程 学年費Ｂ 同上 

定時制課程 学年費Ｃ 同上 

定時制課程 学年費Ｄ 同上 
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ＰＴＡ会計に関する事項については、「静岡市立高等学校ＰＴＡ会則」（以下、

「ＰＴＡ会則」という）、「静岡市立高等学校ＰＴＡ事務局事務処理規程」（以下、

「事務処理規程」という）で、次のとおり定められている。 
 

〇静岡市立高等学校ＰＴＡ会則  

第２章 目的及び事業 

（目的） 

第３条 本会は、生徒の健全な成長のために、保護者と教職員とが協力して、学

校、家庭及び地域における教育に関し理解を深め、その教育の振興に努め、さら

に、生徒の校外における生活の指導、学校及び地域における教育環境の改善、充

実を図るため会員相互の学習その他必要な活動を行うことを目的とする。 

（事業） 

第４条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（１）学校、家庭及び地域の教育振興に関する事業 

（２）教育環境の整備充実に関する事業 

（３）生徒会活動、部活動等の振興に関する事業 

（４）図書及び図書室の充実に関する事業 

（５）生徒の学力向上及び進路実現に関する事業 

（６）生徒の健康管理及び体力充実に関する事業 

（７）生徒、会員の親睦及び福利厚生に関する事業 

（８）会員の研修に関する事業 

（９）防災等学校安全に関する事業 

（10）その他本会の目的を達成するために必要な事業 
 

第８章 会計 

（事業年度） 

第 34 条 本会の事業年度は、毎年 4月 1日に始まり翌年 3月 31 日に終わる。 

（事業計画及び収支予算） 

第 35 条 本会の事業計画書及び収支予算書については、毎事業年度の開始の日

の前日までに、会長が作成し、常任評議員会の承認を受けなければならない。こ

れを変更する場合も同様とする。 

２ 前項の書類については、定時総会に提出し、その内容を報告するとともに、

事務所に当該事業年度が終了するまでの間備え置くものとする。 

（事業報告及び決算） 

第 36 条 本会の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、会長が次の

書類を作成し、監事の監査を受けた上で、常任評議員会の承認を受けなければな

らない。 
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（１）事業報告書 

（２）収支決算書 

２ 前項の承認を受けた書類は、定時総会に提出し承認を受けなければならな

い。 

３ 第 1項の書類のほか、次の書類を事務所に５年間備え置くとともに、会則及

び会員名簿を事務所に備え置くものとする。 

（１）監査報告 

（２）役員の名簿 

 

〇静岡市立高等学校ＰＴＡ事務局事務処理規程 

（適用範囲） 

第７条 この規程は、本会の会計業務のすべてについて適用する。 

（会計の原則） 

第８条 本会の会計は、会則及びこの規程に定めるところによって処理しなけれ

ばならない。 

（会計区分） 

第９条 本会の会計は「一般会計」と「特別会計」とに区分して表示するものと

する。 

（会計年度） 

第 10 条 本会の会計年度は、会則第 34 条に定める事業年度に従い、毎年 4月 1

日から 3月 31 日とする。 

 

「静岡市立高等学校ＰＴＡ会員に関する規則」第４条および別表に定めるＰ

ＴＡ会費の内訳は、次のとおりである。 
 

経費区分 
経費負担額 会費免除の 

可否(第 5項) 会員（保護者） 会員（教職員） 

入会金 1,000 円 徴収しない。 免除しない。 

ＰＴＡ会費 月額 800 円×年間 12 回 月額 80 円×年間 12回 免除できる。 

教育振興費 進路指導費 月額 650 円×年間 12 回 徴収しない。 免除できる。 

部活振興費 月額 900 円×年間 12 回 

図書費 月額 100 円×年間 12 回 
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１．事務職員の職務専念義務について 

【概要】 

地方公務員法第35条には、職員の職務に専念する義務の規定があり、職員が、

職務に専念する義務を免除されるには、条例等の定めが必要になる。これを受

け、静岡市では、静岡市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例、静岡

市職員の職務に専念する義務の特例に関する規則等が定められている。これら

の内容は、次のとおりである。 

 

〇地方公務員法 

（職務に専念する義務） 

第 35 条 職員は、法律又は条例に特別の定がある場合を除く外、その勤務時

間及び職務上の注意力のすべてをその職責遂行のために用い、当該地方公共団

体がなすべき責を有する職務にのみ従事しなければならない。 

 

〇静岡市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例 

（職務に専念する義務の免除） 

第 2条 職員は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、あらかじめ

任命権者又はその委任を受けた者の承認を得て、その職務に専念する義務を免

除されることができる。 

(1) 研修を受ける場合 

(2) 厚生に関する計画の実施に参加する場合 

(3) 法第 55 条第 8 項の規定に基づき、適法な交渉を行う場合 

(4) 前 3 号に規定する場合を除くほか、人事委員会規則で定める場合 

 

〇静岡市職員の職務に専念する義務の特例に関する規則（人事委員会規則第 19

号） 

（職務に専念する義務を免除される場合） 

第2条 静岡市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例第2条第4号に

規定する人事委員会規則で定める職務に専念する義務を免除される場合は、次

のとおりとする。 

(1) 地方公務員法(昭和 25 年法律第 261 号。以下「法」という。)第 46 条の

規定による勤務条件の措置に関し、要求し、又はその審理に出頭する場

合 

(2) 法第 49 条の 2 第 1 項の規定による不利益処分についての不服申立てを

し、又はその審理に出頭する場合 
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(3) 職務に関連がある国又は他の地方公共団体の職員としての職を兼ね、そ

の事務又は事業を行う場合 

(4) 市行政の運営上その地位を兼ねることが特に必要と認められる団体の役

員、職員等の地位を兼ね、その事務又は事業を行う場合 

(5) 職務上の教養に資する講演、講義等を聴講する場合 

(6) 職務に関係ある試験又は選考を受ける場合 

(7) 前各号に掲げる場合のほか、任命権者が特に必要があると認め、静岡市

人事委員会の承認を受けた場合 

 

〇静岡市立高等学校処務規程 

（職務に専念する義務の免除） 

第 22 条 校長及び職員が、静岡市職員の職務に専念する義務の特例に関する

条例(平成 15 年静岡市条例第 32 号)の規定により、職務に専念する義務の免除

を受けようとするときは、別に定める場合を除き、あらかじめ、職務専念義務

免除願出書(様式第 26 号)を提出し、教育委員会の承認を得なければならない。 

 

 

（１）職務専念義務の免除の承認について 

【現状】 

静岡市立高校では、ＰＴＡ会計の事務処理を事務職員が行っている。 

【概要】に記載したとおり、法令等では、市の事務職員が、職務専念義務の

免除を受けようとするときは、教育委員会の承認を得なければならないと定め

られている。ＰＴＡは、学校とは異なる任意団体であり、市の事務職員が、勤

務時間内に他の団体の会計事務を行う場合には、教育委員会の承認が必要であ

る。 

しかし、事務職員がＰＴＡ会計の事務処理を行うことについて、教育委員会

へ職務専念義務免除願出書は提出されておらず、職務専念義務の免除について、

教育委員会の承認は得られていなかった。 

 

【指摘事項】 

教育委員会の承認が得られていない状態で、事務職員が勤務時間内にＰＴＡ

会計の事務処理を行うことは、法令等に違反するものである。法令等に準拠し

た手続が必要である。 
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（２）職務専念義務の免除の要件について 

【現状】 

【概要】に記載したとおり、静岡市職員の職務に専念する義務の特例に関す

る規則（人事委員会規則第 19 号）第２条第４号では、「職務に専念する義務を

免除される場合」として、次のように定めている。 
 

市行政の運営上その地位を兼ねることが特に必要と認められる団体の役員、

職員等の地位を兼ね、その事務又は事業を行う場合 

 

この規則を読むかぎり、市の職員が、勤務時間内にＰＴＡ会計の事務を行う

場合には、ＰＴＡの「役員、職員等の地位を兼ね」ることが前提になっている

と考えられる。しかし、現状では、ＰＴＡ会計の事務を行っている事務職員３

名のうち、２名については、ＰＴＡの評議員を兼ねているが、１名については、

この要件を充たしていないことが判明した。 

 

【指摘事項】 

市の事務職員が、ＰＴＡの役員等を兼ねることなく、ＰＴＡ会計の事務を行

うことは、法令等に違反するものである。法令等に準拠した手続が必要である。 

 

 

２．教職員の兼職兼業について 

【概要】 

教職員の兼職兼業については、教育公務員特例法第 17 条第１項で、次のよう

に定められている。 
 

〇教育公務員特例法 

（兼職及び他の事業等の従事） 

第 17 条 教育公務員は、教育に関する他の職を兼ね、又は教育に関する他の

事業若しくは事務に従事することが本務の遂行に支障がないと任命権者（地方

教育行政の組織及び運営に関する法律第三十七条第一項 に規定する県費負担

教職員については、市町村（特別区を含む。以下同じ。）の教育委員会。第二

十三条第二項及び第二十四条第二項において同じ。）において認める場合には、

給与を受け、又は受けないで、その職を兼ね、又はその事業若しくは事務に従

事することができる。 
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これを受け、静岡市立高等学校処務規程では、教職員の兼職兼業について、

次のとおり定めている。 
 

〇静岡市立高等学校処務規程 

(兼職及び他の事業等の従事) 

第 33 条 校長及び職員が、教特法第 17 条第 1項の規定により、教育に関する

他の職を兼ね、又は教育に関する他の事業等に従事しようとするときは、兼職

(兼業)承認申請書(様式第 34 号)により教育委員会の承認を受けなければなら

ない。 
 

市立高校では、ＰＴＡが主催する事業に従事する教員は、兼職（兼業）承認

申請書を作成し、学校長の内申を受けた後、これを教育委員会に提出している。

教育委員会では、この申請と内申の内容を検討し、兼職（兼業）の承認が行わ

れている。 

兼業（兼職）承認申請書と兼職（兼業）内申書の様式は、次ページに示すと

おりである。 

 
 

（１）教育委員会の承認について 

【現状】 

ＰＴＡが主催する学習支援事業に従事し、ＰＴＡから報酬を受け取っている

教員の中に、兼職（兼業）承認申請書の提出がなされておらず、教育委員会の

承認を得ていない者が３名いた。 

３名のうち１名は、育児休業中であったが、年度途中から復帰し、課外授業

等行ったときに、ＰＴＡから報酬を受け取っていた。また、残りの２名は非常

勤講師であり、基本的には課外授業等は行わないが、模試等の監督人数が足り

ず、緊急措置として監督を行ったときに、ＰＴＡから報酬を受け取っていたも

のである。 

教員の兼職（兼業）承認申請書の提出は、通常、年度当初にのみ行っている

ことから、今回のケースのように、年度途中での提出が必要となったものにつ

いては、手続が漏れていたということであった。 

 

【指摘事項】 

イレギュラーなケースとはいえ、教育委員会の承認が得られていない状態で、

教職員がＰＴＡから報酬を受けて、公務以外の業務を行うことは、法令等に違

反するものである。法令等に準拠した手続が必要である。  
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【兼職（兼業）承認申請書と兼職（兼業）内申書の様式】 
 

兼職（兼業）承認申請書 

平成 26 年 4 月 1 日 

静岡市教育委員会 様 

                         静岡市立高等学校 

                         職名 ○○ 氏名 ○○○○ 印 

次のとおり教育公務員特例法第 17 条の規定により兼職（兼業）したいので、承認を申請します。 

職（事業名） ＰＴＡ学習支援事業 

場所 静岡市立高等学校 

勤務（兼業）の内容 土曜講座の講師、課外授業、模擬試験監督（本校ＰＴＡ） 

期間 平成 26 年 4 月 1 日から平成 27年 3月 31 日まで １年間 

報酬見込額等 約８万円 

 

兼職（兼業）内申書 

26 静市高第○○○号 

平成 26 年 4 月 1 日 

静岡市教育委員会 様 

静岡市立高等学校長       

  志 村 剛 和     印   

 

兼職（兼業）の承認申請がありましたので、次のとおり内申します。 

職員の職名、氏名 ○○○○ 

職員の職務への影響 特に支障なし 

その他 特記事項なし 

  

 

 

（２）兼職兼業による報酬について 

【現状】 

兼職（兼業）承認申請書を確認したところ、教育委員会へ届け出た申請書の

報酬見込額は一律 80,000 円（定時制の教員１名を除く）と記載されている。 

しかし、ＰＴＡから実際に受け取っている金額を見てみると、報酬見込額の

申請者 50 名のうち、80,000 円を超えている者は 42 名となっており、大半の教

員が申請額以上の報酬を受け取っていることが判明した。 

  



 

- 38 - 

 

 

兼職兼業の承認申請をした者 61 名 

うち報酬見込額を申請した者 50 名 

うち報酬が申請額を超過している者 42 名 

（注：未申請で報酬を受け取っている者は含めていない。） 
 

報酬の最も大きい教員で報酬額は 251,500 円、申請額は 80,000 円のため、超

過金額は 171,500 円となっており、超過者 42 名の超過金額を合計すると、超過

金額は 3,158,460 円に達している。 
 

このように、現状では、兼職兼業による報酬の申請をした教員のうち８割以

上が、教育委員会が承認した額を超えて報酬を受け取っている状況にある。つ

まり、職員の兼業への従事の実態は、教育委員会が承認した内容を超えるもの

となっていると言える。しかし、教育委員会の承認を超える兼業を行った職員

については、全員追加の承認手続が行われていなかった。 

 

【指摘事項】 

兼職兼業への従事は、公務員としての職務に支障がない範囲で承認されるも

のである。実際、学校長の内申では、職員としての職務遂行に影響があるかど

うかが、重要なポイントであり、「職員の職務への影響」を記載する欄が設けら

れている。報酬見込額は、その判断基準として、記載されているはずである。 

現状のように、教育委員会が承認した見込額を超える報酬を受けとる場合に

は、その都度、職務への影響の検討を行い、追加の承認を受ける必要があると

考える。また、申請書に報酬の見込額を記載するにあたっては、過去の実績や

当年度の計画等から合理的な金額を見積もり、大幅な乖離が生じないようにす

ることも必要である。 

 
 

（３）兼職（兼業）内申書の押印について 

【現状】 

先に示したとおり、兼職（兼業）申請書は、兼職（兼業）内申書と一体とな

った様式により、教育委員会へ提出されている。 

 このうち、兼職（兼業）申請書については、教職員名で教育委員会へ提出さ

れるものであり、教職員の押印がある。一方、兼職（兼業）内申書は、学校長

名で教育委員会へ提出されるものであるが、すべての内申書において、学校長

の押印がなかった。 
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【指摘事項】 

兼職（兼業）内申書には、すべて学校長が内容を確認したうえで、学校長印

を押印し、教育委員会へ提出する必要があると考える。 

 
 

３．多額の繰越残高を有する会計について 

【現状】 

静岡市立高校には、繰越残高が多額となっているＰＴＡ会計がある。平成 26

年度の残高が 100 万円以上のもの（積立金を含む）は、次のとおりである。 

 

 平成 25 年度残高 平成 26 年度残高 増減 

ＰＴＡ会費 5,547,404 円 6,851,625 円 ＋1,304,221 円 

教育振興費    

 進路指導費 3,173,067 円 2,513,430 円 －659,637 円 

 部活振興費 315,218 円 486,132 円 ＋170,914 円 

 図書費 683,443 円 588,606 円 －94,837 円 

計 4,171,728 円 3,588,168 円 －583,560 円 

修繕積立金 2,704,204 円 3,204,581 円 500,377 円 

田安門保存費積立金 1,800,400 円 2,300,651 円 500,251 円 

上記合計 14,223,736 円 15,946,025 円 ＋1,722,289 円 

（注）上記のうち、修繕積立金、田安門保存費積立金は、ＰＴＡ会費から振り替えが行

われ、積み立てられているものである。 

 

これらの会計を合わせると、平成 26 年度の残高は、15,946,025 円となってい

る。中でも、ＰＴＡ会費の残高は多額であり、平成 26 年度の残高は、前年度よ

り 23.5％増加し、6,851,625 円となっている。平成 26 年度のＰＴＡ会費の収支

状況は、次のとおりであった（前年度繰越金を含まない）。 

 

区分 
収入 

① 

支出 

② 

収支 

③＝①－② 

使用率 

②÷①×100 

ＰＴＡ会費 10,171,132 円 8,866,911 円 ＋1,304,221 円 87.1％ 

 

 また、上記の残高のうち、例えば、平成 26 年度の教育振興費を見ると、前期

からの繰越金が 4,171,728 円あり、そのうち、進路指導費の繰越は 3,173,067

円となっている。 
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進路指導費は、生徒の進路指導のために、保護者から進路指導費を徴収して

いるものであり、本来は、徴収した年度の生徒の進路指導に使用されるべきも

のである。しかし、進路指導費が多額に繰り越されている結果からすると、進

路指導費は、徴収した年度の生徒に対して使用されているのではなく、翌年度

以降の生徒のために使用される状態となっていることがわかる。 

なお、ＰＴＡが徴収する会費については、静岡市立高等学校ＰＴＡ会則第７

条で、次のとおり定められている。 
 

（会費） 

第７条 本会の活動に経常的に生じる費用に充てるため、会員は、総会におい

て別に定める額を支払うものとする。 
 

ここに規定されているとおり、ＰＴＡが徴収する会費は、「経常的に生じる費

用に充てるため」のものである。保護者（会員）から「経常的に生じる費用」

を徴収しているのであれば、その年度に預かった金額は、その年度内で支出を

行うというのが、本来のあり方と考えられる。 

 

【指摘事項①】 

本来、徴収した年度の生徒のために使用されるべきお金が、使用されること

なく、増え続けている状態というのは、望ましいことではない。多額の繰越が

積み上がってきているということは、これまで、その年度に必要とする金額以

上に、お金を徴収してきた可能性が高い。 

市立高校では、ＰＴＡ会費のように、残高が多額となってきているものがあ

るため、現状の会費の設定金額が妥当かどうか、過去の支出状況等を考慮のう

え、検証する必要があると考える。 

 

【指摘事項②】 

これらの残高は、保護者からの預かり金が、年数を経て蓄積してきたもので

ある。保護者から預かったものであるから、保護者へ返すという考えが、本来

あるべき考え方かもしれないが、過年度の繰越も多いため、当時の保護者へ返

金するというのは、現実問題としては非常に困難と考えられる。また、現在の

ＰＴＡが、過去の預かり金の処分方法を決定するというのは、本来あるべき姿

ではないとも思われる。 

しかし、このように多額の残高があると、本来であれば、公費で負担すべき

学校の経費であっても、保護者預かり金をあてにして、安易にここから支出し

てしまうということが、往々にして起こりやすくなると考えられる。 
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学校が必要以上に多額の残高を保有することは望ましくないため、多額とな

っている繰越残高の処分方法について、関係者間で話し合い、慎重に検討する

ことが必要と考える。また今後、実際に繰越残高を取り崩して支出を行った場

合には、その内容をＰＴＡ総会等で開示し、保護者への説明責任を果たすこと

も必要である。 

 

 

４．田安門保存費積立金について 

【現状】 

静岡市立高校の会計には、田安門保存費積立金というものがある。 

田安門は、静岡市立高校の敷地内にある旧正門であり、国の登録有形文化財

に指定されているものである。しかし、田安門は、静岡市の財産台帳に資産と

して登録されているものではなく、市の所有する財産ではない。所有者は不明

ということである。 

この田安門の保存に要する費用を積み立てているのが、田安門保存費積立金

である。この積立金の原資は、市立高校のＰＴＡ会費であり、平成 26 年度には、

ＰＴＡ会費から田安門保存費積立金へ500,000円の振替が行われている。また、

平成 27 年 3 月 31 日現在の積立金残高は 2,300,651 円となっている。 

田安門の修繕については、平成 21 年度に 3,069,027 円支出した実績がある。

この時は、静岡市立高校後援会が全額費用を負担し、公費の負担はない。現在

は、静岡市立高校後援会は解散して存在しないため、将来の修繕に備え、静岡

市立高校の保護者が、ＰＴＡ会費から保存に要する費用を積み立てている。 

 

【指摘事項】 

田安門は、市の財産台帳に記載されておらず、市有財産として認識されてい

るものではない。そのため、田安門の維持管理費用は、公費で負担しているの

ではなく、市立高校のＰＴＡだけが負担している状態である。 

田安門は、静岡市の設立した高校内に設置されているものであり、国の有形

文化財として登録されているものでもある。このような文化財は、市が積極的

に管理をすべきであり、保存費についても、市立高校のＰＴＡだけが負担する

のではなく、公費で負担することが望ましいと考える。 

市立高校の保護者から集めたお金は、文化財の保存費として使用するよりも、

生徒にとって有用な事業に使用し、生徒の教育に還元すべきと考える。 
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５．修繕積立金について 

【現状】 

静岡市立高校の会計には、修繕積立金がある。 

田安門保存費積立金と同様に、この積立金の原資は、ＰＴＡ会費である。平

成 26年度には、ＰＴＡ会費から修繕積立金へ 500,000 円の振替が行われており、

平成 27 年 3 月 31 日現在の積立金残高は 3,204,581 円となっている。 
 

学校教育法第５条では、「学校の設置者は、その設置する学校を管理し、法令

に特別の定のある場合を除いては、その学校の経費を負担する」と定めている。

また、小中学校の規定ではあるが、地方財政法施行令第 52 条第２項では、「市

町村が住民にその負担を転嫁してはならない経費」として、「市町村立の小学校

及び中学校の建物の維持及び修繕に要する経費」と定められている。 

これらの趣旨からすると、市立高校においても、学校施設の維持管理に伴う

修繕は、本来、公費ですべきと考えられる。 

そこで、この修繕積立金の用途等について確認したところ、この積立金は、

80 周年記念事業に使用される予定のものであると回答があった。 

 

【指摘事項】 

修繕積立金という名称を使用し、ＰＴＡ会費からその積立を行うことは、本

来、公費で負担すべきものを保護者が負担しているのではないか、という誤っ

た印象を与えかねない。 

この修繕積立金については、その名称を 80 周年記念事業積立金など、実態に

即した適切なものへと変更し、使途を限定することにより、公費で負担すべき

ものとの区分を明確にしておく必要があると考える。 

 
 

６．施設整備費について 

【現状】 

部活振興費の支出の中に、施設整備費として、以下のものがあった。 
 

内容 金額  

換気扇修繕工事 56,160 円  

音楽準備室入口スチールドア グレモンハンドル取替 19,440 円  

野球部室内練習場ガラス交換工事 31,320 円  

体育館昇降ブラインド部 パネル取付工事 129,600 円 ※ 



 

- 43 - 

 

（※）体育館昇降ブラインドは、部活動が行われる時間帯にのみ使用するものである。 
 

市立高校では、部活動でのみ使用するものはＰＴＡが負担、授業で使用する

ものは公費で負担という考え方により、これらの施設整備費をＰＴＡの負担と

し、部活振興費から支出している。 

 

【指摘事項】 

地方財政法第 27 条の 3 では、「都道府県は、当該都道府県立の高等学校の施

設の建設事業費について、住民に対し、直接であると間接であるとを問わず、

その負担を転嫁してはならない。」としており、都道府県立の高等学校の施設の

建設事業費は、公費負担とすることが定められている。また、前述のとおり、

地方財政法第 27 条の 4と同法施行令第 52 条では、「市町村立の小学校及び中学

校の建物の維持及び修繕に要する経費」は、公費負担とすることが定められて

いる。 

 これらは、市立の高等学校の公費負担を直接定めているものではないが、学

校教育法第５条では、「学校の設置者は、その設置する学校を管理し、法令に特

別の定のある場合を除いては、その学校の経費を負担する。」と定めている。 

これらの趣旨からすると、市立高校においても、建物・施設関連の支出、特

に上記の工事のように、修繕や取替といった支出については、原則として、公

費で負担することを検討する必要があると考える。 

 

 

７．トイレ清掃費について 

【現状】 

静岡市立高校では、トイレ清掃費の約８割が、ＰＴＡ会費から支出されてお

り、保護者負担となっている。平成 26 年度の支出状況は、次のとおりである。 

 

 公費負担 保護者負担 合計 

金額 216,000 円 734,400 円 950,400 円 

負担割合 22.7％ 77.3％ 100.0％ 

 

 どのような経緯で、このような負担関係になっているのかについては、不明

とのことであった。 
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【指摘事項】 

通常発生するトイレの清掃費用は、学校教育法第５条にいう「学校の経費」

に該当すると考えられる。静岡市立高校においても、原則として、公費で負担

することを検討すべきである。 

 

 

８．旅行命令がある場合の引率旅費について 

【現状】 

静岡市立高校では、部活動の大会等で教職員が生徒を引率する場合、その旅

費については、保護者が負担している。しかし、こうした引率の中には、学校

から教職員へ旅行命令が出ているものも多く見受けられた。 

 

【指摘事項】 

このように、部活動の大会等で教職員が生徒を引率する場合においては、学

校から教職員へ旅行命令が出たうえで、引率が行われることもある。この場合、

教職員による生徒の引率は、学校からの命令によるものであるから、学校側で

は、この業務を公務と認識しているはずである。しかし、それに伴う旅費は、

公費ではなく、保護者預かり金（教育振興費）から支払われており、公務に伴

う旅費を保護者が負担している、という状況となっている。 

公務として旅行命令がある場合の旅費は、本来、保護者が負担するものでは

なく、公費で負担すべきものと考える。 

 

 

９．公費支出の基準について 

【指摘事項】 

静岡市立高校では、公費負担と私費負担の基本的な考え方や、具体的な区分

等について、明確に定められたものはない。実務上は、静岡県教育委員会が作

成した「学校運営における公費支出の基準」を参考にしながら、処理をしてい

るとのことであった。 

先に説明したとおり、現在、保護者が負担している経費の中には、本来、公

費で負担すべきと考えられるものが含まれている。公費と私費の区分について

は、静岡市の基本的な考え方を明確にしたうえで、静岡市独自の基準を作成し、

それにもとづいて、適正に区分処理するという運営を実施すべきと考える。  
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10．ＰＴＡ会計の預金名義人について 

【現状】 

静岡市立高等学校ＰＴＡ事務局事務処理規程第 22 条第１項では、「預金の名

義人は、会長とする。」と定められている。しかし、現状では、ＰＴＡ会計の名

義人は、事務長となっている。 

 

【指摘事項】 

ＰＴＡ事務局事務処理規程にしたがい、預金の名義人をＰＴＡ会長とする必

要がある。 

 

 

11．領収書の連番管理について 

【現状】 

学校徴収金が口座から引き落とせなかった場合には、保護者が現金を学校に

直接持参して支払うことがある。その際に学校側では、現金の受領と引き換え

に、領収書を発行している。 

この領収書は、パソコンから打ち出したものを使用しているが、領収書には、

管理用の番号が記入されていない。 

 

【指摘事項】 

現状では、領収書の連番管理が出来ていない状況である。 

使用する領収書については、未使用分も含め、連番が付されたものに限定す

るなど、連番管理の仕組みを構築する必要がある。 

（なお、領収書の連番管理については、小中学校の「１（１）領収書の連番管

理について」を参照のこと） 

 

 

12．備品管理について 

【現状】 

備品台帳と現物の突合を実施したところ、台帳に記載のない備品が、以下の

とおり、数点発見された。 
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No. 品目 設置場所 台帳に記載のない理由 

1 絵画 「足摺岬」 本館 職員室前 取得年月日、取得価額等調査中のため。 

2 絵画 「春の日」 本館 職員室前 取得年月日、取得価額等調査中のため。 

3 壺 金剛塗乾漆花瓶「椿」 本館 職員室前 取得年月日、取得価額等調査中のため。 

4 彫刻 「美」 本館 職員室前 不明。 

5 電気孵卵器 生物準備室 不明。現在は使用していない 

6 秤 生物準備室 不明。現在は使用していない 

 

【指摘事項】 

備品管理上、台帳に記載のない備品が存在することは望ましくない。上記の

備品については、調査等が済み次第、台帳への記載を行う必要がある。 

また、同じような備品が他にもないかどうか、今一度調査する必要があると

考える。 
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Ⅱ．静岡市立清水桜が丘高等学校 

【概要】 

所在地 静岡市清水区桜が丘町 7番 15 号 

校長 眞木万平 

創立開校 平成 25 年 4 月 1 日 

学校の沿革  

平成 17 年 3 月 静岡県立高等学校第二次長期計画 策定（県） 

平成19年10月 静岡市高等学校基本計画 策定（市） 

平成19年10月 静岡県並びに静岡市、両教育委員会により、静岡市内の公立高

等学校の再編整備に関する協定書 締結 

静岡市内の公立高等学校の再編整備について共同で検討する委

員会設置 

平成 20 年 1 月 静岡市立清水商業高等学校と静岡県立庵原高等学校との再編整

備 公表 

平成 20 年 3 月 静岡市内の公立高等学校の共同具体構想 策定 

平成 20 年 4 月 静岡県並びに静岡市教育委員会により、静岡市内の新構想高等

学校の設置に関する協定書 締結 

清庵地区新構想高等学校（仮称）設置準備委員会 設置 

平成 22 年 3 月 清庵地区新構想高等学校（仮称）基本計画 策定 

平成 23 年 3 月 清庵地区新構想高等学校（仮称）開校準備委員会 設置 

平成 24 年 3 月 設置条例の一部改正、名称「静岡市立清水桜が丘高等学校」と

なる。 

平成 25 年 3 月 新校舎完成 

平成 25 年 4 月 静岡市立清水桜が丘高等学校 開校 
 

「静岡市立清水桜が丘高等学校ＰＴＡ会員に関する規則」第４条および別表

に定めるＰＴＡ会費の内訳は、以下のとおりである。 
 

経費区分 経費負担額 会費免除の

可否(第5項) 会員（保護者） 会員（教職員） 

入会金 2,000 円 徴収しない。 免除しない。 

ＰＴＡ会費 月額 600 円×年間 12 回 月額 60 円×年間 12回 免除できる。 

教育振興費 進路指導費 月額 550 円×年間 12 回 徴収しない。 免除できる。 

部活振興費 月額 1,800 円×年間 12回 

図書費 月額 50 円×年間 12回 
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保護者からの預り金は、以下の会計区分で管理されている。 
 

会計名 主な用途 

ＰＴＡ会計 ＰＴＡ活動にかかる支出全般 

教育振興費会計（部活振興費・

進路指導費・図書費で構成） 

部活振興費…各種競技会の旅費等、各種団体の登

録料、部活動に必要な器具等の購入 

進路指導費…大学見学バス代、補講・合宿従事者

の旅費等 

図書費…書籍購入等 

部活振興費特別会計 教育振興費会計中の部活振興費の年度内余剰若し

くは不足が生じた際に特別会計への繰入若しくは

繰り出しを行う。 

進路指導費特別会計 教育振興費会計中の進路指導費の年度内余剰若し

くは不足が生じた際に特別会計への繰入若しくは

繰り出しを行う。 

教育環境整備会計 旧庵原高校後援会会計より引継ぎ 

再編整備準備会計 平成 27年 3 月廃止 

生徒会会計 生徒会活動にて使用 

学年会計普通科 1年 学年固有の活動にて使用 

学年会計商業科 1年 同上 

学年会計普通科 2年 同上 

学年会計商業科 2年 同上 

学年会計普通科 3年 同上 

学年会計商業科 3年 同上 

積立金会計（修学旅行積立金） 修学旅行の旅費等に充てるための積立金 
 

これらのうち、各学年各科会計と積立金会計は、個別の生徒に直接関連づけ

られる支出に充てられており、生徒の卒業、退学、転入出の際に精算されるも

のである。 

また、預り金として管理されている上記の会計区分の他に、預り金から派生

し、学校で管理している会計として、次の２種類の会計がある。 
 

〇ＰＴＡ学習支援振興会会計 

〇全商簿記検定会計 
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このように、清水桜が丘高校では、多くの会計が存在している。会計に関す

る事項については、「静岡市立清水桜が丘高等学校ＰＴＡ会則」（以下、「ＰＴＡ

会則」という）、「静岡市立清水桜が丘高等学校ＰＴＡ事務局事務処理規程」（以

下、「事務処理規程」という）において、次のとおり定められている。 
 

〇静岡市立清水桜が丘高等学校ＰＴＡ会則  

第２章 目的及び事業 

（目的） 

第３条 本会は、生徒の健全な成長のために、保護者と教職員とが協力して、学

校、家庭及び地域における教育に関し理解を深め、その教育の振興に努め、さら

に、生徒の校外における生活の指導、学校及び地域における教育環境の改善、充

実を図るため会員相互の学習その他必要な活動を行うことを目的とする。 

（事業） 

第４条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（１）学校、家庭及び地域の教育振興に関する事業 

（２）教育環境の整備充実に関する事業 

（３）生徒会活動、部活動等の振興に関する事業 

（４）図書及び図書室の充実に関する事業 

（５）生徒の学力向上及び進路実現に関する事業 

（６）生徒の健康管理及び体力充実に関する事業 

（７）生徒、会員の親睦及び福利厚生に関する事業 

（８）会員の研修に関する事業 

（９）その他本会の目的を達成するために必要な事業 
 

第８章 会計 

（事業年度） 

第 34 条 本会の事業年度は、毎年 4月 1日に始まり翌年 3月 31 日に終わる。 

（事業計画及び収支予算） 

第 35 条 本会の事業計画書及び収支予算書については、毎事業年度の開始の日

の前日までに、会長が作成し、役員会の承認を受けなければならない。これを変

更する場合も同様とする。 

２ 前項の書類については、定時総会に提出し、その内容を報告するとともに、

事務所に当該事業年度が終了するまでの間備え置くものとする。 

（事業報告及び決算） 

第 36 条 本会の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、会長が次の

書類を作成し、監事の監査を受けた上で、役員会の承認を受けなければならない。 

（１）事業報告書 
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（２）収支決算書 

２ 前項の承認を受けた書類は、定時総会に提出し承認を受けなければならな

い。 

３ 第 1項の書類のほか、次の書類を事務所に 5年間備え置くとともに、会則及

び会員名簿を事務所に備え置くものとする。 

（１）監査報告 

（２）役員の名簿 

 

〇静岡市立清水桜が丘高等学校ＰＴＡ事務局事務処理規程 

（適用範囲） 

第７条 この規程は、本会の会計業務のすべてについて適用する。 

（会計の原則） 

第８条 本会の会計は、会則及びこの規程に定めるところによって処理しなけれ

ばならない。 

（会計区分） 

第９条 本会の会計は「一般会計」と「特別会計」とに区分して表示するものと

する。 

（会計年度） 

第 10 条 本会の会計年度は、会則第 34 条に定める事業年度に従い、毎年 4月 1

日から 3月 31 日とする。 
 

事務処理規程には、ＰＴＡ会計をどのように細分化するかについて、明確な

記載がなく、現行の会計単位は、ＰＴＡ会則第４条に規定されている事業ごと

に設定されているわけではない。 
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１．事務職員の職務専念義務について 

【概要】 

静岡市立高等学校「１．事務職員の職務専念義務について」の【概要】を参

照のこと。 

 

（１）職務専念義務の免除の承認について 

【現状】 

清水桜が丘高校では、ＰＴＡ会計の事務処理については、基本的には、ＰＴ

Ａ会費により事務職員を雇い、その職員が事務処理を行っている。しかし、そ

れだけではすべての業務処理ができないため、市の事務職員２名も事務処理を

行っている。 

前述したとおり、法令等では、市の事務職員が、職務専念義務の免除を受け

ようとするときは、教育委員会の承認を得なければならないと定められている。

ＰＴＡは、学校とは異なる任意団体であり、市の事務職員が、勤務時間内に他

の団体の会計事務を行う場合には、教育委員会の承認が必要である。 

しかし、事務職員がＰＴＡ会計の事務処理を行うことについて、教育委員会

へ職務専念義務免除願出書は提出されておらず、職務専念義務の免除について、

教育委員会の承認は得られていなかった。 

 

【指摘事項】 

教育委員会の承認が得られていない状態で、事務職員が勤務時間内にＰＴＡ

会計の事務処理を行うことは、法令等に違反するものである。法令等に準拠し

た手続が必要である。 

 

 

（２）職務専念義務の免除の要件について 

【現状】 

前述したとおり、静岡市職員の職務に専念する義務の特例に関する規則（人

事委員会規則第 19 号）第２条第４号では、「職務に専念する義務を免除される

場合」として、次のように定めている。 
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市行政の運営上その地位を兼ねることが特に必要と認められる団体の役員、

職員等の地位を兼ね、その事務又は事業を行う場合 

 

この規則を読むかぎり、市の職員が、勤務時間内にＰＴＡ会計の事務を行う

場合には、ＰＴＡの「役員、職員等の地位を兼ね」ることが前提になっている

と考えられる。しかし、ＰＴＡ会計の事務を行っている事務職員２名について

は、ＰＴＡの役員等の地位を兼ねていないため、この要件を充たしていないこ

とになる。 

 

【指摘事項】 

市の事務職員が、ＰＴＡの役員等を兼ねることなく、ＰＴＡ会計の事務を行

うことは、法令等に違反するものである。法令等に準拠した手続が必要である。 
 

 

２．教職員の兼職兼業について 

（１）兼職兼業による報酬について 

【概要】 

清水桜が丘高校では、ＰＴＡが主催する学習支援事業に従事する教員は、兼

職（兼業）承認申請書を作成し、学校長の内申を受けた後、これを教育委員会

に提出している。教育委員会では、申請と内申の内容を検討し、兼職（兼業）

の承認が行われている。 

（静岡市立高等学校「２．教職員の兼職兼業について」の【概要】参照。） 

兼業（兼職）承認申請書と兼職（兼業）内申書の様式は、次ページに示すと

おりである。 

 

【現状】 

ＰＴＡ学習支援事業の兼業承認申請書を確認したところ、承認を受けたすべ

ての職員の申請書において、報酬見込額等が 30,000 円と記載されていた。 

一方で、ＰＴＡ学習支援事業において、実際に支払われた報酬（ここでは、

平成 26 年 1 月～12 月の実績を使用）が 30,000 円を超える職員は 50 名中 18 名

であり、10 万円を超える報酬を受け取っている職員も 2 名いた。このような職

員の兼業への従事の実態は、教育委員会が承認した内容を超えるものである。

しかし、教育委員会の承認を超える兼業を行った職員については、全員追加の

承認手続が行われていなかった。  
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【指摘事項】 

兼職兼業への従事は、公務員としての職務に支障がない範囲で承認されるも

のである。実際、学校長の内申では、職員としての職務遂行に影響があるかど

うかが、重要なポイントであり、「職員の職務への影響」を記載する欄が設けら

れている。報酬見込額は、その判断基準として、記載されているはずである。 

現状のように、教育委員会が承認した見込額を超える報酬を受けとる場合に

は、その都度、職務への影響の検討を行い、追加の承認を受ける必要があると

考える。また、申請書に報酬の見込額を記載するにあたっては、過去の実績や

当年度の計画等から合理的な金額を見積もり、大幅な乖離が生じないようにす

ることも必要である。 

 

【兼職（兼業）承認申請書と兼職（兼業）内申書の様式】 

兼職（兼業）承認申請書 

平成 26 年 4 月 1 日 

静岡市教育委員会 様 

                      静岡市立清水桜が丘高等学校 

                      職名 ○○ 氏名 ○○○○ 印 

次のとおり教育公務員特例法第 17条の規定により兼職したいので承認を申請します。 

職（事業名） 静岡市立清水桜が丘高等学校ＰＴＡ学習支援事業 

場所 静岡市立清水桜が丘高等学校 

勤務（兼業）の内容 朝講習・土曜講習・勉強合宿（勤務時間外）の指導・模試監督等 

期間 平成 26 年 4 月 1 日から平成 27年 3月 31 日まで 一年間 

報酬見込額等 ○○○○円 

 

兼職（兼業）内申書 

26 静市清第○○○号 

平成 26 年 4 月 1 日 

静岡市教育委員会 様 

静岡市立清水桜が丘高等学校     

学校長  眞木 万平   印    

 

兼職の承認申請がありましたので、次のとおり内申します。 

職員の職名、氏名 ○○○○ 

職員の職務への影響 なし 

その他  
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３．ＰＴＡ会費等の保護者負担額の設定について 

【現状】 

ＰＴＡ会費、教育振興費中の進路指導費、部活振興費、図書費について、平

成 25 年度と 26 年度の収支の状況は、次のとおりとなっている（ただし、前年

度繰越金と特別会計との繰入・繰出は除く）。 
 

区分 年度 収入 

① 

支出 

② 

収支 

③＝①－② 

使用率 

②÷①×100 

ＰＴＡ会費 平成 25 年度 6,658,704 円 3,981,830 円 ＋2,676,874 円 59.8％ 

平成 26 年度 6,983,709 円 4,912,608 円 ＋2,071,101 円 70.3％ 

累計 13,642,413 円 8,894,438 円 ＋4,747,975 円 65.2％ 

進路指導費 平成 25 年度 5,323,067 円 2,512,931 円 ＋2,810,136 円 47.2％ 

平成 26 年度 5,479,916 円 2,169,588 円 ＋3,310,328 円 39.6％ 

累計 10,802,983 円 4,682,519 円 ＋6,120,464 円 43.3％ 

部活振興費 平成 25 年度 17,386,854 円 15,198,941 円 ＋2,187,913 円 87.4％ 

平成 26 年度 18,299,586 円 18,454,005 円 △154,419 円 100.8％ 

累計 35,686,440 円 33,652,946 円 ＋2,033,494 円 94.3％ 

図 書 費 平成 25 年度 482,886 円 500,988 円 △18,102 円 103.7％ 

平成 26 年度 497,817 円 497,817 円 － 円 100.0％ 

累計 980,703 円 998,805 円 △18,102 円 101.8％ 

 

これによると、ＰＴＡ会費と進路指導費は、単年度で見ると、大幅な収入超

過となっている。この２年間のＰＴＡ会費の平均使用率は 65.2％で、進路指導

費については 43.3％と、徴収した会費の半分以下の使用率に留まっている。 

平成 27 年度のＰＴＡ総会では、「静岡市立清水桜が丘高等学校ＰＴＡ会員に

関する規則」の一部改正が行われており、保護者の負担額が一部変更となって

いる。変更前と変更後の負担額は、次のとおりである。 
 

 変更前 変更後 

入会金 2,000 円   変更なし 

ＰＴＡ会費 月額   600 円   変更なし 

進路指導費 月額   550 円   月額  500 円 

部活振興費 月額 1,800 円   変更なし 

図書費 月額    50 円   月額  100 円 
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平成 26 年度と比べると、ＰＴＡ会費に変更はなく、進路指導費は月額 50 円

の減額となっている。しかし、進路指導費の減額については、平成 26 年度の収

入実績に平成 27 年度の単価改定を加味したところで、収入は 4,981,741 円

（5,479,916 円÷550 円×500 円）となる。平成 26 年度の支出額は 2,169,588 円

であるから、これでも差引 2,812,153 円の余剰となり、改定後の単価によって

も、大幅な収入超過であるといえる。 

なお、会費については、静岡市立清水桜が丘高等学校ＰＴＡ会則第７条で、

次のとおり定められている。 
 

（会費） 

第７条 本会の活動に経常的に生じる費用に充てるため、会員は、総会におい

て別に定める額を支払うものとする。 

 

【指摘事項】 

ここに規定されているとおり、ＰＴＡが徴収する会費は、「経常的に生じる費

用に充てるため」のものである。保護者（会員）から「経常的に生じる費用」

を徴収しているのであれば、その年度に預かった金額は、その年度内で支出を

行うというのが、本来のあり方と考えられる。徴収過多となっている現状を改

善するため、過去のＰＴＡ会計の支出状況等を検証し、その年度内の支出に充

てるだけの金額水準で、会費の設定を行うべきである。 
 

 

４．多額の繰越残高を有する会計について 

【現状】 

平成 25 年 4 月 1 日の清水桜が丘高校の開校時において、旧清水商業高校と旧

庵原高校の学校預り金残高の引継が行われている。両校で設定されていた預り

金会計から、清水桜が丘高校の預り金会計への引継状況は、次のとおりである。 
 

学校名 会計名 
清水桜が丘高校での 

会計名 
引継残高 

旧清水商業 ＰＴＡ会計 ＰＴＡ会計 284,150 円 

部活動振興費特別会計 部活動振興費特別会計 5,916,770 円 

旧庵原高校 ＰＴＡ会計 ＰＴＡ会計 7,968,229 円 

進路指導会計 進路指導特別会計 5,198,248 円 

後援会会計 教育環境整備会計 11,468,545 円 

引継時点の残高合計 30,835,942 円 
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ここからわかるように、清水桜が丘高校では、開校時点において、すでに 30,835

千円の残高があることになる。これは、平成 26 年度におけるＰＴＡ会費と教育

振興費（進路指導費、部活振興費、図書費）の収入を合計した額よりも、多い

水準である。 

引継残高のうち、部活動振興費特別会計は、各部活動で優秀な成績を収め、

全国大会などへの出場が多いと、一般会計への充当が行われ、残高が減少する

ことも考えられる。しかし、その他の会計については、「３．ＰＴＡ会費等の保

護者負担額の設定について」でも見たとおり、多額の徴収過剰が発生している

状況であり、残高が減少することは想定しにくい。 

 

【指摘事項】 

静岡市立高校のところでも触れたが、これらの残高は、保護者からの預かり

金が、年数を経て蓄積してきたものである。保護者から預かったものであるか

ら、保護者へ返すという考えが、本来あるべき考え方かもしれないが、過年度

の繰越も多いため、当時の保護者へ返金するというのは、現実問題としては非

常に困難と考えられる。また、現在のＰＴＡが、過去の預かり金の処分方法を

決定するというのは、本来あるべき姿ではないとも思われる。 

しかし、このように多額の残高があると、本来であれば、公費で負担すべき

学校の経費であっても、保護者預かり金をあてにして、安易にここから支出し

てしまうということが、往々にして起こりやすくなると考えられる。 

学校が必要以上に多額の残高を保有することは望ましくないため、多額とな

っている繰越残高の処分方法について、関係者間で話し合い、慎重に検討する

ことが必要と考える。また今後、実際に繰越残高を取り崩して支出を行った場

合には、その内容をＰＴＡ総会等で開示し、保護者への説明責任を果たすこと

も必要である。 

 
 

５．特別会計について 

（１）特別会計の必要性について 

【現状】 

特別会計について、事務処理規程第９条では、「本会の会計は「一般会計」と

「特別会計」とに区分して表示するもの」と定められており、清水桜が丘高校

では、特別会計を設置することがあらかじめ想定されている。これにより、教

育振興費会計のうち、進路指導費と部活振興費には、それぞれ「進路指導費特

別会計」と「部活振興費特別会計」とが設定されている。 
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これらの特別会計は、基本的には、通常の会計で生じた年度における不足金

の補填と余剰金の繰入を行うものとなっている。 

公会計の場合には、特別会計の設置について、地方自治法上、次のように規

定されている。 
 

（会計の区分） 

第 209 条 

１ 普通地方公共団体の会計は、一般会計および特別会計とする。 

２ 特別会計は、普通地方公共団体が特定の事業を行う場合その他特定の歳入

をもって特定の歳出に充て一般の歳入歳出と区分して経理する必要がある場

合において、条例でこれを設置することができる。 
 

このように、公会計においては、特別会計を設置することができるのは、「特

定の事業を行なう場合」、「特定の歳入をもつて特定の歳出に充て一般の歳入歳

出と区分して経理する必要がある場合」に限定されている。しかも、特別会計

を設置するには、条例を定めなければならず、設置要件は厳しいものとなって

いる。 

 

【指摘事項】 

学校預かり金は、公的な会計でないため、必ずしも公会計と同様の手続を行

う必要はないと考えられるが、公金に準じて管理されるべきものである。 

特別会計は、公会計と同様に、一般会計以外の会計単位で管理すべき特別な

必要性がある場合にのみ、例外的に設置するものとして、それ以外の場合には、

特別会計という特殊な会計単位は、利用すべきではないと考える。 

 

 

（２）多額の予備費の計上について 

【現状】 

平成 25 年度の部活振興費特別会計について、予算と決算の状況は、次のとお

りである。 
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〇収入           （単位：円） 

項目 予算額 決算額 増減額 摘要 

１ 拠出金 5,916,770 5,916,770 0 
清商高部活振興費特別会計

より繰入 

２ 繰入金 3,000 2,187,913 2,184,913 
教育振興費会計部活振興費

より繰入 

３ 雑収入 1,230 1,279 49 預金利息 

  計 5,921,000 8,105,962 2,184,962  
 

〇支出 

項目 予算額 決算額 増減額 摘要 

１ 拠出金 1,000,000 0 ‐1,000,000  

２ 予備費 4,921,000 603,540 ‐4,317,460 
部活振興特別事業(ワープロ

部競技会用機器購入) 

  計 5,921,000 603,540 ‐5,317,460  
 

平成 25 年度の部活動振興費特別会計において、予算上は、収入額合計と支出

計が同額となるように「予備費」が計上されている。その結果、4,921,000 円と

多額の予備費が予算化されている。 

予算の執行については、事務処理規程第 15 条に次の記載がある。 
 

（予算の執行） 

第 15 条 予算執行に係る証拠書類等の決裁は会長が行うものとする。ただし、次

の事項については事務局長が専決できるものとする。 

（１）収入に関すること 

（２）100 万円以下の支出及び役員会で議決されている事業費の支出に関すること 

（３）出張承認及び財産（物品に限る。）の取得又は処分に関すること 
 

このように、事務処理規程では、予算の執行について、100 万円以下の支出は

事務局長の専決となっている。また、ここでは、一般会計と特別会計の区別は

されていない。 

決算額からわかるように、平成 25 年度には、部活動振興費特別会計からワー

プロ部競技会用機器購入のために 603,540 円の支出が行われている。部活振興

特別事業という名目であるが、一般会計からの支出と何が違うのかは不明瞭で

ある。 
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【指摘事項】 

現状では、特別会計の使途について規定がないため、ＰＴＡの個別承認がな

い状態でも、一般会計と同様の支出を行うことが可能となっている。 

特別会計を設置する場合には、特別会計についての明確な規定を作成する必

要があるとともに、予算の作成時における多額の予備費の計上は、慎重に行う

べきである。 

 

 

６．ＰＴＡ会計 

（１）ＰＴＡ会計の預金名義人について 

【現状】 

事務処理規程第 22 条第１項では、「預金の名義人は、会長とする。」と定めら

れている。しかし、現状では、ＰＴＡ会計の名義人は、校長となっている。 
 

【指摘事項】 

事務処理規程にしたがい、預金の名義人をＰＴＡ会長とする必要がある。 

 
 

（２）公費と私費の負担区分について 

【現状】 

森林国営保険料 55,970 円が、ＰＴＡ会計から支払われている。これは、清水

桜が丘高校で管理している山林に係る保険料である。 

また、マラソン大会時の救護に伴う学校医謝礼金も、ＰＴＡ会計から支払わ

れている。マラソン大会は学校行事であり、ＰＴＡの実施事業ではない。これ

については、学校としては、マラソン大会に校医の待機は特に必要ないと考え

ているが、ＰＴＡの好意により、ＰＴＡから謝礼を支払ってもらい、待機して

いただいているとのことであった。 
 

【指摘事項】 

森林国営保険料については、過去からの経緯もあるとは思われるが、これら

の支出は、本来、公費から支出すべきものと考える。ＰＴＡの好意により、本

来、公費で支出すべきものをＰＴＡが負担しているような場合でも、ＰＴＡの

会員は毎年変わっているわけであるから、毎年ＰＴＡ総会において、その旨を

明記して、承認を得る必要があると考える。  
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（３）自動販売機設置の契約書について 

【現状】 

清水桜が丘高校では、校内に自動販売機が設置されている。設置されている

自動販売機は、ＰＴＡが学校から行政財産の使用許可を受けて、ベンダー会社

との間で自動販売機の設置に関する契約を締結しているものである。 

平成 26 年度における契約書を確認しようとしたところ、静岡市立清水桜が丘

高等学校名での契約は存在せず、旧静岡市立清水商業高等学校とベンダー会社

との間で、平成 21 年 4 月 1 日に締結された契約書しか存在しなかった。 

平成 21 年 4 月に締結された契約書では、自動販売機の設置場所等が記載され

ているが、校舎を新築したこともあり、平成 21 年度と平成 26 年度の自動販売

機設置場所は相違しているとのことである。 
 

【意見】 

本来であれば、学校が新設された時点で、適切な契約書を締結する必要があ

ったと考える。 

なお、平成 27 年度からは、市とベンダー会社との契約に変更されている。 
 

 

（４）自動販売機販売手数料の設定について 

【現状】 

平成 21 年 4 月 1 日締結の契約書では、販売手数料等の設定について、次のよ

うに定められている。 
 

（営業の方法） 

第７条 乙（ベンダー会社）が販売する品目、販売価格及び販売手数料につい

ては、甲（清水商業高校ＰＴＡ）と協議するものとし、甲は、乙の営業が円滑

に行えるように協力することとする。 
 

ＰＴＡ会計等の決算書によると、年度ごとの自動販売機手数料は、次のとお

りとなっている。 
 

年度 手数料金額 備考 

平成 23 年度 1,811,069 円 旧清水商業 

平成 24 年度 1,700,283 円 旧清水商業 

平成 25 年度 0 円 清水桜が丘 

平成 26 年度 0 円 清水桜が丘 
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これを見ると、清水桜が丘高校の開校後である平成 25 年度以降は、自動販売

機の販売手数料は、ＰＴＡ会計に計上されていないことがわかる。この点につ

いて、学校側へ問い合わせたところ、次の回答があった。 
 

自販機は行政財産の目的外使用で使用料が免除されており、そのような状況

下で収益を得ることは適当でないと考え、平成 25 年度から手数料を受け取ら

ないこととしました。よって収入 0円となったものです。また、この措置によ

る生徒への利益還元策として商品販売価格の値下げを行いました。 
 

経緯は次のとおりである。 

まずは、平成 25 年 2 月 7 日付けで、販売手数料をゼロとする代わりに販売価

格を引き下げる、という内容の見積書が、ベンダー会社から提出された。そし

て、同日付でＰＴＡ会計にて「自動販売機商品の販売価格および販売手数料に

ついて（伺い）」が起案され、同日付で決裁を受けた。しかし、決裁を受けた販

売価格や販売手数料について、ベンダー会社との間で、覚書等の文書は取り交

わしていないとのことであった。 

 

【指摘事項】 

自動販売機の設置において、販売価格や販売手数料の変更は、契約内容の重

要な変更である。契約内容の重要な変更を行う場合には、変更内容の覚書等を

作成しておく必要があると考える。 

 

 

７．ＰＴＡ学習支援振興会会計 

（１）ＰＴＡ学習支援事業の年間計画について 

【現状】 

ＰＴＡ学習支援事業について、「静岡市立清水桜が丘高等学校ＰＴＡ学習支援

事業に関する要綱」（以下、「要綱」という）には、次の記載がある。 

 

（事業） 

第３条 本校ＰＴＡ会長は、目的を達成するために、校外模擬試験、検定試験、

補講等について、年度当初、年間計画を作成し、校長に協力を依頼する。 
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この要綱に記載されているＰＴＡ会長の作成した年間計画の提示を求めたと

ころ、ＰＴＡ会長名では、年間計画は作成されていなかった。作成されている

のは、進路課が講師の教員向けに作成した事業計画文書と、生徒用に配布して

いる学校の年間行事予定表に講習の実施日が掲載されたものであった。 

 

【指摘事項】 

ＰＴＡ学習支援事業の年間計画については、要綱で定められているとおりに

は作成されていなかった。ただし、実際にＰＴＡ側でこの年間計画を作成した

としても、それが内容を伴ったものになるのかどうかは疑問なところもある。

要綱第３条については、実態に合った記載内容に見直す必要がある。 

 

 

（２）要綱の単価改訂の経緯について 

【現状】 

ＰＴＡ学習支援振興会会計から教師へ支払う報酬の単価は、要綱に定められ

ている。この要綱は、平成 25 年 4 月 1 日の清水桜が丘高校設立時から適用され

ているが、翌平成 26 年度には、報酬単価の改訂が行われている。改訂の内容は、

次のとおりである。 
 

 平成 25 年度 平成 26 年度 

模試・検定試験監督 10 分間 250 円 10 分間 200 円 

朝講習 10 分間 300 円 10 分間 100 円 

勉強合宿 10 分間 350 円 10 分間 100 円 

土曜講習 10 分間 350 円 10 分間 100 円 
 

単価改訂についての経緯を学校に確認したところ、次のような経緯であった。 
 

平成 25 年 9 月に副校長より、進路課に対して議論が提起された。その趣旨

は、部活動等の校外活動に従事した際の特殊勤務手当と比較してＰＴＡ学習支

援事業の単価が高く、部活動との均衡を図る意味で単価の見直しをしたらどう

かというものであった。また、部活動で朝練習の指導、監督にあたった際に手

当は全くでないのに対して朝講習では報酬が発生している。この面でも部活動

と学習支援事業とで差があることも問題提起された。 

これを受けて、進路課では課に属する教員の意見を集約し、部活と補習授業

では性格が異なることや市立高校と比較しても低いことから、10 分あたり 250

円を希望することを副校長に回答した。 
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しかし、特殊勤務手当の水準に近づけること、部活動と学習支援事業の待遇

の差を少なくすることを重視し、平成 25 年 10 月 29 日および平成 26 年 2 月

20 日の職員会議において議論した結果、講習に係る単価を 10 分 100 円と改訂

することが示され、平成 26 年度から実施することが了承された。 
 

この経緯からわかることは、単価の改訂は、教職員の議論のみで行われてお

り、ＰＴＡが不在であるということである。この点について、学校側に確認し

たところ、「単価改訂に関しては学校主導で行ったため、ＰＴＡの承認は受けて

おりません。」とのことであった。 

 

【指摘事項】 

ＰＴＡ学習支援事業については、前述のとおり、年間計画書をＰＴＡ側で作

成していない事実や、単価改訂にもＰＴＡが関与していない事実を考えると、

この事業が、ＰＴＡの積極的な意思により行われている事業かどうかは、疑わ

しいと言わざるをえない。 

今後は、事業の運営上、重要な事項に関する意思決定の際には、当然ＰＴＡ

を関与させる必要があるとともに、現状の事業のあり方についても、ＰＴＡと

ともに全体的に見直す必要があると考える。 

 

 

（３）要綱の改訂手続について 

【現状】 

上記の要綱の改訂について、監査人が提出を受けた要綱は、二重線による金

額訂正が手書きで行われていた。また、附則の「平成 25 年 4 月 1 日から適用す

る」と記載されている「25」の部分が、手書きの二重線で「26」に訂正されて

いた。ともに訂正箇所には、訂正印がない。 

 

【指摘事項】 

訂正印のない二重線による取り消しは、文書の変造、改ざんとみなされる恐

れがある。要綱の訂正を行う際に用いる方法として、適切な方法とはいえない

ので、今後は留意する必要がある。 
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（４）要綱の承認手続について 

【現状】 

「要綱」の附則には、次の記載がある。 
 

附則 

この要綱は、総会の承認を経た日から施行し、平成 25 年 4 月 1 日から適用する。 
 

過去のＰＴＡ総会資料には、この要綱が承認された議事が見当たらなかった

ため、学校側に確認したところ、次のとおり回答があった。 
 

ＰＴＡ主催の学習支援事業は統合前の旧両高校でも実施しており、ＰＴＡの

統合準備協議のなかでも桜が丘高校でも実施することで合意しておりました

（ただし、口頭による合意）。しかしながら、要綱等の整備がＰＴＡ総会まで

に整わず、結果として現在も未承認の状態になっております。 
 

【指摘事項】 

ＰＴＡ学習支援事業は、ＰＴＡが主催する事業であり、また、要綱上も総会

の承認を得ることになっている。要綱が、ＰＴＡの未承認のままとなっている

状況は不適切である。速やかにＰＴＡ総会における承認を得る必要がある。 
 

 

８．旅行命令がある場合の引率旅費について 

【現状】 

清水桜が丘高校では、部活動の大会等で教職員が生徒を引率する場合、その

旅費については、保護者が負担している。しかし、こうした引率の中には、学

校から教職員へ旅行命令が出ているものも多く見受けられた。 
 

【指摘事項】 

このように、部活動の大会等で教職員が生徒を引率する場合においては、学

校から教職員へ旅行命令が出たうえで、引率が行われることもある。この場合、

教職員による生徒の引率は、学校からの命令によるものであるから、学校側で

は、この業務を公務と認識しているはずである。しかし、それに伴う旅費は、

公費ではなく、保護者預かり金（教育振興費）から支払われており、公務に伴

う旅費を保護者が負担している、という状況となっている。 

公務として旅行命令がある場合の旅費は、本来、保護者が負担するものでは

なく、公費で負担すべきものと考える。  
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９．公費支出の基準について 

【指摘事項】 

清水桜が丘高校では、公費負担と私費負担の基本的な考え方や、具体的な区

分等について、明確に定められたものはない。実務上は、静岡県教育委員会が

作成した「学校運営における公費支出の基準」を参考にしながら、処理をして

いるとのことであった。 

先に説明したとおり、現在、保護者が負担している経費の中には、本来、公

費で負担すべきと考えられるものが含まれている。公費と私費の区分について

は、静岡市の基本的な考え方を明確にしたうえで、静岡市独自の基準を作成し、

それにもとづいて、適正に区分処理するという運営を実施すべきと考える。 

 

 

10．収支予算書の作成時期について 

【現状】 

【概要】に記載したとおり、ＰＴＡ会則第 35 条では、「事業計画書及び収支

予算書については、毎事業年度の開始の日の前日までに、会長が作成し、役員

会の承認を受けなければならない」となっている。しかし、前年度の収支の処

理が完了していない段階で、次年度の収支予算書を作成することは、現実的に

は困難であり、実務上は、ＰＴＡ会則どおりに事務は行われていない、とのこ

とであった。 

 

【指摘事項】 

このように、ＰＴＡ会則と実務の実態とが乖離している状況となっているが、

本来であれば、ＰＴＡ会則通りに収支予算書を作成すべきである。前年度の収

支が決まっていない段階で、収支予算書を作成するのは、実務的には困難であ

るというのであれば、ＰＴＡ会則の見直しを行う必要があると考える。 

 

 

11．ＰＴＡ総会における決算報告の網羅性について 

【現状】 

ＰＴＡ会計においては、高校設立時の平成 25 年度から、10 周年記念事業に向

けて、年間 10 万円の積立を行っている。しかし、ＰＴＡ総会の資料には、積み

立てられた金額についての報告が記載されていない。  
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【指摘事項】 

総会資料において、現時点での残高を明示するとともに、監事による監査報

告も記載するべきである。 

 

 

12．緊急時保存食の購入時期（学年会計 1年生）について 

【現状】 

清水桜が丘高校では、学年費から緊急時保存食を購入している。緊急時保存

食は、各科ともに１年時に購入を行い、使用がなければ、卒業時に各生徒に支

給しているとのことである。 

平成 26 年度において、この緊急時保存食は９月に購入されていた。 
 

【指摘事項】 

緊急時のための保存食という趣旨を考えると、入学後間もなく購入するのが

適切であると考えられる。今後は、適切な時期に購入する必要がある。 

 

 

13．監督・採点手当金額の根拠の明確化（全商簿記検定会計）について 

【現状】 

この会計では、受験者が負担する全商簿記検定受験料のうち、試験場校経費

が収入として充てられており、その中から、監督・採点手当、事務手当、郵送

料・振込手数料などの雑費が支出されている。 

平成 26 年度では、全商簿記検定が２回実施されている。この２回の監督・採

点手当と事務手当は、次のとおりであった。 
 

 受験者数 監督・採点手当 事務手当 

第 78 回簿記実務検定試験 131 人 10,315 円  4,849 円 

第 79 回簿記実務検定試験 335 人 10,315 円 10,316 円 
 

これらの手当について、算定の根拠となる要綱等の有無を確認したところ、

特に作成していないとのことであった。また、事務手当については、受験者数

等から事前事後の業務処理時間を勘案して、その都度決定しているとのことで

ある。 
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【指摘事項】 

先に見たＰＴＡ学習支援事業では、要綱を定め、その中で手当の支給を行っ

ている。全商簿記検定会計においても、同様の基準を作成する必要があると考

える。 

 
 

14．部活振興費旅費規定と支給基準の整備（部活振興費会計）について 

【現状】 

部活振興費からは、各種競技大会に参加した際の旅費が支給されており、そ

の支給額は、「部活振興費旅費規定」と「部活振興費支給基準（部活顧問及び引

率教員等）」で定められている。監査人が提出を受けたこれらの規定等の最終更

新日は、次のとおりとなっていた。 
 

部活振興費旅費規定 平成 19 年 9 月 20 日 

部活振興費旅費支給基準（部活顧問及び引率教員等） 平成 21 年 3 月 31 日 

 

【指摘事項】 

上記の規定等は、旧清水商業高校の規定を引き続き使用しているものである。

清水桜が丘高校は、平成 25 年 4 月 1 日に新設した学校であるため、清水桜が丘

高校としての規定等を整備する必要がある。 

 
 

15．領収書の連番管理について 

【現状】 

学校徴収金が口座から引き落とせなかった場合には、保護者が現金を学校に

直接持参して支払うことがある。その際に学校側では、現金の受領と引き換え

に、領収書を発行している。 

この領収書は、パソコンから打ち出したものを使用しているが、領収書には、

管理用の番号が記入されていない。 

 

【指摘事項】 

現状では、領収書の連番管理が出来ていない状況である。 

使用する領収書については、未使用分も含め、連番が付されたものに限定す

るなど、連番管理の仕組みを構築する必要がある。 
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（なお、領収書の連番管理については、小中学校の「１（１）領収書の連番管

理について」を参照のこと） 

 

 

16．分収林事業について 

（１）土地貸借契約書の契約者名について 

【現状】 

清水桜が丘高校では、水源涵養と植林学実地学習（以下、「分収林事業」とい

う）を目的として、静岡市両河内財産区より、次の土地を貸借している。 
 

所在地 静岡市清水区中河内字堀木葉 3479 番 2 の一部 

地目 山林 

地積 136,390 ㎡の内 49,587 ㎡ 
 

この契約の契約期間は、平成 15 年 4 月 1 日から平成 35 年 3 月 31 日までの 20

年間であり、賃借料は無償となっている。また、契約者は次のとおりである。 
 

貸主 

静岡市両河内財産区管理者 

静岡市長職務執行者 

宮城島 弘正 

借主 
静岡市立清水商業高等学校 

校長 藤原有恒 
 

この契約では、契約者が「静岡市立清水商業高等学校 校長」となっている

が、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第 22 条には、次のとおり定

められている。 

 

〇地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

（長の職務権限） 

第 22 条 地方公共団体の長は、大綱の策定に関する事務のほか、次に掲げる

教育に関する事務を管理し、及び執行する。 

一 大学に関すること。 

二 幼保連携形認定こども園に関すること。 

三 私立学校に関すること。 

四 教育財産を取得し、及び処分すること。 

五 教育委員会の所管に関する事項に関する契約を結ぶこと。 
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六 前号に掲げるもののほか、教育委員会の所掌に係る事項に関する予算を執

行すること。 

 

【指摘事項】 

この土地の貸借契約は、上記法律第５号にある「教育委員会の所管に関する

事項に関する契約を結ぶこと」に該当するため、本来は、学校長ではなく、地

方公共団体の長、つまり、市長（市長代理者を含む）名で契約すべきものであ

る。 

 
 

（２）分収林事業の今後の方向性について 

【現状】 

前述のとおり、清水桜が丘高等学校では、分収林事業を目的として、静岡市

両河内財産区より、土地を貸借している。 

分収林事業について、現在の取り組み状況を確認したところ、「現在は、分収

林事業として適正な下刈りや枝打ち等の維持管理は行っておりません」との回

答があった。 

この土地の賃借料は無償であるため、賃借のための経費負担は発生していな

いが、ＰＴＡ名義で保険料の支払いが行われているため、保護者負担が発生し

ている状況である。 
 

【指摘事項】 

以前は、教育の一環として分収林事業を行っていたが、現在は、まったく行

っていない状況となっている。分収林事業については、賃貸借契約の解約を含

めた事業全体の見直しを行う必要があると考える。 
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Ⅲ．小中学校 

１．学校預かり金の着服対策について 

【概要】 

静岡市は、2015 年 10 月 30 日、非常勤職員による学校預かり金の着服があっ

たことを公表した。事件の概要については、同日付の静岡新聞で、次のとおり

報道されている。 

 

「学校預かり金」着服 静岡市立中職員、約 300 万 
 

静岡市教委は 30 日、静岡市清水区の市立中で 50 代の非常勤の女性事務職員

が 2013～14 年度に、学年費や積立金として保護者から集める「学校預かり金」

298 万 3965 円を着服していたと発表した。女性職員は事実関係を認め、今月９

日までに全額を返還した。 

市教委は 30 日付で女性職員を懲戒解雇としたが、刑事告発は見送る方針。 

市教委によると、通常、預かり金は保護者が口座振替で学校に納めるが、女

性職員は未納分を保護者から現金で集め入金する仕事を担当していた。集金し

た一部を着服し、入金前の決裁書類で着服分を除いた金額を報告していた。保

護者に発行した領収書の控えを破棄したほか、着服分の督促状は送付しないよ

うにしていたという。 

８月末に女性職員の夫から校長が相談を受けて発覚した。女性職員は「遊興

費や家計に使った」と話しているという。女性は今月 20 日に清水署に出頭し、

任意捜査を受けている。学校は被害届の提出を検討しているという。 

髙木雅宏教育長は「決して許されない行為。生徒・保護者、市民の皆様に深

くおわびする。各校に現金の適正な取り扱いを徹底させ、信頼失墜行為の根絶

を図る」と謝罪コメントを出した。 

 

この記事に記載のとおり、学校預かり金の着服は、事務職員が「保護者に発

行した領収書の控えを破棄したほか、着服分の督促状は送付しないようにして

いた」ことにより、行われていたものである。 

この着服は長期にわたり繰り返し行われ、着服金額も約 300 万円と多額とな

っていたわけであるが、学校側では、本人からの申し出があるまで、この事実

に誰も気がつかなかったというところが、学校の財務管理上の問題点である。 

この件について、監査人が所管課から説明を受けたところ、学校預かり金の

管理体制には、次の問題があると考えられる。 
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（１）領収書の連番管理 

（２）督促状の発送管理 

（３）未納金の管理簿作成 
 

以下では、この３点について、具体的な内容を説明していく。 

 

（１）領収書の連番管理について 

【現状】 

「静岡市立小・中学校等準公金取扱基準」（平成 24 年 3 月 30 日 教育長通知）

では、学校預かり金を「現金により収納する場合は、必ず領収書を発行し、領

収書の控えを保存する」ことを定めている。また、同基準では、領収書に連番

を付すことについても定めている。一般に、領収書の控えが保存され、適切な

連番管理が行われていれば、領収書の控えがないことに誰も気づかないという

ことは、通常はないはずである。 

しかし、着服のあった学校では、預かり金を着服し、その領収書の控えを廃

棄するという行為が、長期にわたり繰り返し行われていたにもかかわらず、学

校側では、本人からの申し出があるまで、誰もこの事実に気がつかなかったと

いうわけである。このことから、領収書控えの管理が適切に行われてはいなか

ったということがわかる。 
 

また、監査人が、往査先の小中学校でヒアリングしたところ、領収書はパソ

コンから打ち出したものを使用しており、システム上、領収書は督促状と連動

しているため、督促番号と同じ番号が入るようになっているということであっ

た。この方法では、あらかじめ連番が付された領収書を使用しているわけでは

なく、使用済みの領収書が必ずしも連番とはなるわけではない。つまり、領収

書の連番管理を行う仕組みがそもそも出来ていないということになる。 

したがって、領収書の控えが廃棄されていたとしても、誰もその事実に気が

つかないということが起きるわけである。 
 

このような状況では、未使用の領収書についても、連番管理が出来ないため、

連番管理の対象となっていない領収書を発行することも可能な状況にあり、絶

えず不正の機会が存在していることになる。しかも、領収書の連番管理を行う

仕組みが出来ていないのは、着服のあった学校だけではなく、すべての小中学

校に共通する状況である。つまり、現状の管理体制では、すべての小中学校で

着服が可能な状態となっていると言える。 
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【指摘事項】 

静岡市立のすべての小中学校において、領収書の連番管理が出来る仕組みを

構築する必要がある。 

まずは、教育委員会事務局が各学校で使用する領収書の番号（連番）をあら

かじめ確定しておき、それ以外の領収書の使用は禁止することで、使用可能な

領収書とその番号を限定しておく必要がある。その際には、市販の領収書を使

用することも有効な方法と考えられる。市販の領収書は、当初から連番が付さ

れ、複写式で控えを切り離せないものとなっているからである。ただし、その

場合でも、事務員の一存で領収書を購入し、それを自由に使用できる状態を防

ぐため、教育委員会事務局で番号（連番）をあらかじめ登録し、その領収書を

学校に配布するといった仕組みのほうが、着服防止の観点からは望ましい方法

である。 

そのうえで、各学校では、使用済（書き損じを含む）の領収書控えと未使用

の領収書を合わせると、すべて連番でそろっていること、廃棄等により抜けて

いる番号がないことを管理者が確認する必要がある。このようにして、教育委

員会事務局が承認した番号の領収書について、網羅性を日常的に管理する仕組

みを構築することが必要である。 

 

 

（２）督促状の発送管理について 

【現状】 

着服のあった学校では、着服の対象となった生徒の保護者へは、事務員が督

促状の発送を行わないようにしていたことが判明している。 

通常は、すでに支払済であるお金に対して、保護者のもとへ督促通知が届け

ば、保護者のほうから、すでに支払っているというクレームが、学校側へ届く

はずである。つまり、保護者からのクレームによって、支払済のものが未納と

して扱われているという事実に気がつくことになる。 

しかし、着服した事務員は、保護者からのクレームにより、着服の事実が発

覚するのを避けるため、そのような生徒の保護者へは、督促状を発送しないよ

う操作をしていたということである。 

未納金の管理簿が存在せず（これについては次の（３）で説明する。）、督促

状の対象となる未納者全員を正確に把握できていない状況下において、事務員

１人で督促状の作成・発送を行っていたことから、このような操作が容易に行

われていたと考えられる。 
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【指摘事項】 

繰り返しになるが、保護者にとって支払済のものが、学校側で未納として処

理されている場合には、保護者へ督促状を発送することにより、保護者のほう

から、すでに支払済みである旨を教えてくれることになる。その際には、念の

ため、保護者に発行した領収書を見せてもらえば、領収書の管理番号により、

控えとの整合性を確認することも出来る。 

未納金の管理において、督促状の発送には、このような統制機能の側面があ

る。したがって、督促状は未納者全員に漏れなく発送されなければならない。 

督促状の作成が事務員によって行われるにしても、まずは、管理者（校長ま

たは教頭など）が、（３）で説明する未納金の管理簿にもとづき、督促状が未納

者全員に対し漏れなく作成されていることを確認する必要がある。そして、管

理者自ら、督促状を投函したり、担任に手渡したりすることにより、漏れなく

保護者のもとへ届けられるようにすることが必要である。 

 

 

（３）未納金の管理簿作成について 

【現状】 

「静岡市小中学校 学校預かり金の手引」（平成 25 年 3 月 静岡市学校（園）

事務改善協議会）では、督促記録簿の様式が定められている。監査人が往査し

た学校では、これに基づいて、学校預かり金の未納者について、督促記録簿が

作成されていた。 

しかし、この督促記録簿は、児童・生徒個人別の督促を実施したという事実

の履歴が記載されているだけであり、未納金の発生額、入金額、未納残高が記

載されているものではない。大半の小中学校では、ある特定の時点における未

納者全員のリスト、個別の未納金額が把握できる管理簿を作成してはいない（た

だし、監査人が往査した中学校の中には、未納金の管理簿を独自で作成してい

た学校もあった。）。 

前述のとおり、着服のあった学校では、着服の対象となった生徒の保護者へ

は、督促状の発送を行わないように操作していた。しかし、その時点での未納

者を網羅的に正しく把握できる管理資料がなかったため、一部の未納者に督促

通知を発送していなかったとしても、誰もこうした操作に気がつくことがなか

ったと考えられる。 
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【指摘事項】 

静岡市立のすべての小中学校において、未納金の管理簿を作成する必要があ

る。まずは、未納が発生した時点で、未納者全員のリスト、個別の未納金額の

情報をすべて管理簿に記載しておき、入金があった場合には、領収書の控えか

ら、管理簿にその事実を記載する。このようにして、未納金の管理簿を見れば、

いつの時点でも、その時点の未納者と未納金額が正しく把握できるという状態

にしておく必要がある。 

未納残高がある場合には、この管理簿が、督促状の発送リストにもなり、（２）

で述べたように、校長または教頭が、督促状の発送管理に使用することも可能

となる。 

また、このような管理をしておけば、万が一、着服により領収書の控えがな

くなっていたとしても、入金の事実が管理簿に記載されないことになる。未納

扱いの保護者には、督促状が送られることになるが、保護者からすると、支払

をしたにもかかわらず、督促状が届くことになる。この場合は、前述のとおり、

保護者のほうから支払済である事実を学校側へ伝えることになるため、結果と

して、不正等の事実に気がつくという効果も得られるはずである。 

 

 

 以上、（１）～（３）の関係について、図示すると、次のとおりである。 

 

   

 
(3)未納金の管理簿 

 
  

 

   
領収書（控）との整合性 

 
督促状の発送漏れ防止 

   
   
   

(1)領収書の連番管理  

督促による入金 

(2)督促状の発送管理 
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２．教職員の兼職兼業について 

【概要】 

 前述のとおり、地方公務員には、職員の職務に専念する義務（地方公務員法

第 35 条）があるが、教職員の場合には、教育公務員特例法に次の規定がある。 
 

〇教育公務員特例法 

（兼職及び他の事業等の従事） 

第 17 条 教育公務員は、教育に関する他の職を兼ね、又は教育に関する他の

事業若しくは事務に従事することが本務の遂行に支障がないと任命権者（地方

教育行政の組織及び運営に関する法律第三十七条第一項 に規定する県費負担

教職員については、市町村（特別区を含む。以下同じ。）の教育委員会。第二

十三条第二項及び第二十四条第二項において同じ。）において認める場合には、

給与を受け、又は受けないで、その職を兼ね、又はその事業若しくは事務に従

事することができる。 
 

 また、これを受け、静岡市立小・中学校処務規程では、次のとおり定めてい

る。 
 

〇静岡市立小・中学校処務規程 

（兼職及び他の事業等の従事） 

第 39 条 県費負担教職員が、教特法第 17 条第 1項の規定により、教育に関す

る他の職を兼ね、又は教育に関する他の事業等に従事しようとするときは、兼

職(兼業)承認申請書(様式第 55 号)により教育委員会の承認を受けなければな

らない。 

 
 

（１）教育委員会の承認について 

【現状】 

今回の監査で往査した学校の中には、教頭がＰＴＡの会計事務を行っている

という学校があった。ＰＴＡは学校とは異なる団体であるため、【概要】に記載

したとおり、教育公務員特例法の規定により、教頭がＰＴＡの職を兼ね、ＰＴ

Ａの会計事務を行う場合には、教育委員会の承認が必要である。 

しかし、教職員課に確認したところ、「兼職（兼業）承認申請書」の提出はな

く、教育委員会の承認は得られていなかった。 
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【指摘事項】 

 教育委員会の承認がない状態で、教職員がＰＴＡの会計事務を行うことは、

法令等に違反するものである。このような場合には、あらかじめ「兼職（兼業）

承認申請書」を提出し、教育委員会の承認を得ておく必要がある。 

 また、教職員課によると、静岡市立の小中学校で「兼職（兼業）承認申請書」

が提出されている学校はないとのことである。他の学校においても、同様のこ

とが起きている可能性があると考えられるため、全校的に「兼職（兼業）承認

申請書」の提出もれがないか調査を行い、適正な手続を実施する必要がある。 

 
 

（２）教員がＰＴＡの会計事務を行うことについて 

【現状】 

 ＰＴＡ会計の事務については、教員ではなく、ＰＴＡが行っている学校もあ

った。これは、ＰＴＡの責任者は、あくまでもＰＴＡ会長であり、通帳や印鑑

を学校に管理させるのではなく、これらの管理や会計事務もＰＴＡが行うべき

だという考え方によるものである。 

教員の長時間労働が社会問題とされている中、この学校では、教頭がＰＴＡ

の会計事務を行っていることから、兼務の状況等についてヒアリングしてみた

ところ、こうした事務が、教頭の負担になっていることがわかった。 

 

【指摘事項】 

教員が、教育活動に専念する時間を犠牲にして、ＰＴＡの会計事務を行うこ

とにより、本来望ましいものではない。そもそも、教員の兼職兼業は、本来の

業務である教育活動の遂行に支障がない場合にのみ、認められるものである。 

教員が兼職兼業を行う場合には、申請書の提出以前の問題として、教員本来

の業務に支障はないと確実に言えるのかどうかについて、改めて検討する必要

がある。また、保護者が会計事務を行うことはできないのか、事務職員等が事

務を行う余地はないのかなど、代替的な方法についても、検討する必要がある

と考える。 
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３．補助教材の選定について 

【現状】 

 補助教材の選定について、静岡市のホームページでは、以下の方針を示して

いる。 
 

 各小中学校における補助教材の選択及び決定について、公平かつ適切な決定

がなされるよう、次のとおり実施しています。 
 

１ 前年度中に、使用した補助教材の効果や課題を明確にして、次年度の補助

教材選択の基準を全職員で共通理解する。 

２ 年度当初、補助教材の役割を十分に考慮し、学年部会、教科部会、補助教

材選択部会等で適切に選択をする。 

３ 保護者の協力、理解を得るために、教材の紹介を行う。 

４ 決定した補助教材については、「静岡市立小中学校管理規則」に則って、

教育委員会に「補助教材使用届出書」を市教育委員会へ提出する。 

 

 今回、現地調査を行った８校中６校では、授業で使用する、教科書以外の補

助教材について、選定を行った過程を文書として残していなかった。 
 

【指摘事項】 

例えば、市の方針１では、「前年度中に、使用した補助教材の効果や課題を明

確にして、次年度の補助教材選択の基準を全職員で共通理解する」とある。確

かに、補助教材の選定にあたり、前年度に使用した「補助教材の効果や課題を

明確に」することは、非常に重要と考えられる。しかし、保護者への説明や次

年度への引き継ぎ等で、これらの詳細を確認したい場合に、文書化されていな

ければ、担当者の記憶に頼るほかないことになる。また、補助教材の選定過程

が、文書化されていなければ、各学校が、市の方針通りに選定を行っているか

どうかを事後的に検証できないという問題もある。 

現地調査した学校でのヒアリングでは、年度始めは多忙のため、作成に時間

や手間をかけられないとの回答が多かった。しかし、８校中２校はすでに文書

化を行っているわけであり、多忙は理由にならないと考えられる。事前にフォ

ームを作っておいて、埋めるだけにしておけば、それほど時間と手間はかから

ないはずである。 

補助教材は、保護者からの預かり金を使用して購入するものである。保護者

への説明責任の観点からも、補助教材の選定過程については、文書化しておく

必要があると考える。  
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４．公費負担と私費負担の区分について 

【概要】 

 「静岡市立小中学校 学校預かり金の手引」では、公費負担と私費負担の区

分について、次のとおり、考え方が示されている。 
 

２ 公費負担・私費負担の区分 

教育活動は、「公費（市費）」で賄われている部分と「私費（学校預かり金）」

で賄われている部分がある。「公費」と「私費」の区分を明確にして、会計処

理を行う必要がある。 
 

（１）公費負担（市費） 

教育活動に必要な教材・教具等で市教委が負担する経費 

① 建物の維持及び修繕に要する経費 

② 職員が分掌上の仕事に使用するもの 

③ 学校全体で使用するもの及び備え付けのもの 

④ 学年・学級で使用するもの 
 

（２）私費負担（学校預かり金） 

教育活動において、個人が負担する経費 

① 児童・生徒個人の所有物として家庭・学校のいずれにおいても使用でき

るもの 

② 学年または学級全員もしくは特定の集団全員が個人用の教材・教具とし

て使用するもの 

③ 教育活動の結果として、その教材・教具そのもの、または、それから生

ずる利益が児童・生徒個人に還元されるもの 
 

 特に上記（１）①については、地方財政法第 27 条の４、同法施行令第 52 条

において、次のとおり定められており、法律上も公費負担であることが明確化

されている。 
 

〇地方財政法 

（市町村が住民にその負担を転嫁してはならない経費）  

第二十七条の四  市町村は、法令の規定に基づき当該市町村の負担に属する

ものとされている経費で政令で定めるものについて、住民に対し、直接である

と間接であるとを問わず、その負担を転嫁してはならない。 
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〇地方財政法施行令 

（市町村が住民にその負担を転嫁してはならない経費）  

第五十二条  法第二十七条の四 に規定する経費で政令で定めるものは、次に

掲げるものとする。  

一  市町村の職員の給与に要する経費  

二  市町村立の小学校及び中学校の建物の維持及び修繕に要する経費 
 

【現状】 

以下の支出は、現地調査を実施した小中学校において、保護者負担となって

いたが、本来は、公費で負担するのが適当と考えられる例である。 

 

（１）トイレ床パネル代について 

【指摘事項】 

 平成 25 年度「生徒活動費」から、トイレ床のパネル代金として、70,875 円の

支出があった。 

 これは、地方財政法および同法施行令で公費負担としている「建物の維持及

び修繕に要する経費」に該当するものである。公費で負担する必要がある。 

 

 

（２）ダニ駆除、ゴキブリ駆除費用について 

【指摘事項】 

 「生徒活動費」から、ダニ駆除、ゴキブリ駆除の費用として、151,200 円の支

出があった。 

 先に示した「静岡市立小中学校 学校預かり金の手引」で私費負担としてい

る各項目は、児童・生徒の各個人に帰属する支出、いわゆる受益者負担という

性質を持つ点で共通している。ここでの支出が、そのような性質を持たないこ

とは明らかである。このような支出は、公費で負担するのが適当である。 

 

 

（３）防球ネット修繕費用について 

【指摘事項】 

 「部活動費」から、グラウンドの防球ネット修繕の費用として、187,920 円の

支出があった。 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%81%5a%8b%e3&REF_NAME=%96%40%91%e6%93%f1%8f%5c%8e%b5%8f%f0%82%cc%8e%6c&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002700400000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002700400000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000002700400000000000000000000000000
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 しかし、この支出も、生徒個人が個別に利用できるものではなく、支出から

生じる利益が各個人に帰属するというものでもない。 

防球ネットは、厳密には、「建物」ではなく「設備」であるが、地方財政法お

よび同法施行令で公費負担としている「建物の維持及び修繕に要する経費」に

準じて、公費で負担するのが適当と考える。 

 

なお、ここでは、現地調査を行った小中学校で発見したもののみを記載して

いるが、他の学校についても、同様の支出が発生している可能性がある。保護

者負担の軽減の観点から、本来、公費で支出すべきものを保護者が負担してい

るということがないよう、学校関係者に対し周知徹底する必要がある。 

 

 

５．押印のない請求書による支払いについて 

【現状】 

 静岡地区学校生活協同組合から教材を購入している学校において、同組合か

らの請求書には、組合の押印がないにもかかわらず、この請求書にもとづいて

支払が行われていた例が、複数見受けられた。 

 学校預かり金は、「静岡市立小・中学校等準公金取扱基準」において、準公金

と位置づけられており、公金に準した適正な処理が求められている。 

「静岡市会計規則」では、請求書の押印について、次のとおり定めている。 
 

(請求印及び領収印) 

第 54 条 請求書及び領収証書には、債権者に押印させなければならない。た

だし、やむを得ない事情により印鑑を携行しない者に限り、指印をもってこれ

に代えることができる。この場合において、主管の長は、本人の指印に相違な

いことを証明しなければならない。 

 

【指摘事項】 

 会計規則の趣旨は、正しい債権者からの正式な請求であるかが不明な状態で

支払をしてしまうことを防止することにある。 

 したがって、請求書には先方の押印が必要であり、押印のない請求書にもと

づいて支払をしてはならない。今後の取扱いに留意する必要がある。 
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６．物品購入等伺書の決裁日について 

【現状】 

 授業で使用する教材を購入する際に、教員が立替払いをする場合において、

立替払いの領収証日付よりも、物品購入等伺書の決裁日付のほうが、後になっ

ているものが２件発見された。 

 物品等の購入について、「静岡市立小・中学校等準公金取扱基準」では、次の

とおり定めている。 
 

10 物品等の購入 

物品等を購入する場合は、事前に物品購入等伺書を作成し校長等の決裁を受ける。 

 

【指摘事項】 

 物品購入等伺書の作成と校長等の決裁は、この基準の定めにしたがって、物

品等の購入の「事前に」行われなければならない。また、支出金額等が未確定

の場合であっても、品名、数量、支出区分等を記載し、立替払いよりも前に、

物品購入等伺書の決裁を受ける必要がある。 

 
 

７．現金集金について 

【現状】 

静岡市立の小中学校では、学校預かり金の集金は、基本的に口座振替で行わ

れており、月に一度、保護者の口座から学校長の口座への振替を行うのが一般

的である。 

しかし、静岡市立小中学校、全 130 校のうち 12 校は、現金で集金を行ってい

る。月に一度、児童および生徒に現金の入った集金袋を持たせ、教室で保護者

等が回収するという方式である。 

現金集金を行う理由について、アンケート形式で質問したところ、大半は以

下のような回答であった。 
 

集金日に口座の残高不足で引き落とし不能になる家庭が多いため。 

 

 これは、現金で集金すると、集金当番をする他の保護者に未納であることを

知られたくないという心理が働き、口座振替の場合と比較して、未納が減ると

いうことによるものである。実際に、アンケートでは、以下のような回答もあ

った。 
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以前は口座振替だった時期もあるが、未納（残高不足による引き落とし不能）

が相次ぎ、全校生徒 600 名超の本校においては、督促業務は教職員の負担が大

きく、教員の本来業務を妨げることにもなるため、未納の抑止・督促業務の負

担軽減を目的に現金集金へ切り替えた。 
 

 ここで、現金の取り扱いについては、「静岡市立小・中学校等準公金取扱基準」

に次の定めがある。 
 

５ 現金・通帳・印鑑の保管等 

（中略） 

（３）現金の計数作業及び銀行等への持ち運び（ただし、少額の場合について

はこの限りではない。）は、複数の職員等で対応するものとする。 
 

 現金集金の場合には、通常は、集金した現金が多額となるため、この基準に

したがえば、金融機関への持ち運びは、複数の職員等で対応することになるは

ずである。しかし、現金集金している学校へアンケート調査をした結果、複数

の職員での持ち運びを行っていない学校が１校あることが判明した。 

 

（質問）集金した現金の金融機関への持ち運びは複数人で行われていますか？ 

（回答）複数人で行われていない。事務職員が持ち込んでいる。 
 

 監査人が会計報告書より推計した結果、この学校では、１回あたり 1,700,000

円程度の金額を集金していることになる。 

 

【指摘事項①】 

 1,700,000 円程度という金額が、「静岡市立小・中学校等準公金取扱基準」に

いう「少額の場合」に該当しないことは明らかである。現金集金の学校につい

ては、集金日には、原則通り、複数の職員での持ち運びを行うべきである。 

 

【指摘事項②】 

口座振替での集金を原則とする中で、現金での集金を選択し、多額の現金を

取り扱う以上、紛失・盗難等が起こる事故のリスク、着服等の不正が行われる

リスクが大きくなっているということを、学校側も十分認識する必要がある。 

現金集金を行う学校は、職員の持ち運び以外のリスクについても、リスクへ

の対応が十分に図られているかを再度検討したうえで、慎重な運用を行うこと

が必要と考える。  
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８．会計報告書の純額表示について 

【現状】 

学校預かり金のうち、学年費会計においては、卒業時精算金、転出者精算金

として、保護者への返還が行われることがある。この場合、支出金額について

は、収入金額をマイナスする処理をしており、学校内の決裁も「支出決裁書」

ではなく、「収入決裁書」が作成されている（ただし、卒業時精算金については、

支出金額の「卒業関係費」の内訳としている学校もある）。 

また、学年費会計報告書においても、この支出金額は、収入金額からマイナ

スされており、差引後の金額が表示されている（これを純額表示という）。摘要

欄には、金額欄の算定根拠となる計算式が記載されているが、以下の（例）に

示すように、摘要欄の計算式には、精算金等の金額についてまでは記載がない

場合が多い。 
 

（例）Ａ小学校 第６学年 学年費会計報告書（一部抜粋） 
 

１ 収入内訳  単位：円 

費 目 金 額 摘 要 

預 か り 金 1,162,196 74 人×3090 円×11 回－卒業精算金他 
 

会計報告書の純額表示は、預金通帳上、支出されている金額を収入額から差

し引いて表示する方法であるため、保護者による監査において、「わかりにくい」

という声が上がることが多いとのことである。 

 

【指摘事項】 

 会計報告書は、保護者に向けた報告である。監査を担当する保護者やそれ以

外の保護者が必ずしも会計の専門家ではないこと、また、実際に保護者から「わ

かりにくい」という声が出ていることを考えると、純額表示は望ましくないと

考えられる。さらに、報告書の作成者である学校側としても、会計報告書を純

額表示にすると、予算書との比較が難しくなってしまうという欠点もある。 

また、卒業時精算金と転出者返還金は、現金の支出を伴うものである。これ

らについては、収入の控除項目として表示するよりも、支出の内訳項目として

表示したほうが、通帳の支出額と整合性がとれるため、監査する保護者にとっ

ては理解しやすいものと考えられる。 

以上を踏まえると、例えば、以下の例に示すように、支出の内訳として【卒

業時精算金】や【転出者返還金】の費目を設け、表示する方法が適当であると

考える。  
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１ 収入内訳  単位：円 

費 目 金 額 摘 要 

預 か り 金 2,515,260 74 人×3090 円×11 回 

 

２ 支出内訳  単位：円 

費 目 金 額 摘 要 

卒業時精算金 ××× ○○人×○○円 

転出者返還金 ××× 2 人（○○円＋○○円） 

 

 なお、現行の会計報告書作成システムでは、新規費目の追加ができないため、

各学校での対応は困難とのことである。システムの作成者において、システム

の変更を行うことが必要である。 

 

 

９．会計報告書の支出内訳の摘要欄について 

【現状】 

 会計報告書の支出内訳の摘要欄には、その費目の支出内容が記載されている。

現地調査した学校の会計報告書には、次のような記載があった。 

 

（例１）Ａ小学校 第６学年 学年費会計報告書（一部抜粋） 

２ 支出内訳  単位：円 

費 目 金 額 摘 要 

行事活動 費 530,401 円 アルミホイル 他 

 

（例２）Ａ小学校 児童会 会計報告書（一部抜粋） 

２ 支出内訳  単位：円 

費 目 金 額 摘 要 

振替手数 料 43,239 円 ４・５月分口座振替手数料 他 

 

 これらの例を見ると、（例１）では、行事活動費 530,401 円のうち、主な支出

はアルミホイルに対する支出であり、（例２）では、振替手数料のうち、主な内

容は４・５月分の口座振替手数料であるかのような印象を受ける。 

 しかし、（例１）では、アルミホイルに多額の支出を要したわけでもなく、実

際の支出額は 1,966 円である。また、（例２）では、口座振替が４月と５月にの

み発生しているわけでもない。 
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現行の会計報告書作成システムでは、出納簿上で一番早い日付の摘要欄が自

動で反映されてしまうため、それが会計報告書にそのまま載っているとのこと

である。不適当と思われるものについては、会計報告書の記載を修正している

が、本件では修正が漏れてしまったということであった。 
 

【指摘事項】 

 摘要欄の記載内容について、修正が漏れていたことについては、担当者のチ

ェックが不十分であったといえる。しかし、それ以上に、同様のミスを減らす

ためには、出納簿上で一番早い日付の摘要欄が自動で反映されるという、現状

の仕組みを見直すことが必要である。つまり、報告書の作成者が、年間の支出

内容について確認のうえ、最も適した内容を摘要欄に手動で入力するほうが、

適切な報告内容になると考える。 

 会計報告書は、保護者への報告が主要な目的であり、その目的を果たすため

にも、費目の摘要欄には、日付の早いものを記載するのではなく、主たる内容

（例えば、行事活動費であれば「自然体験教室」のように具体的な行事名など）

を記載すべきである。 
 

 

10．会計報告書等の誤表示について 

 各学校の会計報告書と予算書について、その表示内容を確認したところ、作

成者の処理誤りにより、誤表示となっているものが、次のとおり発見された。 

予算書は年度の収入・支出の計画を示したもの、また、会計報告書は年度の

収入・支出の結果を示したものであり、ともに保護者に報告するためのもので

もある。つまり、いずれも重要な書類であり、誤りは極力なくさなければなら

ない。 

 

（１）計算式と金額の不一致について 

【現状】 

 以下の（例）のように、会計報告書の摘要欄に記載された計算式の結果と、

金額欄に記載された金額が、一致していないものが複数発見された。 

 

（例）Ａ中学校 第３学年 学年費会計報告書（一部抜粋） 

１ 収入内訳  単位：円 

費 目 金 額 摘 要 

預 か り 金 4,677,210 91 人×6140 円×10 回 
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 摘要欄の計算式の結果は、5,587,400 円であり、金額欄の金額と一致しない。

不一致の原因は、次の２点である。 
 

〇月毎の集金額が異なるにもかかわらず、6,140 円×10 回で計算していること 

〇過年度未納者からの入金があった分について、摘要欄に記載がないこと 

 

【指摘事項】 

 保護者への適切な報告という目的を達成するためにも、計算式の結果と金額

欄は整合させる必要がある。今後、会計報告書の作成者と承認者は、細心の注

意を払う必要がある。 
 

 

（２）会計報告書の費目誤りについて 

【現状】 

小学校の学年費の予算書と会計報告書の中には、次のように、支出金額に大

きな差異のある例が見受けられた。 

 

第６学年 学年費予算書（一部抜粋） 

２ 支出内訳  単位：円 

費 目 金 額 摘 要 

修学旅行 費 3,405,987 修学旅行しおりファイル 他 

卒業関係 費 ※3,641,009 便箋 他 

※本来の予算書上は、卒業関係費 1,374,282 円、予備費 2,266,727 円という記載にな

っている。しかし、予備費として残った分は、通常、卒業時精算金として返金され、

この小学校では、その返金を会計報告書上、卒業関係費に含めている。よって、ここ

では、会計報告書との比較のため、予備費分を卒業関係費に加算している。 

 

第６学年 学年費会計報告書（一部抜粋） 

２ 支出内訳  単位：円 

費 目 金 額 摘 要 

修学旅行 費 4,515,308 修学旅行代金 他 

卒業関係 費 2,770,132 卒業アルバム 他 

 

 このように、予算書と会計報告書との金額には、相当の差があったことから、

原因について質問したところ、出納簿への入力時に、次のミスがあったことが

判明した。 
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「卒業記念アルバム 他」の支出金額 1,364,688 円については、本来、「卒業

関係費」として入力すべきであったが、誤って「修学旅行費」として入力して

しまった。 

 

【指摘事項】 

 この例では、予算書と会計報告書の金額が明らかに相違しているため、会計

報告書の作成時またはチェック時に、予算書との比較を行っていれば、保護者

への配布前に誤りを発見できたはずである。保護者への会計報告を適切に行う

ためにも、会計報告書の作成者とチェック者は、より一層の注意を払う必要が

ある。 

 
 

（３）予算書の誤表示について 

【現状】 

小学校の学年費予算書の中に、次のような例が見受けられた。 

 

第１学年 学年費予算書（一部抜粋） 

 

収入総額 

支出総額 

1,995,840 円 

1,995,840 円 

差引残高 0 円 

 

１ 収入内訳  単位：円 

費 目 金 額 摘 要 

預 か り 金 1,903,440 2060×84 名×11 か月 

（中略） 

合 計 1,903,440  

 

２ 支出内訳  単位：円 

費 目 金 額 摘 要 

教 材 費 937,188 国語テスト、算数テスト他 

（中略） 

合 計 1,903,440  
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 このように、この予算書では、「収入総額」および「支出総額」の金額（1,995,840

円）と、「収入内訳」の「合計」および「支出内訳」の「合計」の金額（1,903,440

円）が一致していない。各内訳の「合計」金額（1,903,440 円）が正しいもので

あり、「収入総額」および「支出総額」の金額（1,995,840 円）は、昨年度の数

値の更新が漏れ、そのまま載っていたものと考えられるとのことであった。 

 この予算書には、６名（校長、教頭、事務主任、事務、主任、会計）の決裁

印が押印されているが、誰も金額の不一致に気付くことなく、そのまま放置さ

れていたことになる。 

 なお、この学校では、第４学年、第５学年の学年費予算書においても、同様

の誤りが発見されている。 

 

【指摘事項】 

 予算書の作成者および決裁者は、より一層の注意を払う必要がある。また、

予算書作成システム上、不一致が生じないように対応することも、有用である

と考える。 

 
 

11．備品管理について 

【現状】 

 現地調査した中学校において、備品台帳に記載されている下記の「絵画」 に

ついて、現物の所在場所を質問したところ、複数の絵画のうち、どれがその絵

画に該当するのか不明であった。 
 

備品№ 1586 

取得年月日 平成 8年４月１日 

保管場所 南校舎玄関 

現有数量   １ 

金額 1,000,000 円 

 

【指摘事項】 

 このような高額備品について、現物と備品台帳の対応関係を学校が把握して

いないことは、備品管理上、問題があると言わざるをえない。実態を調査のう

え、他の備品と同様に備品シールを貼付け、台帳との対応関係を明確にしてお

くことが必要である。 
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12．学校施設の管理状況について 

【現状】 

 現地調査した小学校において、用務員の作業スペース、用具置き場として使

用しているプレハブ小屋について、監査人が確認したところ、老朽化が進んで

おり、耐震化もできていない状況であった。 

 

【指摘事項】 

 公共建築物の耐震対策は、市としても切迫した課題である。このプレハブ小

屋については、老朽化が目立つことから、作業者の安全性を考慮し、早急に対

応する必要がないか、今一度確認すべきと考える。 
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Ⅳ．学校給食 

１．学校給食費の未納問題への対応について 

【概要】 

学校給食費の未納問題への対応については、文部科学省から「各指定都市教

育委員会学校給食主管課長」等に対し、『「平成 22 年度における子ども手当の支

給に関する法律」等の施行と学校給食費の未納問題への対応について（通知）』

（22 ス学健第 4号 平成 22 年 5 月 14 日）が出されている。この通知の内容は、

次のとおりである。 
 

 「平成 22 年度における子ども手当の支給に関する法律」（平成 22 年法律第 19

号。以下「子ども手当法」という。）等は平成 22 年 4 月 1 日から施行されてい

るところですが、その施行通知（平成 22 年 3 月 31 日付け雇児発 0331 第 17 号）

において、「子ども手当の趣旨や受給者の責務、受給権の保護を踏まえると、仮

に子どもの育ちに係る費用である学校給食費や保育料等を滞納しながら、子ど

も手当が子どもの健やかな育ちと関係のない用途に用いられることは、法の趣

旨にそぐわないものと考えられる」とされており、学校給食費の滞納は、子ど

も手当法の趣旨にそぐわないことが明確にされているところです。 

 学校給食費の未納問題への対応については、既に「学校給食費の徴収状況に

関する調査の結果について（通知）」（平成 19 年 1 月 24 日付け 18 文科ス第 406

号）により、適切な対応をお願いしているところですが、改めて通知の別紙「学

校給食費の未納問題への対応についての留意事項」（別添）の内容を確認すると

ともに、下記の点に留意し、学校給食の適切な実施に御尽力いただきますよう

お願いします。 

 各都道府県教育委員会学校給食主管課においては、域内の市町村教育委員会

に対し、各都道府県私立学校主管課においては、所管の私立学校等に対しても

周知していただくとともに、適切な対応がなされるよう御指導をお願いします。 
 

記 
 

１．学校給食の意義・役割及び学校給食費の重要性についての保護者への周知

に関し、今回の「子ども手当法」の施行通知の趣旨を踏まえつつ、保護者の

理解と協力が得られるよう、様々な機会をとらえて周知を図られたいこと。

なお、文部科学省において、学校給食や食育の教育的意義や現状について保

護者等にわかりやすく伝えるための啓発・学習用の資料「学校給食を通じた

食育の推進」（ＤＶＤ）を作成し、先般、各教育委員会及び学校等に配布した

ところであるので、本資料等も適宜活用されたいこと。 
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２．学校給食費の徴収方法として、金融機関の保護者の口座からの引落を行っ

ているところについては、今回の子ども手当の支給開始に合わせ、子ども手

当の支給が行われる口座と学校給食費の引落を行う口座とを同一のものとす

るよう保護者に協力を求めることも一つの方策として考えられること。 
 

この通知の文中にある「学校給食費の未納問題への対応についての留意事項

（別添）」には、「学校給食費の未納問題への取組体制について」として、次の

とおり記載されている。 
 

３．学校給食費の未納問題への取組体制について 

 今回の調査では、学校給食費の未納問題が生じた場合の対応者として学級担

任や校長、教頭の割合が高いことがうかがわれる。また、特定の者に負担とな

らないような配慮がなされていると回答した学校は約 45％であり、約 55％では

そのような配慮がなされていないとの結果が出ている。 

 各学校における未納問題の状況にもよるが、例えば学級担任が未納問題に対

応するために相当の時間と労力を割いているような場合、当該教諭の本来の教

育活動にも支障が生じるおそれがあるため、各学校長は、現状を的確に把握し、

特定の者に過度の負担がかからないよう、ＰＴＡとの連携を図りつつ、学校全

体としての取組体制を整えるよう留意する必要がある。 

 また、市町村教育委員会等の学校給食実施者は、その設置する各学校におけ

る学校給食費の未納状況を随時把握し、当該学校の教職員と連携協力しつつ問

題の解消に努めることが重要である。とりわけ、各学校のみの対応では困難な

状況にあると認められる場合については、学校給食実施者において有効な支援

方策を講ずることが求められる。 

 今回の調査においては、各学校における方策として、学校において全職員が

未納問題の状況について共通認識を図る会議の定期的な開催、未納問題対応マ

ニュアルの作成、学年ＰＴＡ役員の協力による対応などの取組事例が報告され

るとともに、教育委員会における方策として、教育委員会事務局職員と各学校

の教職員により編成された「未納者訪問班」による家庭訪問の実施などの取組

事例が報告されており、これらの事例も参考としつつ対応することが望ましい。 

（注）下線は監査人によるものである。 

 

このように、文部科学省では、学校給食費の未納問題への対応について、各

学校だけではなく、学校給食実施者（市）にも求めており、その内容は、次の

とおりである。 
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①学校給食実施者は、各学校における学校給食費の未納状況を随時把握すること 

②学校給食実施者は、学校の教職員と連携協力しつつ問題の解消に努めること 

③各学校のみの対応では困難な状況にあると認められる場合については、学校給食

実施者において有効な支援方策を講ずること 
 

 以下では、学校給食費の未納問題について、主として、市の取り組みを調査

している。 

 

（１）学校給食費の未納額の把握について 

【現状】 

静岡市の学校給食費の未納状況を調査するため、学校給食課に対し、市全体

（小中学校全校）の未納額を把握した資料の提出を求めたところ、学校給食課

では、市全体の未納額は把握していないとの回答があった。 

その理由について問い合わせたところ、回答は次のとおりであった。 
 

学校給食費は私費会計であり、私費会計は学校長の裁量の範囲であるため、

静岡市としては把握していない。 
 

 つまり、静岡市では、上記の理由により、給食費の未納状況の把握について

は、学校任せの状態となっており、学校給食課では状況を把握していない。す

なわち、文部科学省の通知で求められている上記①、「学校給食実施者」が「学

校給食費の未納状況を随時把握する」ことは行われていない。 

 

これでは、静岡市全体の学校給食費の未納状況がわからないため、監査人の

ほうで、小中学校全校に対して未納額等の調査を行い、回答を集計することと

した。結果は次のとおりである。 
 

（平成 27年 3月 31 日現在） 

 小学校 中学校 合計 

未納金額（累計額） 4,952,004 円 2,890,733 円 7,842,737 円 

未納のある学校 28 校（86校中） 21 校（43校中） 49 校（129 校） 

 

このように、静岡市においても、給食費の未納額は 800 万円近くあり、多額

となっていることがわかる。 

なお、監査人がこの調査を開始した後に、学校給食課から、学校給食課でも

市全体の未納額を把握していたとの連絡が入り、資料の提示を受けた。 
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学校給食課が把握している未納額は、次のとおりである。 
 

（平成 27年 3月 31 日現在） 

 小学校 中学校 合計 

未納金額（累計額） 4,530,467 円 1,973,552 円 6,504,019 円 

未納のある学校 29 校（86校中） 20 校（43校中） 49 校（129 校） 

 

これを見ると、学校給食課の把握している未納額は、監査人の調査結果と異

なるものとなっており、下記のとおり、差異が生じている。 
 

（平成 27年 3月 31 日現在） 

 小学校 中学校 合計 

監査人 4,952,004 円 2,890,733 円 7,842,737 円 

学校給食課 4,530,467 円 1,973,552 円 6,504,019 円 

差異  421,537 円  917,181 円 1,338,718 円 

 

小学校、中学校いずれにおいても、監査人の調査結果のほうが、学校給食課

が把握している未納額よりも多く、差異の合計は 1,338,718 円と多額である。 

差異の内容について調査したところ、学校側が学校給食課へ提出した金額に

誤りがあり、結果として、学校給食課の把握している額が誤っていたことがわ

かった。 

 

【指摘事項】 

学校給食課が把握している市全体の給食費の未納額は、実際の未納額よりも

1,338,718 円少なくなっており、正しい金額ではない。学校給食課、学校側とも

に、給食費の未納額について、正しい金額を把握するよう、努める必要がある。 

 

 

（２）学校給食費の未納問題への取り組みについて 

【現状】 

 学校給食費の未納額が市全体で 800 万円近くもあると、学校側では、給食費

の未納問題に対し、それなりに苦労していると考えられる。そこで、現地調査

した小中学校で、給食費の未納への対応についてヒアリングしたところ、教職

員からは、次のような声が聞かれた。 

  



 

- 94 - 

 

〇引越しした未納者への督促のため、教頭と事務職員が県外まで赴き、相当の

時間や労力を割いた。 

〇母子家庭は、教頭と事務員２人で家庭訪問するなど常に気を使っている。 

〇担任教員は、その家庭を受容している中で、督促の話をすることは、今まで

蓄積されてきた信頼関係を崩してしまう恐れがあり、他ならぬ生徒指導に悪

影響を及ぼしかねない。 
 

各学校では、教員や事務職員が、滞納者に対して電話や文書での督促、家庭

訪問等を行っており、相当の時間や労力を割いているとのことであった。 

また、今回現地調査した学校では、以下のように、未納金の管理方法につい

て、監査人のほうが逆に質問されるということも多かった。 
 

〇未納金が発生した場合、収納方法の良い案があったら、ご教授いただきたい。 

〇卒業者に対する督促は有効なのか。 

〇連絡不能になってしまっている過年度未納者について、不納欠損等の処理は

できないのか。 
 

さらに、給食費未納の管理方法として、次のような声もあった。 
 

〇未納が残るといつまでも残ってしまい、処理できなくて困っている。 

〇不納欠損処理の方法について、市のルールが定められていないため、平成 20

年からの未処理がいまだに残ってしまっており、どのようにしたらよいか苦

慮している。 

〇過年度未納金の市の取扱基準を早急に示して欲しい。 

〇未納者が増えてきている。督促通知や未納管理の方法も煩雑なので、市とし

て一貫した手法を取り入れてほしい。 
 

学校給食費は、「静岡市立小・中学校等準公金取扱基準」（平成 24 年 3 月 30

日 教育長通知）により、公金に準じた管理が求められている。しかし、学校の

教職員が、未納管理の方法を熟知していることは少ないため、すべてを個々の

学校任せにするのではなく、市のルールを示してほしい、という声が監査人に

は多く聞かれた。 

 

このように、各学校でヒアリングしたところ、学校側では、給食費の未納者

への対応に苦労しており、未納金の管理方法については、教職員だけではわか

らないことも多いため、市のルールを示してほしいと考えている。 
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先に記載したとおり、文部科学省の通知では、学校給食の実施者は「学校の

教職員と連携協力しつつ問題の解消に努めることが重要」としている。また、「各

学校のみの対応では困難な状況にあると認められる場合については、学校給食

実施者において有効な支援方策を講ずること」も求めている。 

そこで、学校給食課に対し、市の取り組みについて、問い合わせたところ、

回答は次のとおりであった。 
 

私費会計は学校長の裁量の範囲であり、延滞管理についても同様であるた

め、静岡市としては対応できない。 
 

この回答からわかるように、静岡市では、前述の文部科学省通知②学校給食

実施者が「学校の教職員と連携協力しつつ問題の解消に努めること」も、③「学

校給食実施者において有効な支援方策を講ずること」も行われていない。 

 

私費会計では、市としての対応は本当に出来ないのか、文部科学省は不可能

なことを実施するよう通知を出したのか、気になるところである。 

そこで、以下では、監査人が、私費会計である他市の取り組みについて調べ

てみることとした。 

 

●札幌市 

札幌市では、「給食費未納に関する取り組み」について、「平成 23 年度から、

市立小中学校や特別支援学校での給食費の未納対策を強化いたします」として、

次のような取り組みを市民に示している。 
 

〇同意書の提出 

給食費の重要性を確認していただくためにも、全ての保護者からお子様の通わ

れている学校へ、同意書を提出していただきます。 

〇法的措置の実施 

経済的に支払えるにもかかわらず、支払いをしない悪質な保護者に対して、裁

判所を通した法的措置を行います。 

 

●神戸市 

神戸市教育委員会では、平成 21 年 2 月に「神戸市立小学校における学校給食

費を含む「学校徴収金未納対策マニュアル」」を作成している。「教育委員会で

は、21 年度から全小学校で統一した未納対策を行っています」として、新１年

生は、「学校徴収金の納付同意書」を提出することとしている。 
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●川崎市 

平成 27 年度より、市立中学校の学校給食を導入した川崎市では、「川崎市立

中学校における学校給食費の取扱い等に関する要綱」を作成し、未納金の処理

方法や「学校給食費未納整理簿」の様式などを明確に定めている。 

 

●浜松市 

（注）浜松市は、旧浜北市等で公会計が一部導入されているが、市の大半を占

める旧浜松市は私費会計である。 
 

浜松市では、教育委員会事務局の担当課長が、給食費未納への対応について、

市の取り組み方針をコメントしており、静岡新聞（2015 年 6 月 23 日）では、次

のとおり報道されている。 
 

浜松市教委は22日の定例会で、小中学校の学校給食費の未納状況を報告した。

2014 年度末時点での未納は 243 件約 676 万円で、前年度末に比べて 28 件約 94

万円増加した。委員が学校や市教委だけでは対応しきれない場合の対処を尋ね、

保健給食課の松尾邦雄課長は「悪質なものは訴えることも必要と考えている」

と述べた。 

 同課によると、14 年度末の未納分のうち同年度中に発生した滞納件数は 139

件約 349 万円で、前年度に比べて 23 件約 65 万円増えた。未納額は 2 万 5 千円

未満（およそ 5 カ月分未満）が 6 割弱を占める。未納の理由は生活保護を受け

ているなど経済的困窮が多く、支払う約束をしているにもかかわらず納付しな

い例や、何らかの理由で支払いを拒むケースもあるという。 

 13 年度以前の未納分は 104 件約 327 万円。13 年度末時点での未納分 215 件の

うち 109 件約 252 万円は納付されたが、2 件 3 万 3450 円は債務者の所在が分か

らないことから市として初めて債権放棄した。 

 学校給食費の時効は 2 年。松尾課長は「初期対応を強化することで長期化に

歯止めを掛けたい」と述べた。 

 委員からは、督促などの作業によって教職員の負担が増えることを懸念し、

対策を立てるよう求める声が上がった。 
 

浜松市では、教育委員会事務局の担当課が、給食費の未納状況を把握し、法

的措置についてもコメントしており、必ずしも学校任せとはなっていないこと

がわかる。 

 

また、政令市以外でも、多摩市では、学校給食費の未納対策として、次のよ

うな取り組みを行っている。 
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〇私債権等管理条例の適用（平成 25 年度から適用予定） 

多摩市では、自力執行権のない債権（非強制徴収債権、私債権）の管理につ

いて、各債権を計画的に管理していくとともに、未収金を解消し、市民の負担

の公平性、財務管理に対する市民の信頼を確保するために、「私債権等管理条例

（平成 24 年 4 月 1 日施行）」を制定した。 

学校給食費についても、徴収業務の明確化、適正化を図るため、私債権等管

理条例の適用をさせ、法的な債権回収手続きを含め、適正な債権管理事務手順

を定める。 
 

〇法的な契約関係を明確にするための申込制の実施 

私債権等管理条例の適用に先立ち、学校給食の提供に対して学校給食費を保

護者が支払うという契約関係を明確にするため、平成 25 年度新入学生（配布

済み）及び、在学生（小１から中２）に対して、学校を通じて、申込書の配布、

回収を行う。 
 

その他、宗像市教育委員会学校管理課では「宗像市学校給食費未納対応マニ

ュアル」を作成しており、このマニュアルでは、「滞納者に対する法的措置」に

ついても詳細に記載されている 
 

このように、教育委員会または教育委員会事務局が、給食費の未納に対する

取り組み方針を明確にしている市は、他にも見受けられ、私費会計であるから

と言って、市が何も対応できないというわけではないことがわかる。 

 

【指摘事項】 

以上見てきたように、静岡市では、学校給食費の未納額が市全体でいくらあ

るのかを正しく把握していない。また、給食費の未納対策について、学校現場

では、市の統一ルールを示してほしいとの声が多く聞かれたが、市では、その

ような取り組みも行ってはいない。すべては学校任せということである。条例、

要綱、マニュアル等を整備して、未納対策に取り組んでいる他市と比べると、

静岡市の取り組みは遅れていると言わざるをえない。 

こうした市の取り組み姿勢は、教職員の長時間労働が、新聞等で報道され、

社会問題にもなっている中で、給食費の未納問題に直面し、時間を割かれ苦労

している教職員にとっては、理解が得られるものではないと考えられる。 

 また、学校給食費は保護者が負担するものであって、公費で負担するもので

はないため、未納者の給食費は、実質的には他の保護者が負担していることに

なる。真面目に給食費を支払っている保護者からすれば、現状の市の取り組み

姿勢は、理解の得られるものではない。 
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文部科学省の通知が出てから、すでに５年以上が経過している。静岡市にお

いても、文部科学省の通知にしたがい、給食費の未納問題への取組体制を構築

する必要があると考える。 

 

 

２．就学援助制度と給食費の未納について 

  「Ⅴ．就学援助費」を参照のこと。 
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Ⅴ．就学援助制度 

【事業の概要】 

１．就学援助制度 

 日本国憲法第 26 条では、「義務教育は、これを無償とする」として、義務教

育無償の原則を定めている。しかし、現行法上、義務教育の無償の範囲は、授

業料と教科書の無償に限定されており、その他の学用品購入費、通学費、修学

旅行費、給食費等については、児童生徒の保護者が負担している。 

 その一方で、教育基本法第４条では、保護者の経済的理由によって、児童生

徒の教育機会の均等が妨げられることのないよう、国や地方公共団体に対して

は、奨学の措置を講じなければならないとしている。そして、学校教育法第 19

条では、「経済的理由によつて、就学困難と認められる学齢児童又は学齢生徒の

保護者に対しては、市町村は、必要な援助を与えなければならない」と定めて

いる。 

これを受け、静岡市では、「就学援助費事務処理要領」（以下、「事務処理要領」

という）を作成し、その具体的な要件と内容について定めている。 

 
 

２．就学援助制度の対象者 

 静岡市では、就学援助費の受給対象者について、事務処理要領で次のとおり

定めている。 

 

①要保護者 児童生徒の保護者が、生活保護法第６条第２項の規定に

よる「要保護者」である場合 

②準要保護者 児童生徒の保護者が、要保護者に準ずる程度に困窮して

いるため就学困難と認定した場合 

 

「要保護者」とは、いわゆる生活保護に基づく「教育扶助」を受けている世

帯のことである。 

一方、「準要保護者」とは、「要保護及び準要保護児童生徒の認定について（昭

和 38 年文部省通知）」において「要保護者に準ずる程度に困窮している者」と

して、就学援助の対象とされた世帯のことである。準要保護者の具体的な認定

基準について、静岡市では次のとおり定めている。 

 

 



 

- 100 - 

 

（準要保護者の認定基準） 

ア．保護者の収入不安定等により生活状態が悪いと学校長又は民生委員が認め

る者（生活状態が悪いとは、その世帯の収入額が生活保護基準の 1.3 倍以下

のことをいう。） 

イ．その他、特別な事情により教育委員会が必要と認める者 

 
 

３．就学援助費の内容 

就学援助費の金額は年度ごとに定められ、その費目、対象者の範囲は、以下

の表のとおりである。 
 

〇援助種類と支給予定額（年額） 

費目 支給の概要 

支給額 

準要保護 要保護 

小学校 中学校 小・中学校 

入学準備金 

（1 年生 4 月認定者のみ） 

小・中学校への入学にあたって通

常必要とする学用品、通学用品 
20,470 円 23,550 円  

 

学用品費 

児童生徒の所持にかかる物で、通

常学校における各教科及び特別

活動の学習に必要とする学用品 

11,420 円 22,320 円  

通学用品費 

（1 年生以外） 

児童生徒が通学のために通常必

要とする通学用品 
2,230 円 2,230 円 

校外活動費 
宿泊あり 学校行事として行われる校外活動

に必要な交通費及び見学費 

3,570 円上限 6,010 円上限 

宿泊なし 1,550 円上限 2,240 円上限 

通学費 

片道の通学距離が児童 4km、生徒

6km 以上で交通機関を利用して通

学する者の交通費 

・定期券購入費相当額 

学校給食費 保護者が負担する学校給食費 ・給食費負担分 

体育実技用具 

（部活動は対象外） 

体育の授業において、生徒全員が

個々に用意することとされている用

具のうち、いずれか 1 つの用具 

- 

・実費購入費 

柔道着 

剣道具 

修学旅行費 

就学著効に必要な経費（小学校又

は中学校を通じてそれぞれ１回に

限る） 

・実費経費 

全参加者が一律に負担する経費 

医療費 

学校保健安全法施行令に定めら

れた疾病の治療にかかる医療費 

・治療前に医療券を発行し、現金支給はない 

（対象疾病）虫歯、慢性副鼻腔炎、中耳炎、結

膜炎、寄生虫病、アデノイド、白癬等 

（「就学援助事務取扱説明書」、「就学援助制度のお知らせ」より） 
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なお、生活保護にもとづく教育扶助の給付と就学援助にもとづく支給とでは、

生活保護が優先される。生活保護にもとづく教育扶助には、すでに学用品購入

費等が含まれているため、教育扶助を受けている者は、修学旅行費と医療費の

みが、援助の対象となる。 

 
 

４．就学援助の事務手続 

就学援助の事務手続は、「事務処理要領」に定められており、事務の流れは、

以下の図のとおりである。具体的には、実務担当者向けには、「就学援助事務取

扱説明書」（以下、「事務取扱説明書」という）において、各種手続を定めると

ともに、各児童生徒の保護者向けには、「就学援助制度のお知らせ」において、

必要事項を示している。 
 

 

 
①就学援助申請 

 
②世帯票の提出 

 

 
※3月上旬までに 

 
※3月中旬までに 

 

保
護
者 

  4 月申請者は 4月中旬 

学
校
長 

  4 月申請者は 4月下旬 

教
育
委
員
会 

  

  

    

 
④認定の通知 

 
③認定の通知 

 

 
※6月初旬 

  
※5月下旬 

   

 

①申請手続 

 就学援助を希望する児童生徒の保護者は「就学援助費申込書」に必要事項を

記入し、指定期間内に学校長を通じて、教育委員会へ提出する。申請期間（当

初申請）は、１月下旬から４月末日であり、原則として、在校生は３月上旬ま

でに、新入生は４月中旬までに申込書を提出する。ただし、学年途中における

生活状況の変化、転入学、災害等の各種事情により、援助が必要となった世帯

については、５月以降も随時申請（途中申請）も受け付けている。  
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②教育委員会への内申、認定事務 

保護者からの申請を受けた学校長は、以下の書類を添えて、教育委員会への

内申を行う。 
 

〇就学援助費申込書（①の申請で受領した申込書、各学校ではその写しを保管） 

〇世帯票、内申書（申し込みを受け、学校において作成） 
 

内申を受けた教育委員会では、申請世帯が受給対象者の要件に該当するかに

否かついて、認定事務を実施する。（ここでの認定事務は、主として「準要保護

者」に該当するか否かについて実施される。） 

 

ア．「要保護者」の認定 

「要保護者」の認定は、生活保護費の受給の有無により決定する。 
 

イ．「準要保護者」の認定 

「準要保護者」とは、前述のとおり、「保護者の収入不安定等により生活状態

が悪いと学校長又は民生委員が認める者」であり、「生活状態が悪い」とは、「そ

の世帯の収入額が生活保護基準の 1.3 倍以下」のことをいう。 

「準要保護者」の認定計算式は、次のとおりである。 
 

（認定計算式） 

 〇生活保護基準 × 1.3 ＝ 認定基準値（Ａ） 

 〇申請世帯収入額（Ｂ） 

 （Ａ）≧（Ｂ） ∴認定 
 

静岡市では、生活保護基準を 1.3 倍した基準値（Ａ）とその世帯の収入額（Ｂ）

とを比較し、世帯収入額（Ｂ）が基準値（Ａ）以下の場合には、「準要保護者」

として認定している。 

この計算式でいう「生活保護基準」とは、生活保護法等により定める基準を

準用し、生活扶助（居宅第１類、第２類）、教育扶助、住宅扶助の基準額の合計

額としている。また、「世帯収入額」とは、同居の家族全員の年間収入の合計額

から社会保険料等を控除した額としている。 

この計算式から、「準要保護者」の認定事務においては、世帯収入額の把握が

重要となっており、「事務取扱説明書」と「就学援助制度のお知らせ」では、申

請時に必要な添付書類として、次の書類を提出することを求めている。 
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収入の状況 収入等を証明する書類のコピー 

給与収入者 源泉徴収票（確定申告書）又は直近の給与支払明細書等 

自営業等 確定申告書 

最近勤め始めの者 ①申請月直近 3ヶ月の給与明細書・収入確認可能書類可能書類 

②就職まで失業給付を受けていた場合、受給資格者票 

年金受給者 源泉徴収票・年金額改定通知書・年金振込通知書・通帳等 

無職休職中の者 ①失業給付受給者：受給資格者票 

②失業給付を受けていない者：離職証明書 

生活保護受給者 申込書のみ（収入証明関係資料不要） 

収入がない世帯 どのような手段で生活しているかを申込書裏面に記入 

別居中の配偶者が

いる者 

原則：配偶者の資料も必要 

例外：離婚調停中等の場合、調停申立書・訴状等の提出があった

場合は不要 
 

無職・求職中などの諸事情により、添付できる書類が何もない世帯について

は、証明書の提出できない理由、収入がない状況でどのように生活しているか

等について、学校側が、聞き取り調査により「状況確認書」を作成している。

そのうえで、このようなプロセスを経ても、なお書類の提出、必要な情報が得

られない場合には、認定不可能なため、「不認定」とすることもやむを得ないも

のとしている。 

 
 

③認定等の通知 

教育委員会は、認定事務の終了後、速やかに各小中学校長宛てに、その認否

の結果を通知するとともに、「就学援助費支給計画通知書」により、支給費目を

記載した支給計画を通知する。 

また、通知を受けた学校長は、以下の書式により、保護者に対して認否の結

果と支給費目を記載した支給計画を通知する。 
 

認定者 「就学援助認定及び支給額について」 

不認定者 「就学援助の不認定について」 
 

保護者への通知の時期は、提出書類に不備がない場合で、当初申請（１月下

旬から４月末日の申請）は６月上旬、途中申請（５月以降の申請）は申請月の

翌月となる。 
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④就学援助費の支給 

医療費を除く就学援助費は、いったん、教育委員会から在学校長の指定する

金融機関の口座へ振り込まれ、その後、各保護者に支給されることになる。そ

のため、保護者は在学校長に「委任状」を提出する必要があり、在学校長は「校

長口座振込依頼書」を作成して、保護者の「委任状」とともに教育委員会に提

出する必要がある。 

また、就学援助費の各費目のうち、学用品費と通学学用品費以外の費目は、

実費を支給することになるため、在学校長は、「実績報告書」を作成し、指定さ

れた期間内に教育委員会に提出しなければならない。 

「実績報告書」の提出を受けた教育委員会は、在学校長の指定する金融機関

口座へ就学援助費の振り込みを実施し、振り込みを受けた在学校長は、支給内

容を確認した後、速やかに保護者に対して就学援助費を支給する。と同時に「就

学援助費 個人別支給明細書・領収書」を作成し、領収印等を受けなければな

らない。 

 

就学援助費の支給の時期は、以下のとおりである。 
 

内容 支給時期 

新入学児童生徒学用品費等 入学準備金 ７月 

医療費 学校からの医療券交付申請により、

医療券を発行する。 

随時 

上記以外の就学援助費 第 1回目（4 月～7月分） 9 月 

第 2 回目（9 月～11 月分） 1 月 

第 3 回目（12 月～3月分） 3 月 
 

在学校長は、第３回目の就学援助費支給後に、「就学援助費 個人別支給明細

書・領収書」に学校長印を押印し、金融機関の振込依頼書等とともに教育委員

会へ提出し、教育委員会の確認を受けなければならない。 
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５．就学援助の実績 

 直近５年間の就学援助費の予算と支給実績は、次のとおりである。 
 

 
 

   

（単位：円） 

 
    平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

 小学校費 

予算額 136,380,000 155,572,000 163,000,000 185,000,000 179,758,000 

 
決算額 124,815,719 148,137,812 159,790,918 158,686,718 166,056,858 

 中学校費 

予算額 127,672,000 142,063,000 158,000,000 171,000,000 161,153,000 

 
決算額 118,696,485 134,501,840 140,936,855 134,685,777 137,239,303 

 （出典：教育委員会事務局提供資料） 

 

 また、直近５年間の就学援助制度の適用割合は、次のとおりである。 
 

  平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

全国 13.18% 13.83% 15.58% 15.64% 15.42% 

静岡県 4.70% 5.05% 5.98% 6.23% 6.41% 

静岡市 5.93% 6.64% 7.08% 8.41% 8.62% 

（出典） ※全国・県 ： 文部科学省「平成 25 年度就学援助実施状況等調査」等結果 

 ※静岡市 ： 教育委員会事務局提供資料 

（注） 全国・県の情報（平成 25 年度まで公表）に合わせ、平成 25 年度まで記載している。 

 

平成 26年度の就学援助費の支給実績を見ると、小学校は直近５年で最も高く、

中学校は平成 24 年度よりも少ないものの、依然として高い水準にある。また、

静岡市の就学援助制度の適用割合は、全国的に見れば、低い水準にあるが、毎

年増加していることがわかる。 
 

 

 直近３年間の就学援助制度の申請者等は、次のとおりである。 
 

  平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

当初申請者 4,385 人 4,550 人 4,569 人 

うち認定者 4,078 人 4,142 人 4,186 人 

うち不認定者 307 人 408 人 383 人 

  （出典：教育委員会事務局提供資料） 
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６．就学援助の申請者数と事務負担の関係 

 就学援助の申請者数と事務負担の関係について、推移を見てみると、次のと

おりである。 

 

 
平成 18 年度 平成 22 年度 平成 26 年度 

当初申請者数 2,619 人 3,496 人 4,569 人 

事務担当者（注） 5 名 5 名 5 名 

１人当たりの認定件数 523.8 件 699.2 件 913.8 件 

年度比（平成 18年度＝100） 100 133 174 
 

（出典）教育委員会事務局資料 

（注）事務担当者は、専門担当１名、兼務３名、臨時職員１名を計５名としている。 

 

 当初申請者数は、平成 18 年度は 2,619 人だったが、平成 26 年度には 4,569

人にまで増加し、８年間で 74％（1,950 人）増加していることがわかる。また、

それに伴い、事務担当者１人当たりの認定件数も、平成 26 年度には 900 件を超

える状態となっている。 

当初申請の認定事務は、４月から６月上旬にかけて行われるが、この間で１

人当たり 900 件超の認定事務を行うわけであるから、担当者の事務の負担も、

相当大きくなってきていると考えられる。 

 

 

 

【監査の方法】 

平成 26 年度の申請の中から、認定となった事例 54 件、不認定となった事例

79 件を抽出し、申請受付手続、認定手続等について検討を行った。 
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１．「準要保護者」の認定事務について 

【概要】 

就学援助制度における「準要保護者」の認定方法は、前述したとおり、次の

計算式によっており、「認定基準値」（Ａ）と「申請世帯収入額」（Ｂ）が重要な

要素となっている。 
 

（認定計算式） 

 〇生活保護基準 × 1.3 ＝ 認定基準値（Ａ） 

 〇申請世帯収入額（Ｂ） 

 （Ａ）≧（Ｂ） ∴認定 
 

「認定基準値」（Ａ）の算定の基礎となる「生活保護基準」について、「事務処

理要領」では、生活保護法等の規定から一部を準用しており、その構成要素は、

以下のとおり、限定的で具体的かつ明確なものとなっている。 
 

① 生活扶助（居宅第 1類） 

② 生活扶助（居宅第 2類、冬季加算含む） 

③ 教育扶助 

④ 住宅扶助 
 

一方、「申請世帯収入額」（Ｂ）については、「就学援助制度のお知らせ」に「同

居家族全員の年間収入の合計額から社会保険料等を控除した額」と記載されて

いるのみであり、「事務処理要領」や「事務取扱説明書」に明示的な規定はない。

実務上は、「就学援助認定事務入力作業マニュアル」という実務担当者用のマニ

ュアルを作成し、「就学援助費申請書」と「申請に必要な添付書類」から、主と

して、下記の項目を集計することとしている。 

 

（収入項目） 

・給与所得者の給与収入 

 ・事業所得者の事業所得 

 ・年金等収入 

 ・児童扶養手当等収入 

 ・養育費等収入 

 ・その他収入 
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（控除項目） 

 ・社会保険料 

 ・就労控除（給与所得者のみ） 

 ・所得税 
 

この方法は、項目によっては、一定の仮定を置いた推計や、申請者の自己申

告に依拠する部分があるため、広範で複雑かつ不明確な部分を有しているとい

う特徴がある。  

 このような特徴に留意して、「準要保護者」の認定事務の適切性について検討

したところ、以下のような事例が発見された。 

 
 

（１）直近の給与による収入推計について 

 平成 26 年度の認定事務においては、主として、前年（平成 25 年度）の源泉

徴収票等の提出を受け、申請世帯の年間収入額を把握している。これは、前年

の年間収入実績にもとづき、申請年度の収入状況を把握する方法であり、原則

として、申請者の収入状況に大きな変化がないことを前提としている。 

一方、申請者に職業変更などの事由が生じ、収入状況に大きな変化があった

場合には、前年の年間収入実績では、申請年度の収入実態を反映しないことに

なってしまう。そこで、このような場合には、申請年度の収入状況を把握する

にあたり、申請月の直近３ヶ月分の給与明細表等から、年間収入額を推計する

方法を採用している。すなわち、収入状況に変化がある申請者については、直

近の収入データを利用することにより、申請年度の実態を反映するようにして

いるわけである。 

 
 

①賞与明細の取扱いについて 

【現状】 

このように、直近の給与明細等を利用して、年間収入額を推計している事例

について検討したところ、下記の２つのケースが発見された。 
 

Ａ 給与明細と賞与明細の双方の提出により、給与と賞与にもとづいて、年間

収入額を推計しているケース 

Ｂ 給与明細のみの提出により、給与のみにもとづいて、年間収入額を推計し

ているケース 
 

 これらの事例を数値で示すと、次のとおりである。  
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Ａ 給与明細と賞与明細とがあるケース 

根拠資料 月額（3ヶ月平均） 年額 

給与明細上の支給総額（a） 350,000 円 4,200,000 円（※１） 

賞与明細上の支給総額（b） 500,000 円 1,000,000 円（※２） 

合計 － 5,200,000 円（※３） 

（※１）：（（350,000+350,000+350,000）÷3ヶ月）×12ヶ月 

（※２）：500,000×2 ヶ月 

 

実施された認定計算 年額 

認定基準値（Ａ） 3,570,000 円 

申請世帯収入額（Ｂ）  

実際に使用した年間収入額（※３） 5,200,000 円 

各種控除額 960,000 円 

差引（Ｂ） 4,240,000 円 

（Ａ）＜（Ｂ） ∴不認定 

（注）個人情報に配慮し、監査人が実際の数値を一部変更している箇所があるが、認定結

果への影響はない。 
 

この事例では、申請者の直近３ヶ月の月額収入の平均から年間収入を推計す

る方法によっているが、直近３ヶ月以内に支払われた賞与明細の提出があった

ため、（a）に（b）を加えて年間収入額を推計している。その結果、推計した年

間収入額（Ｂ）が、認定基準値（Ａ）を超過することとなり、「不認定」となっ

ている。 

 

Ｂ 給与明細のみがあるケース 

根拠資料 月額（3ヶ月平均） 年額 

給与明細上の支給総額（a） 350,000 円 4,200,000 円（※１） 

賞与明細上の支給総額（b） 0 円 0 円 

合計 －円 4,200,000 円（※１） 

（※１）：（（350,000+350,000+350,000）÷3ヶ月）×12 ヶ月 

 

実施された認定計算 年額 

認定基準値（Ａ） 3,570,000 円 

申請世帯収入額（Ｂ）  

実際に使用した年間収入額（※１） 4,200,000 円 
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各種控除額 960,000 円 

差引（Ｂ） 3,240,000 円 

（Ａ）≧（Ｂ） ∴認定 

（注）個人情報に配慮し、監査人が実際の数値を一部変更している箇所があるが、認定結

果への影響はない。 

 

この事例も、申請者の直近３ヶ月の月額収入の平均から年間収入を推計する

方法によっているが、直近３ヶ月以内に支払われた賞与明細の提出がなかった

ため、（a）の金額のみで年間収入額を推計している。その結果、推計した年間

収入額（Ｂ）が、認定基準値（Ａ）を下回ることとなり、「認定」となっている。 

 

いずれの事例も、申請者の収入状況に変化があり、申請年度の収入金額を直

近３ヶ月分の情報から推計する方法であるが、Ａは年間収入額に賞与を加味し

て「不認定」、Ｂは賞与を加味せず「認定」という状況であった。 

 

このような場合、ケースＢの認定計算において、賞与の有無が正確に把握さ

れていたかどうかについては、注意が必要である。仮に、申請年度において、

Ｂの申請者に賞与の見込みがある場合には、申請者の収入の実態を見誤ってい

ることになるからである。すなわち、Ｂの申請者は、職業変更直後で直近３ヶ

月には賞与の支給が無かったかもしれないが、新たな職場との雇用契約では、

申請年度中に賞与が支給されることがすでに見込まれている、というケースは

十分にあると考えられる。また、賞与の支給を受けている申請者であっても、

申請のタイミングによっては、直近３ヶ月に賞与の支給時期が含まれてないと

いうケースも十分に考えられる。 

しかし、現状では、Ａのケースのように、直近３ヶ月の間に賞与実績があっ

た場合にのみ、賞与を年間収入額の推計に含めており、Ｂのようなケースでは、

賞与を推計計算に含めていない。それに加えて、Ｂのケースでは、賞与の支給

見込を検討した形跡も見受けられなかった。 

 

【指摘事項】 

「準要保護者」の認定事務において、直近の情報により年間収入額を推計す

る趣旨は、あくまで「申請年度」の収入状況を把握するためである。申請年度

の賞与の支給見込を検討せず、直近３ヶ月に賞与の支給実績がないことを理由

に、給与支給額のみで年間収入を推計すると、「認定基準値」（Ａ）と比較する

「申請世帯収入額」（Ｂ）が小さく算出される。よって、本来であれば、「不認

定」であるはずの世帯が、誤って「認定」となってしまう恐れがある。 
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また、通常、源泉徴収票による年間収入実績には「給与及び賞与」が含まれ

ている。そのため、直近３ヶ月の給与明細から年間収入額を推計するにあたっ

ては、賞与の支給見込まで含めて適切に計算しないと、源泉徴収票により年間

収入額を計算する他の申請者と比較して、不公平な取扱いとなる。 

 直近３ヶ月の給与明細等から年間収入額を推計する方法は、あくまで、前年

度の源泉徴収票等による年間収入実績では、申請者の実態を反映しない場合に

おける代替的な方法に過ぎない。つまり、この推計計算は、前年の源泉徴収票

等により収入を計算する一般的な申請者との間に、特別な差異を設けるもので

はない。 

このケースのような申請者に対しては、単純に直近３ヶ月の給与明細等の提

出を受けるだけではなく、賞与の支給見込みの有無についても、雇用契約書等

の確認やヒアリングなどの方法により、適切に把握する必要があると考える。 

 

 

②非課税通勤手当について 

【現状】 

①と同様に、直近３ヶ月の給与明細等から年間収入額を推計している事例に

ついて検討したところ、給与明細に記載されている「支給額」をもって年間収

入額を推計し、「非課税通勤手当」を控除していないケースが発見された。 

ところが、通常、源泉徴収票等から年間収入実績を把握する場合には、「非課

税通勤手当」は収入額に含まれていない。 

よって、この例では、源泉徴収票により年間収入実績を把握する場合よりも、

「非課税通勤手当」の分だけ、申請世帯の収入額が大きくなっていることにな

る。 

 

【指摘事項】 

直近３ヶ月の給与明細から年間収入額を推計する際に、「非課税通勤手当」を

収入に含めたままでは、源泉徴収票により年間収入を計算する他の申請者と比

較して、不利な結果となる恐れがある。 

前述のとおり、直近３ヶ月の給与明細等から年間収入額を推計する方法は、

あくまで、前年度の源泉徴収票等から年間収入額を把握する方法の代替的手段

に過ぎず、両者の間に、特別な差異を設けるものではない。 

上記のようなケースでは、単純に給与明細書の「支給額」を集計するだけで

はなく、その内訳を十分に検討し、「非課税通勤手当」を控除するなどの必要な

調整を加える必要がある。  
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（２）事業所得者と給与所得者の取扱いについて 

「準要保護者」の認定事務においては、申請者の所得源泉の違い（事業所得

または給与所得）によって、申請者の収入を次のように算定している。 
 

〇事業所得者：売上収入－必要経費－社会保険料＝認定計算上の収入（注１） 

〇給与所得者：給与収入－就労控除－社会保険料＝認定計算上の収入（注２） 
 

（注１）「売上収入」から「必要経費」を控除し、その金額（確定申告書の「事

業所得」）から「社会保険料」を控除して収入を算定する。 

（注２）「給与収入」（源泉徴収票の「支払金額」）から「就労控除」（生活保護

基準の基礎控除を準用したもの）、「社会保険料」を控除して収入を算

定する。 

 
 

①保険外交員等の取扱いについて 

【現状】 

保険外交員等のように、雇用契約ではなく、請負または委任契約等により業

務を行うものについては、認定計算上は「事業所得者」として取扱い、「売上（報

酬）収入」から「必要経費」等を控除して、収入を把握している。この場合、

確定申告書が提出された申請者については、事業所得（売上収入－必要経費）

が明示されているため、この数値を使えば、「必要経費」等の控除が適切に行わ

れることになる。 

しかし、同じ保険外交員等であっても、年度途中から業務を開始しているな

ど、職業変更の事由がある場合には、確定申告書に代えて、直近の「報酬明細」

から年間収入額を推計することがある。 

このような事例を検討したところ、収入額のみを集計し、必要経費を控除し

ていなかったために、本来「認定」されるべきところを「不認定」としていた

ケースが発見された。この事例を数値で示すと、次のとおりである。 

 

根拠資料 月額（3ヶ月平均） 年額 

報酬明細上の支給総額（a)=(b)+(c） 150,000 円 1,800,000 円（※１） 

報酬明細上の業務報酬（b) 135,000 円 1,620,000 円（※２） 

報酬明細上の必要経費（通勤費）(c) 15,000 円 180,000 円（※３） 

（※１）：（（150,000+150,000+150,000）÷3ヶ月）×12ヶ月 

（※２）：（（135,000+135,000+135,000）÷3ヶ月）×12ヶ月 

（※３）：（（15,000+15,000+15,000）÷3ヶ月）×12 ヶ月 
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実施された認定計算 年額 

認定基準値（Ａ） 1,650,000 円 

申請世帯収入額（Ｂ）  

実際に使用した年間収入額（※１） 1,800,000 円 

各種控除額 40,000 円 

差引（Ｂ） 1,760,000 円 

（Ａ）＜（Ｂ） ∴不認定 

（注）個人情報に配慮し、監査人が実際の数値を一部変更している箇所があるが、認定結

果への影響はない。 

 

この申請者の報酬明細には「必要経費」である通勤費（c）が記載されている。

事業所得者の収入は、「売上（報酬）収入」から「必要経費」等を控除して算定

するため、本来、通勤費（c）は控除すべきものである。 

しかし、この事例では、報酬明細上の支給総額（a）の金額のみを集計し、収

入としており、「必要経費」等の控除は行われていなかった。 

そこで、監査人が、通勤費の控除を加味して、再度計算してみたところ、本

来は「不認定」ではなく、「認定」となる水準であったことが判明した。 
 

実施された認定計算 年額 

認定基準値（Ａ） 1,650,000 円 

申請世帯収入額（Ｂ）  

本来あるべき年間収入額（※２） 1,620,000 円 

各種控除額 40,000 円 

差引（Ｂ） 1,580,000 円 

（Ａ）≧（Ｂ） ∴認定 

（注）個人情報に配慮し、監査人が実際の数値を一部変更している箇所があるが、認定結

果への影響はない。 

 

この事例は、事業所得者に対し、「報酬明細」をもって年間収入額の推計計算

を行ったものである。しかし、「報酬明細」における「支給総額」のみを集計し、

事業所得者としての「必要経費」（ここにおいては通勤費）の控除が漏れている

ため、この申請者は、結果として「不認定」となっている。 

これは明らかに不適切な認定結果である。 
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【指摘事項】 

このように、給与所得者のみならず、事業所得者についても、確定申告書か

ら前年度の収入実績を把握する方法に代えて、直近の「報酬明細」をもとに年

間収入額を推計することがある。しかし、この方法は、あくまでも、前年度の

年間収入実績にもとづく計算の代替的な方法に過ぎず、事業所得者の収入は、

「売上（報酬）収入」から「必要経費」等を控除して把握するものである、と

いう前提が変わるわけではない。 

収入額を推計計算するにあたっては、事業所得者と給与所得者の取扱いの相

違を明確に区別したうえで、その内容に細心の注意を払い、正しいプロセスに

もとづいた収入計算を行う必要がある。 

 

 

（３）申請者の自己申告項目について 

教育委員会事務局では、申請世帯収入のうち、以下の項目については、申請

者に「就学援助費申込書」への記入を求め、根拠資料の提出は求めないものと

している。つまり、これらの項目は、申請者の自己申告で収入額が決まるもの

である。 
 

〇児童扶養手当 

〇障害者関係手当 

〇父親等からの養育費 

〇別居の祖父母縁者からの援助 

〇その他 
 

ここでは、これらの自己申告項目を有する事例について、検討を行っている。 

 

 

①児童手当と児童扶養手当の混同について 

【現状】 

 現行の「準要保護者」の認定事務において、「児童扶養手当制度」と「児童手

当制度」の取扱いは、次のとおりである。 
 

児童扶養手当制度 母子もしくは父子世帯を前提とした制度であり、全世帯

に適用でないことから当該制度の適用を受けている世帯

には申請書記載対象とし、収入計算に含めている。 
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児童手当制度 児童生徒を有する全ての世帯に適用があり、これを一律

に収入計算対象外としても申請者全体に不利益を及ぼす

ものではないことを理由に申請記載項目及び収入計算項

目から除外している。 
 

よって、「児童扶養手当制度」の適用を受けている世帯は、「児童扶養手当」

の金額を申請書へ記載する必要があるが、それ以外の世帯は、「児童扶養手当」

も「児童手当」も申請書へ記載する必要はない。 

 

「児童扶養手当制度」の適用を受けていない世帯、すなわち、本来は「児童

扶養手当」も「児童手当」も記載する必要のない世帯が、申請書の「児童扶養

手当」の金額欄に「児童手当」の金額を誤って記入している例が、今回、監査

した事例の中だけでも数件見受けられた。これは、申請する保護者のほうが、「児

童扶養手当制度」と「児童手当制度」とを混同していることによるものと考え

られる。しかし、これら数件の例については、誤りを修正することなく、認定

計算が進められていた。 

 

【指摘事項】 

現行の取扱いでは、「児童手当」の金額は、本来、申請者の収入に含めるべき

ものではない。この誤りを修正しないと、申請世帯の収入額が、「児童手当」の

分だけ大きくなってしまうため、認定の判定そのものを誤る恐れがある。 

「児童扶養手当制度」と「児童手当制度」は、その名称から、一般に制度内

容の混同が起こりやすいと考えられる。このような項目を保護者の自己申告制

としている時点で、ミスを引き起こすリスクが高まることは自明の理である。 

「児童扶養手当制度」は、公的な手当制度であり、適用対象世帯がその証明

書を有するものである。こうした書類を提出書類に含め、関連する証憑を入手

することで、収入計算の誤りを防止することは十分に可能である。現行の取扱

いについて、見直す必要があると考える。 

 

 

②養育費等の取扱いについて 

【現状】 

 「準要保護者」の認定事務において、離婚や離婚調停中等の事情がある場合

には、申請世帯の収入額に相手方の収入を含めないが、養育費等がある場合に

は、申請者の自己申告額を収入に含めることとしている。 
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 こうした項目のある例を検討したところ、離婚調停中に相手方から月額送金

を受けている申請者について、本人からの聞き取り内容等により、担当者が個

別に判断し、「養育費」として取り扱わないこととした例が発見された。 

「養育費」については、申請者の自己申告であることから、他の項目と比較

すると、その正確性、網羅性は脆弱であると考えられ、その内容によっては、

極めて判断の難しい事情が含まれることも想定される。 

しかし、現状の実務では、「養育費」の「定義」が特に定められているわけで

もなく、「養育費」に該当するか否かは、担当者の個別判断により処理されてい

る。この例においては、他の「養育費」として取り扱ったケースといかなる点

で相違があり、その判断が妥当なものであったかについて、十分な客観性をも

って結論づけられてはいない。 

 

【指摘事項】 

この例のように、担当者の個別判断が、恣意性を排除して客観的にも妥当で

あると認められるだけの根拠が不足している状況では、申請者によって取扱い

に差が生じてしまい、申請者間での不公平が生じる恐れがある。 

担当者の判断の客観性を確保するため、どのようなものが「養育費」である

かという「定義」を定めるとともに、「養育費」として取り扱わないことが許容

される場合の判断基準についても、明確に定めておく必要がある。 

 

 

（４）ガイドライン等の策定について 

【現状】 

「準要保護者」の認定事務では、申請世帯の収入額の計算は、認定の可否を

直接決めるものであり、極めて重要なものである。しかし、これまで見てきた

ように、今回監査した事例の中だけでも、認定判断の誤りや、それにつながる

リスクのあるものが複数発生していた。中には、本来であれば、就学援助の対

象として「認定」されるべき世帯が「不認定」として処理された事例もあった。 

実務上、認定事務を実施するにあたっては、「就学援助認定事務入力作業マニ

ュアル」があり、それにもとづいて、申請世帯の収入額の計算が行われている。 

しかし、このマニュアルには、前述の「（１）直近の給与による収入推計」、「（２）

事業所得者と給与所得者の取扱いについて」で見たようなケースについては、

取扱いが示されていない。また、「（３）申請者の自己申告項目について」で見

たような「児童扶養手当」と「児童手当」の混同に伴う修正、「養育費」の判断

根拠等も示されているわけではない。 
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【指摘事項】 

就学援助制度は、将来を担うすべての児童生徒に対し義務教育を受ける機会

を保障するものであり、その適正な運営は、教育委員会として最も重要な責務

の 1 つである。教育委員会事務局においては、これまで見てきたような、認定

事務の誤りやリスクを未然に防ぐための仕組みを構築する必要があると考える。 

そのためには、認定事務における認定基準や申請世帯の収入額についての考

え方を明確に示し、具体的な計算方法や判断基準、正確性の検証方法などを盛

り込んだガイドラインを作成し、これにもとづいた制度運営を行うべきである。 

 現行の「事務処理要領」、「事務取扱説明書」、「就学援助認定事務入力作業マ

ニュアル」については、相互に整合した一体としての改訂を行い、より実効的

で具体的なガイドラインを策定することが必要であると考える。 

 
 

（５）準要保護者の具体的な認定基準について 

【現状】 

繰り返しになるが、静岡市では、「準要保護者」の具体的な認定基準について、

次のとおり定めている。 
 

（準要保護者の認定基準） 

ア．保護者の収入不安定等により生活状態が悪いと学校長又は民生委員が認め

る者（生活状態が悪いとは、その世帯の収入額が生活保護基準の 1.3 倍以下

のことをいう。） 

イ．その他、特別な事情により教育委員会が必要と認める者 
 

このように、静岡市では、「その世帯の収入額が生活保護基準の 1.3 倍以下」

であることの他、「その他、特別な事情により教育委員会が必要と認める者」に

ついても、「準要保護者」として認定することとしている。しかし、これが現実

に適用された例は見受けられない。 

これは、就学援助制度の「事務処理要領」等には、「特別な事情」についての

具体的な定めはないため、学校や認定事務担当者レベルの個別判断で、「特別な

事情」があると決定するのは、非常に困難なことによるものと考えられる。 

よって、現行の実務では、上記の認定基準のうち、実質的には「その世帯の

収入額が生活保護基準の 1.3 倍以下」という要件のみで、判定を行っていると

いう状況である。 
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就学援助制度の「準要保護者」の認定基準については、平成 27 年 10 月に文

部科学省から、「平成 25 年度就学援助実施状況等調査」等結果が公表されてい

る。内容は次のとおりである。 
 

政令市名 
準要保護世帯の認定基準の種類 

ア イ ウ エ オ カ キ ク ケ コ サ シ ス セ ソ タ チ ツ テ 

札幌市 ○ ○ ○     ○     ○         ○ ○         

仙台市 ○ ○ ○ ○ ○ ○     ○ ○       ○ ○         

さいたま市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○     ○   ○       

千葉市 ○ ○   ○ ○ ○ ○   ○ ○       ○ ○         

横浜市 ○         ○                   ○       

川崎市 ○         ○                 ○       ○ 

相模原市 ○ ○ ○ ○ ○ ○     ○ ○       ○ ○       ○ 

新潟市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○         

静岡市                               ○       

浜松市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○       

名古屋市 ○ ○ ○ ○ ○ ○                   ○       

京都市 ○         ○                         ○ 

大阪市 ○ ○   ○ ○ ○ ○   ○ ○       ○ ○       ○ 

堺市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       ○ 

神戸市           ○                 ○         

岡山市 ○ ○ ○ ○ ○ ○     ○ ○       ○   ○       

広島市 ○ ○ ○ ○ ○ ○     ○ ○       ○         ○ 

北九州市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○       

福岡市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○             ○   ○       

熊本市 ○ ○ ○ ○ ○ ○     ○ ○       ○   ○       

 合計数 18 15 13 14 14 19 8 4 13 12 5 4 4 14 9 9 0 0 6 

 採用率 
95

% 

79

% 

68

% 

74

% 

74

% 

100

% 

42

% 

21

% 

68

% 

63

% 

26

% 

21

% 

21

% 

74

% 

47

% 

47

% 

0 

% 

0 

% 

32

% 

※採用率は、静岡市を除く全政令指定都市を分母として計算している。 

 

表中の「ア」～「テ」の内容は、次のとおりである。 
 

ア．生活保護法に基づく保護の停止又は廃止 

イ．市町村民税の非課税 

ウ．市町村民税の減免 
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エ．国民年金保険料の免除 

オ．国民健康法の保険料の減免または徴収の猶予 

カ．児童扶養手当の支給 

キ．保護者が職業安定所登録日雇労働者 

ク．ＰＴＡ会費、学級費等の学校納付金の減免が行われている者 

ケ．個人の事業税の減免 

コ．固定資産税の減免 

サ．学校納付金の納付状態の悪いもの、昼食、被服等が悪いもの又は学用品、

通学用品等に不自由しているもの等で保護者の生活状態がきわめて悪いと認

められるもの 

シ．経済的理由による欠席日数が多い者 

ス．保護者の職業が不安定で生活状態が悪いと認められるもの 

セ．生活福祉資金による貸付 

ソ．生活保護の基準額に一定の係数を掛けたもの（生活保護の基準が変わると

自動的に要件が変わるもの） 

タ．生活保護の基準額に一定の係数を掛けたもの（生活保護の基準額を参照し

て額を決めているもの） 

チ．市区町村民税（所得割）課税最低限度額に一定の係数を掛けたもの 

ツ．市区町村民税（均等割）課税最低限度額に一定の係数を掛けたもの 

テ．その他 

※文部科学省「平成 25年度就学援助実施状況等調査」等結果より 

 

この調査結果によると、各政令指定都市においては、それぞれ様々な異なる

認定基準を採用していることがわかる。特徴的なものとして、「ア．生活保護に

基づく保護の停止又は廃止」（採用率 95%）、「カ．児童扶養手当の支給」（採用率

100%）があり、これらの基準は、静岡市を除く政令指定都市のほとんどが採用

している。 

各政令指定都市が、様々な定性的要件を認定基準としている一方で、静岡市

は、政令指定都市の中で唯一、定量的要件のみの単一基準を適用している。 

 

【指摘事項】 

平成 26 年度においては、就学援助の当初申請者は 4,500 人超と非常に多くな

っている。申請者の中には、収入計算の結果、僅差の金額により「不認定」と

なった者や、必要書類をどうしてもそろえることができず、審査不能により「不

認定」になった者も存在している。中には、実質的には、認定対象者と同等レ

ベルの隠れた経済的な問題を抱えている保護者もいる可能性がある。 
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静岡市においても、他の政令市と同様、世帯の困窮の蓋然性を判断するにあ

たって、重要なものについては、「特別な事情」の具体的な基準として明確に定

め、準要保護者の認定に反映させるべきと考える。 

「特別な事情」について、具体的な基準を設けることにより、僅差の金額を

もって不認定となった者でも、事情によっては救済することが可能になり、新

たな未納の発生の防止にもつながる。また、市町村民税等の「非課税」、「減免」

などの形式的な事実が確認できた者については、その時点で準要保護者として

認定することとすれば、収入額の計算を省略することが可能となり、実務担当

者の事務手数の削減にもつながることになる。 

 なお、認定基準を検討するに当たっては、前述したガイドラインの策定と同

様に、税金や社会保険等の専門的な知識が不可欠となるため、庁内の関連部署

との連携を図ることが必要と考える。 
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２．就学援助制度と給食費の未納について 

【概要】 

就学援助制度（生活保護法による教育扶助を含む）は、教育基本法の「教育

の機会均等の原則」にもとづき、学用品購入費や給食費等の援助を実施するも

のである。その理念からは、援助費を受給している世帯において、これらの費

用を「未納」とすることは想定されていないはずである。しかし、現実には、

全国的に要保護、準要保護となる世帯からも、給食費の未納が発生しており、

給食費の未納問題と就学援助制度の在り方は、密接に関連している。 

 

「平成 22 年度における子ども手当の支給に関する法律」等の施行と学校給食

費の未納問題への対応について（別添 学校給食費の未納問題への対応につい

ての留意事項）」（文部科学省通知 平成 22 年 5 月 14 日）では、給食費の未

納と就学援助制度の関係について、次の記載がある。 
 

２．生活保護による教育扶助及び就学援助制度の活用について（抜粋） 

今回の調査において、児童生徒ごとに未納が生じる主な原因についての学校

としての認識に係る設問に対し、「保護者の経済的な問題」が原因であるとの

回答が約 33％を占めている。 

現行制度においては、生活保護による教育扶助には学校給食費が含まれてお

り、また、生活保護の対象とならないものの経済的な理由により就学が困難と

認められる児童生徒の保護者に対しては、各地方公共団体の定めるところによ

る就学援助制度により、学校給食に要する経費の援助がなされている。（略） 

このような制度があるにもかかわらず、学校給食費の未納の原因として「保

護者の経済的な問題」が原因であるとの回答が約 33％にのぼるため、その事

情を個別に聴取したところ、このような事例の中には、生活保護あるいは就学

援助制度の受給対象資格を有しながら、申請を行っていない保護者がみられる

とのことであった。また、生活保護あるいは就学援助制度の適用を受け、学校

給食費の支払に充当するための金銭を受給しているにもかかわらず、他の出費

に充てている保護者も存在するとのことであった。（略） 

また、これらの制度の適用を受け、学校給食費相当額について受給している

にもかかわらず、他の出費に充てている保護者については、本来、「保護者の

経済的問題」というよりは、「保護者としての責任感や規範意識の問題」とも

認識され得る事例であるが、今回の調査では、このような事例への対応策とし

て、学校給食費相当額を直接、学校長に交付するとする取組を行っている事例

が報告されている。なお、このような措置に関しては、昭和 39 年 2 月 3 日付
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け文初財第 21 号文部省初等中等教育局長、体育局長通知「要保護および準要

保護児童生徒に対する就学援助費に係る事務処理要領について」において、必

要に応じて保護者に代わり、学校長に交付する場合もあることを前提として、

「学校長が保護者の代理者として給与費を取り扱う場合は、必ず委任状を作成

するよう指導すること」とされている。また、生活保護法第 32 条第 2項では、

「教育扶助のための保護金品は、被保護者、その親権者若しくは未成年後見人

又は被保護者の通学する学校の長に対して交付するものとする。」とされてお

り、必要に応じて適切と認められる場合には、学校長に交付することも制度上

可能となっている。学校給食の未納問題の解消を図る上でも、このような制度

の運用も一つの有効な方法であると考えられる。 

（注）下線は、監査人によるものである。 

 

ここでは、「就学援助制度（要保護、準要保護）の適用を受け、学校給食費の

支払に充当するための金銭を受給しているにもかかわらず、他の出費に充てて

いる保護者が存在する」点を問題点として記載している。そして、その対策と

して、以下の２点について言及している。 

 

（１）要保護世帯の給食費の学校長払い 

教育扶助のための保護金品は、被保護者、その親権者若しくは未成年後見

人又は被保護者の通学する学校の長に対して交付するものとする（生活保護

法第 32 条第 2項）。 
 

（２）準要保護世帯の給食費の学校長払い 

必要に応じて保護者に代わり、学校長に交付する場合もあることを前提と

して、「学校長が保護者の代理者として給与費を取り扱う場合は、必ず委任状

を作成するよう指導すること」（「要保護および準要保護児童生徒に対する就

学援助費に係る事務処理要領について」） 

 

これによると、要保護世帯においても準要保護世帯においても、未納を未然

に防ぐ方法として、受給者本人への給食費の支給に代え、学校長に交付するこ

とにより、受給世帯の給食費に充当することが、制度上可能とされている。ま

た、その考え方は、「生活保護制度における代理納付等の適切な活用等について」

（厚生労働省通知 平成 19 年 10 月 5 日）、「生活保護制度における代理納付等の

適切な活用等について（周知）」（文部科学省事務連絡 平成 19 年 10 月 5 日）に

おいても、同様に説明されている。 
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【現状】 

静岡市の小中学校について、給食費の未納者について調査したところ、結果

は次のとおりであった。 
 

 
未納者の状況（平成 27年 3月 31 日現在） 

うち 在学中 

就学援助者 

うち 在学中 

就学援助者以外 

うち 卒業生 

就学援助者 

うち 卒業生 

就学援助者以外 

小学校 22 名 44 名 19 名 26 名 

中学校 40 名 31 名 4 名  35 名 

合計 62 名 75 名 23 名 61 名 

 

未納者のうち、在学中の 62 名、卒業生の 23 名は、就学援助費の受給者であ

り、給食費の財源が担保されているにもかかわらず、給食費を支払っていない

ことになる。このことから、静岡市においても、就学援助を受けている世帯か

ら給食費の未納が発生していることがわかる。 

 

静岡市では、要保護世帯に対する給食費等の援助については、生活保護制度

における教育扶助に包含されており、学校長払いについても、学校と保健福祉

局との間で実施されている。 

一方、準要保護世帯に対する給食費等の援助については、「【事業の概要】④

就学援助費の支給」に記載したとおり、教育委員会事務局から学校長に支給す

る形をとっている。その際に、申請者から、就学援助費の受領に関する権限を

学校長に委任する「委任状」の提出を受けているが、その効果の及ぶ範囲は、

あくまでも、教育委員会からの支給金額を一時的に学校長が受領することに留

まっている。そのため、現行の制度運営上は、就学援助費を「学校長口座」か

ら受給者本人に直接支給することが前提となっており、結果として、未納が発

生している状態である。 

なお、一部の学校では、学校と保護者との同意にもとづき、「学校長口座」か

ら直接給食費等に充当する事務を行っている。これは、市の「事務処理要領」

等に明示されている手続ではなく、学校単位の独自の取組みとのことである。

就学援助費の充当について、教育委員会事務局では、「本人同意書類等」と「本

人宛領収書等」の保管を要件として指示しているものの、実務上の判断や手続

については、学校単位に委ねられている。 
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【指摘事項】 

近年、主な政令指定都市では、給食費を私費会計から公会計に移行する取り

組みを進めており、例えば、すでに公会計化している横浜市では、就学援助対

象世帯の給食費については、当初から全額援助費より充当するものとしている。

また、私費会計であっても、例えば、神戸市では、「就学援助規則」において、

対象世帯が学納金を滞納した場合には、「援助費の請求、受領および執行」を学

校長に委任することを明確にしている。同じく私費会計である新潟市でも同様

に、学納金の滞納が生じた場合には、学校長の口座へ振替えることを、あらか

じめ「就学援助申請書」で同意する取り扱いとしている。 

就学援助制度における援助費は、生活保護の教育扶助費と同様に、将来を担

う児童生徒の教育を受ける機会を保障し、すべての児童生徒が等しく円滑なる

義務教育を享受できるよう配慮するためのものである。就学援助費を受給して

いる世帯が、市から受給した援助費を「未納」とし、教育と関係のない用途に

使用するということは、決してあってはならないことである。 

静岡市においても、他の政令指定都市のような、いわゆる「学校長払い」と

同様の方法を利用することにより、就学援助世帯の未納をなくす必要がある。

まずは、現行の「委任状」の見直しを行い、その内容について再検討を行うべ

きである。その際には、学校独自の学校単位に委ねる制度運営ではなく、教育

委員会事務局が、市立の小中学校全校に対して主導性を発揮し、全体の管理を

主体的に行うことにより、未納額の減少に取り組む必要があると考える。 
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Ⅵ．補助金等 

１．遠距離通学費補助金 

【概要】 

事務事業名 遠距離通学費補助金 

分類 補助金事業 

期間 昭和 40 年より 

対象者 遠距離通学児童生徒の保護者 

事業目的 児童生徒の遠距離通学に係る経費の負担を軽減する。 

事業内容 ・徒歩、自転車通学の場合は、通学用品費を補助 

・バス通学の場合は、定期券購入費用を補助 

 

〇静岡市遠距離通学費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 静岡市は、静岡市立の小学校の児童（以下「児童」という。）又は中

学校の生徒（以下「生徒」という。）の遠距離通学に係る経費の負担の軽減を

図るため、当該経費を負担する児童又は生徒の保護者に対して補助金を交付す

るものとし、その交付に関しては、静岡市補助金等交付規則（平成 15 年静岡

市規則第 44 号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 
 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次

の各号のいずれかに該当する児童又は生徒（以下「遠距離通学者」という。）

の保護者とし、補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は、定期券購入費又は遠距離通学者が通学に使用する用品の購入に要する経費

（以下「通学用品購入費」という。）とする。 

（１）徒歩又は自動車により通学する児童又は生徒のうち、通学距離が４キロ

メートル以上（へき地学校又は中山間地小学校へ通学する児童については

３キロメートル以上）のもの 

（２）バスにより通学する児童又は生徒のうち、通学距離が児童にあっては４

キロメートル以上（へき地学校又は中山間地小学校へ通学する児童につい

ては３キロメートル以上）、生徒にあっては６キロメートル以上（地理的

条件から自転車通学が困難であるものとして教育委員会がバスによる通

学を認めた場合は４キロメートル以上）のもの 
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（補助金額） 

第４条 補助金の額は、別表に定める区分に従い、補助対象経費ごと同表の補

助金額欄に定める額とする。 

 

別表（第４条関係） 

区分 補助対象経費 補助金額 

児

童 

バス通学 へき地学校に通学する場合 定期券購入費 定期券購入費 

へき地学校以外の学校に通

学する場合 

定期券購入費 定期券購入費（年額 38,000 円を

超える場合は、38,000 円と

38,000 円を超えた部分に 10 分

の 7を乗じて得た額の合計額） 

徒歩通学  通学用品購入費 年額 3,000 円 

生

徒 

バス通学 へき地学校に通学する場合 定期券購入費 定期券購入費 

 へき地学校以外の学校に通

学する場合 

定期券購入費 定期券購入費（年額 77,000 円を

超える場合は、77,000 円と

77,000 円を超えた部分に 10 分

の 7を乗じて得た額の合計額） 

徒歩・自

転車通学 

通学距離が 6 キロメートル

未満の場合 

通学用品購入費 年額 3,000 円 

通学距離が 6 キロメートル

以上の場合 

通学用品購入費 年額 4,000 円 

 

平成 26 年度の学校別の支給実績は、以下のとおりである。 
 

学校名 
一般児童 

生徒数 

支給対象 

児童生徒数 
支給率 年間支給額 

足久保小学校 262 人 250 人 95.4% 8,027,450 円 

賤機中学校 251 人 23 人 9.2% 2,666,594 円 

清水庵原小学校 457 人 67 人 14.7% 2,499,786 円 

藁科中学校 66 人 19 人 28.8% 2,308,690 円 

梅ヶ島中学校 16 人 10 人 62.5% 1,212,980 円 

玉川小学校 32 人 24 人 75.0% 1,117,110 円 

その他小中学校 － － － 5,894,205 円 

合計 － － － 23,726,815 円 
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（１）適切な通学区域の設定について 

【現状】 

【概要】に記載した平成 26 年度の学校別の支給実績において、特筆すべきで

あると思われるのは足久保小学校である。この小学校では、児童の 95.4%が遠距

離通学により補助の対象となっており、バスで通学していることになる。生徒

数が少ないへき地校であれば、バス通学生徒の率が高くなることもあると思わ

れるが、268 人の児童数の小学校で、250 人がバス通学をしている状況は、通常

では考えにくい。 

 

また、足久保小学校にバス通学する児童の使用バス停から学校までの距離を

調べたところ、次の事実が判明した。 
 

バス停名 人数 足久保小学校前

までの距離 

美和小学校まで

の距離 

足久保保育園前 76 人 3.6km 2.1km 

美和中学校前 75 人 3.5km 1.7km 

原田 68 人 3.2km 2.1km 

八十岡入口 26 人 2.7km 2.5km 

奥長島 3 人 2.9km 8.0km 

口長島 2 人 3.6km 8.9km 

合計 250 人   

（注）上記の距離は、yahoo 地図のルート検索で調べた距離を記載している。 
 

この結果からわかるのは、バス通学する児童のうち、「奥長島」と「口長島」

から通う 5 人を除く 245 人については、足久保小学校よりも美和小学校のほう

が近いという事実である。 

 

また、上記に記載したバス停の中に「美和中学校前」というバス停があるが、

この美和中学校には、足久保小のほか、安倍口小と美和小の通学区域の居住す

る生徒が通っている。この３小学校の生徒数の推移は、次のとおりである。 
 

（単位：人） 

小学校名 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H26 

安倍口小 1,278 1,820 872 501 404 337 309 263 268 

美和小 － － 852 542 341 214 149 98 75 

足久保小 208 389 410 289 241 155 132 257 268 
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出典：「静岡市立小学校及び中学校の適正規模・適正配置の基本的考え方及び具体的方

策（答申） 平成 24 年 10 月 11 日 静岡市立小学校及び中学校適正規模等審議会」、

「静岡市の教育 2014 静岡市教育委員会」 
 

美和小学校は、安倍口小の通学区域の一部が変更され、昭和 57 年 4 月 1 日に

創立された学校である。創立から３年経った昭和 60 年には、852 人の児童が通

学していたが、平成 26 年度においては、児童数が 75 人にまで減少し、昭和 60

年の児童数の 8.8%の低水準となっている。 

 美和小学校の施設規模は、次のとおりである。 
 

学校名 児童数 
教室数 

校舎面積 体育館面積 校地面積 
普通 特別 合計 

美和小 75 名 6 11 17 7,094 ㎡ 964 ㎡ 17,269㎡ 

 

 一方、足久保小学校の施設規模は、次のとおりである。 
 

学校名 児童数 
教室数 

校舎面積 体育館面積 校地面積 
普通 特別 合計 

足久保小 268 名 11 6 17 2,788 ㎡ 662 ㎡ 9,172 ㎡ 

 

 美和小は、現在では児童数が 75 名と少なくはなっているが、かつては 800 人

を超える規模の小学校であったこともあり、十分な施設規模があるといえる。 

 一方、足久保小は、校舎面積、体育館面積、校地面積すべてにおいて、美和

小より狭いにもかかわわらず、児童数は 268 名と美和小の 3.6 倍と多くなって

おり、手狭な状態と考えられる。 

参考までに、足久保小学校と同程度の生徒数（250 人から 300 人まで）の静岡

市内の小学校の施設規模を比較すると、次のとおりとなる。 
 

学校名 
児童数

（名） 

教室数 校舎面積

（㎡） 

体育館面積

（㎡） 

校地面積

（㎡） 普通 特別 合計 

足久保小 268 11 6 17 2,788 662 9,172 

新通小 269 13 11 24 6,568 655 11,267 

田町小 258 11 10 21 4,986 944 19,999 

安倍口小 268 12 14 26 6,113 819 16,378 

大里東小 257 11 9 20 4,347 662 13,345 

清水辻小 286 11 8 19 4,345 931 12,459 

蒲原東小 295 14 8 22 4,322 1,078 20,491 
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これを見ると、足久保小学校は、同程度の児童規模の小学校と比較しても、

施設の規模がかなり手狭な状態であるといえる。 

 

「静岡市立小学校及び中学校の適正規模・適正配置の基本的考え方及び具体

的方策（答申）平成 24 年 10 月 11 日 静岡市立小学校及び中学校適正規模等審

議会」では、安倍口小と美和小について課題校として取り上げており、次の提

言がなされている。 
 

【安倍口小・美和小】 

① 隣接する小学校との通学区域の変更 

 課題校として捉えられた安倍口小と美和小については、平成 29 年度推計で安

倍口小は 10 学級、美和小は 6学級になると予想されており、お互いに小規模校

同士となるため、両校間の通学区域を変更しても効果はない。 

 また、美和小の北に隣接する足久保小は、平成 29 年度推計で 12 学級の適正

規模校になると予想されているが、足久保小学校の一部を美和小の通学区域に

編入した場合は、足久保小も規模の縮小により小規模校となる可能性があるた

め、通学区域を変更する手法は難しい。 
 

② 隣接する小学校との統合 

 分離新設により設立された美和小と安倍口小を統合した場合は、下記のシュ

ミレート結果のように新設校は適正規模校となる。 

 小規模化が進む安倍口小と美和小については、今後も児童数の増加が見込ま

れないため、統合を検討する必要がある。 
 

○隣接する小学校との統合シミュレーション 

 1 年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 合計 中学校 

 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 

安倍口小 1 28 2 39 1 31 2 53 2 42 2 37 10 230 美和中 

美和小 1 12 1 10 1 16 1 14 1 10 1 14 6 76 美和中 

新設校 2 40 2 49 2 47 2 67 2 52 2 51 12 306  

※学級数と児童数は、平成 23年度における平成 29 年度推計 

 

また、「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引～少子化に

対応した活力ある学校づくりに向けて～」（平成 27年 1月 27 日 文部科学省）（以

下、「手引」という）においては、次の記載がある。 
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学校の適正配置（通学条件）抜粋 

【通学距離による考え方】 

徒歩や自転車による通学距離としては、小学校で４km 以内、中学校で６km

以内という基準はおおよその目安として引き続き妥当であると考えられます。 

【通学時間による考え方】 

適切な交通手段が確保でき、かつ遠距離通学や長時間通学によるデメリット

を一定程度解消できる見通しが立つということを前提として、通学時間につい

て「おおむね１時間以内」を一応の目安とした上で、各市町村において、地域

の実情や児童生徒の実態に応じて１時間以上や１時間以内に設定することの

適否も含めた判断を行うことが適当であると考えられます。 
 

これ以外にも、スクールバス等の多様な交通手段を導入する場合のデメリッ

トとして、「徒歩時間の減少による体力の低下や放課後の遊びの時間や家庭学習

時間の減少、児童生徒の疲労への配慮といった課題が生じることが考えられる」

と記載されている。 

 

足久保小学校は、児童の 95％超がバス通学をしている状態であるが、小学校

までの距離は 2.7km から 3.6km と４km 以内にあり、文部科学省の【通学距離に

よる考え方】によれば、徒歩通学でも妥当な水準ということになる。また、バ

ス通学による体力の低下についても、文部科学省の提言において指摘されてい

るところである。 

この点について、バス通学による体力の低下を補うために何らかの対策を行

っているか確認したところ、特に行っていないとのことであった。 

 

また、足久保小学校のバス通学率が高くなっていることについて、どのよう

な見解を持っているか、担当課に確認したところ、次の回答があった。 

 

児童生徒の体力向上の点から捉えれば徒歩での通学が適当と考えますが、へ

き地、中山間地に居住する児童生徒の通学に際しては、急峻な山道や通学路の

大部分に歩道が無く見通しが悪いなど、徒歩による安全が確保されないことか

らバス通学の必要性があると考えております。 

 この地区は、従来から足久保小学区自治会に属することから指定校は足久保

小学校となっており、この地区の指定校を美和小学校とした場合、学区と自治

会を分断することとなり長い歴史の中で築き上げてきた地域を、分断してしま

うことから地域住民の理解等を得なければならないなど、大きな問題が発生す

ることとなります。 
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 また、宅地開発業者が分譲の際、足久保小学校とアナウンスしており、これ

を承知の上で当該地区に分譲地購入している方もいることからも学区を変更

することは難しいと考えております。 
 

 

以上の【現状】で述べてきた内容をまとめてみると、次のようになる。 
 

①足久保小学校は、児童数 268 名の小学校であるが、児童の 95.4％にあたる

250 名が遠距離通学をしており、補助金が支給されている。 

②そして、遠距離通学 250 名のうち 245 名は、足久保小学校よりも、美和小学

校のほうが距離的には近い状態である。 

③その美和小の施設は、校舎面積、体育館面積、校地面積すべてにおいて、足

久保小より大きいが、今では児童数が 75 名と少なく、ピークの１割にも満た

ない。一方、施設規模の狭い足久保小は、児童数が 268 名と多く、美和小の

3.6 倍の水準である。 

 

これらの事実からすると、足久保小の学区を変更したほうがいいのではない

かと考えられるところであるが、教育委員会事務局では、足久保地区には、歴

史的な経緯等、様々な事情があり、学区を変更することは難しいと考えている。 

 

【指摘事項】 

この地域には様々な事情があり、学区変更が難しいことは理解できるが、現

状は、へき地以外の一部の特定の地域に住んでいる者がバス通学し、そこに補

助が集中している状況である。学校教育においても、補助金の支出においても、

公平性が求められるところであり、このような状況が、今後もこのまま続いて

いくことは、やはり望ましいものではない。 

通常では考えにくい状況で、補助金として公費を支出している以上、学区変

更については、今後も継続的に検討していく必要があると考える。また、学区

変更が難しくて出来ない場合であっても、補助金の透明性の観点から、地域住

民以外の市民に対しても、学区変更が出来ない理由などの情報を公開し、市民

への説明責任を果たすことも必要と考える。 
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（２）定期券購入事務について 

【現状】 

この補助金の支給事務については、対象児童・生徒の通う学校長が保護者か

ら前掲の委任状を受領することにより、市への請求事務は各学校単位で一括し

て行われ、補助金は、市から各学校の指定する口座へ振り込まれる。振込後、

各学校では、徒歩・自転車通学の児童・生徒には、保護者が指定する銀行口座

への振込みまたは現金で支給を行い、一部のバス通学の児童・生徒には、定期

券を購入して現物支給している。 

 

【指摘事項】 

しかし、委任状では、「交付申請、請求及び受領に関する」権限は、保護者か

ら委任されているが、定期券の購入までは、委任されてはいない。現状では、

保護者からの委任を受けていない定期券購入事務を、学校側が行っている状態

となっている。 

この補助金を受給するのは対象児童・生徒の保護者であり、補助金の処分を

行う権利があるのも保護者であると考えられる。保護者からの委任がない状態

で、学校側が定期券を購入することは、適切ではないため、現状の事務処理を

改め、適切な処理を行う必要がある。 
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２．静岡市高等学校定時制通信制教育振興会補助金 

【概要】 

事務事業名 定時制通信制教育振興会補助金 

分類 補助金事業 

期間 昭和 39 年より 

対象者 静岡市高等学校定時制通信制教育振興会 

清水東高等学校定時制教育振興会 

事業目的 高等学校の定時制及び通信制教育の振興を図る。 

事業内容 運営的経費に対し補助 

 

〇静岡市高等学校定時制通信制教育振興会補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、静岡市内の高等学校の定時制通信制教育の振興を図るた

め、定時制通信制高等学校に在籍する生徒、保護者及び定時制通信制教育の振

興に賛同する個人並びに団体で組織された団体（以下「振興会」という。）に

対し、振興会の運営に要する経費について予算の範囲内において、静岡市高等

学校定時制通信制教育振興会補助金（以下「補助金」という。）を交付するも

のとし、その交付に関しては、静岡市補助金等交付規則（平成 15 年静岡市規

則第 44 号）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによるものとする。 

（補助対象経費） 

第２条 補助金の対象となる経費は、振興会が実施する事業のうち次に掲げる

事業に要する経費とする。 

（１）定時制通信制教育の趣旨を普及し、理解を求める事業 

（２）定時制通信制教育に関する諸機関及び雇用主との連携協力を図る事業 

（３）定時制通信制教育の施設設備の充実を図る事業 

（４）生徒の修学を奨励し、福祉の増進を図る事業 

（５）定時制通信制教育に携る教育の研修を奨励する事業 

（６）その他振興会の目的の達成に必要な事業 

 

平成 26 年度において、静岡市高等学校定時制通信制教育振興会（以下、旧静

岡市振興会）と清水東高等学校定時制教育振興会（以下、旧清水市振興会）の

２団体に補助金の交付が行われている。各団体への補助金交付の概要は、次の

とおりである。 
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団体名 旧静岡市振興会 旧清水市振興会 

団体役員数 13 名 33 名 

交付決定額 501,408 円 1,020,000 円 

対象高校数と課程数 4 校 5 課程 1 校 1 課程 

定時制課程在籍生徒数   923 名 91 名 

通信制課程在籍生徒数 1,527 名  －名 

対象となる高校 静岡高校定時制課程 

科学技術高校定時制課程 

静岡中央高校定時制課程 

静岡市立高校定時制課程 

静岡中央高校通信制課程 

清水東高校定時制課程 

 
 

（１）旧静岡市振興会と旧清水市振興会への補助水準について 

【現状】 

旧静岡市振興会と旧清水市振興会への補助金額を比較すると、旧清水市振興

会は、対象となる高校数や生徒数が旧静岡市振興会より少ないにもかかわらず、

交付決定額は多くなっていることがわかる。旧静岡市の通信制課程の生徒数が

多いことを考慮し、両団体の交付決定額を定時制課程在籍生徒数で除して算出

した、生徒 1人あたりの補助金額は、以下のとおり、大きな差が生じている。 
 

団体名 旧静岡市振興会 旧清水市振興会 

1 人あたり補助金額 587 円 11,208 円 
 

この点について、担当課に確認したところ、「補助金の算定の根拠は生徒数で

はなく、各申請団体の事業等でありその規模が違うため、このような差が生じ

ている。生徒数×単価で算出はしていない」とのことであった。また、両団体

が具体的にどのような事業を行っているかを確認したところ、「当補助金以外の

事業はありません」とのことである。 

また、旧清水市振興会の事業実施明細書によると、次のような支出が、補助

の対象となっている。 
 

品目 種類 金額 

定時制授業用液晶テレビ、 

ブルーレイプレイヤー他 

指導諸費 564,624 円 

教室冷暖房使用料 需用費 78,799 円 
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一方で、旧静岡市振興会の事業実施明細書によると、消耗品や冷暖房費のよ

うな支出は、補助の対象となっていない。 

 

【指摘事項】 

本来、公平性が求められる補助金において、生徒１人あたりの補助金額が、

旧静岡市と旧清水市でこれほど大きく違う現状は、不公平な取扱いとなってい

ると考えられる。 

この制度は、旧静岡市と旧清水市の合併前から存在するものであり、旧２市

間での補助度合いの差から生じている部分が多いものと推測される。しかし、

平成 15 年 4 月における両市の合併から、すでに 12 年も経過しているため、市

として両団体に対する補助度合いを再考する必要があると考える。 

 
 

（２）支出内容の妥当性について 

【指摘事項】 

上記に記載した教室冷暖房使用料については、要綱第２条第４号にある「生

徒の修学を奨励し、福祉の増進を図る事業」として、補助の対象としていると

の回答を得た。しかし、仮にこれを行わなかったからといって、生徒が修学し

なくなる、あるいは、生徒の福祉の増進が図れないかというと、疑問のあると

ころである。また、清水東高校は県立高校であり、仮に市が負担しなかったと

ころで、本当に必要であれば、県費で支出が行われるはずである。旧静岡市振

興会では、教室冷暖房使用料に対する補助を行っていないことからすると、清

水東高校の冷暖房使用料を補助対象とすることは、中止にするべきである。 

また、定時制授業用液晶テレビやブルーレイプレイヤーについても、定時制

専用の施設があるわけではなく、全日制でも使用する可能性がある。このよう

な支出を補助対象とすることも、この補助金の趣旨から考えると、適切でない

と言わざるをえない。 

補助の対象となる支出について、見直しを行うとともに、事業実施明細書を

厳しくチェックすることが必要である。 
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（３）補助の見直しについて  

【指摘事項】 

旧静岡市振興会と旧清水市振興会の両団体は、この補助金以外の事業を行っ

ていないとのことである。しかし、その割には、役員の数は、旧静岡市振興会

が 13 名、旧清水市振興会が 33 名と非常に多くなっている。両団体は、この事

業のためだけに、多人数で組織されている団体であり、現状の事業規模からす

ると、事業活動の効果は大きなものではないと考えられる。 

この補助金は、「高等学校の定時制及び通信制教育の振興を図る」ため、昭和

39 年に開始したものである。補助の開始からは、すでに 50 年以上が経過してお

り、補助を開始した当初に比べ、定時制・通信制高校の教育振興を図るための

事業環境は、まったく異なるものとなっているはずである。 

この補助金については、交付先の事業規模や補助の支出内容を見る限り、50

年前に掲げた当初の目的はすでに達成され、補助の役割はすでに終えていると

考えられる。補助の目的や今後も補助を継続する必要性等について、あらため

て見直しを行う必要があると考える。 

また、この補助金では、最終的な補助の対象となっている学校は、静岡県立

高校４校と静岡市立高校１校である。公費の負担が必要な場合でも、例えば、

県立高校の場合は、この補助金を団体経由ではなく直接学校に交付する、もし

くはＰＴＡに対して交付する、市立高校の場合は、予算措置を講じるなど、振

興会への補助とは別の方法も考えられる。現状とは異なる方法により、同じ目

的を果たすことが可能かどうかについても検討を行うべきである。 

 
 

（４）決算書と事業実施明細書の不整合について 

【指摘事項】 

旧清水市振興会から提出された実績報告書に添付されている静岡県立清水東

高等学校定時制教育振興会会計決算書と、事業実施明細書の支出金額について、

一部不整合があった。 
 

静岡県立清水東高等学校定時制教育振興会会計決算書の支出の部合計 1,627,404 円 

事業実施明細書の合計 1,590,610 円 

差額 36,794 円 
 

補助金の支出に影響を与えるものではないが、本来であれば、担当者が適切

にチェックを行い、資料の再提出をさせるなどの措置を行う必要があった。  
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３．篤志奨学金（給付金）、奨学金貸付金 

【概要】 

事務事業名 奨学金給付金 奨学金貸付金 

分類 補助金事業 ソフト事業 

期間 昭和 53 年より 昭和 27 年より 

対象者 静岡市内に住所を有する方で、新た

に学校等に入学する新 1年生。人物・

学力・収入基準により選考された方。 

本人の保護者が静岡市内に住所を有す

る方で、学校等に在学し、修学に耐え

得ると認められる方。人物・学力・収

入基準により選考された方。 

事業目的 修学困難な学生・生徒に対し、教育

奨励費として奨学金を給付する。 

高校、専修学校、短期大学、大学及び

大学院等に入学又は在学する方に学資

を貸与し、優秀な人材を育成する。 

事業内容 毎年度の予算の範囲内で、高校生

50,000 円、短大生・大学生 100,000

円を給付する。 

高校生月額 8,000 円 

短大生・専門学校生月額 15,000 円 

大学生等月額 20,000 円 
 

 なお、奨学金貸付金制度は、補助金事業ではないが、補助金事業である奨学

金給付金制度との類似性を考慮して、ここに記載をしている。 

 

〇静岡市篤志奨学基金条例 

（設置） 

第１条 篤志家からの寄附金による奨学資金（以下「奨学金」という。）を修

学困難な学生又は生徒に対し教育奨励費として給付するため、静岡市篤志奨学

基金（以下「基金」という。）を設置する。 

 

〇静岡市篤志奨学基金条例施行規則 

（奨学生の資格） 

第２条 奨学金を給付する学生又は生徒（以下「奨学生」という。）は、静岡

市民にして大学又は高等学校に入学すると認められるものでなければならな

い。 

（奨学金の額） 

第３条 奨学金の額は、大学 10 万円以内、高等学校 5 万円以内とし、予算の

範囲内で入学時に給付する。 
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（１）適切な選考手続について 

【現状】 

静岡市奨学生選考基準（以下、「選考基準」という）によると、選考基準は、

以下のとおりとなっている（抜粋）。 
 

１ 選考基準 

人物、学力、家庭の状況及び「奨学生推薦調書」（在学又は卒業校長による推

薦書）を参考資料とする。 

（２）人物・学力・・・次のいずれかに該当する者  

 ア 学校等における成績が平均水準程度の者（概ね 3.00 以上） 
 

また、奨学生選考委員会会議結果によると、育英奨学生の選考において、 
 

・学業成績を優先し選考、基準として概ね 5教科平均 3.00 以上を選考 

・学業成績基準の 3.00 を下回っている 3名について選考委員会に諮った 
 

とあり、結果として、 
 

・学業成績は、基準を下回っているが、学校長の推薦調書等で判断すれば、奨

学生として相応しい人物であると判断し認定することとした 
 

との記載がある。 

しかし、静岡市奨学金申込者調査票における申込者全員の成績を見ると、選

考委員会で検討された３名（5 教科平均 2.50 以下）の他に、5 教科平均が 2.50

から 3.00 の間である申込者が複数名存在していた。つまり、これらの者につい

ては、選考基準で定める学力水準（概ね 3.00 以上）を満たしていないにもかか

わらず、何ら検討がなされないまま、奨学金の貸与が行われていることになる。 

 

【指摘事項】 

これらの者の学校長の推薦調書等を見ると、2.50 以下の 3 名の推薦調書等と

比較して、遜色のない記載ではある。このことからすると、選考委員会で検討

された場合でも、奨学金の貸与は行われる結果となったと思われるが、本来あ

るべき必要な手続が行われていなかったことは否めない。 

選考基準に則り、適切な選考手続を行う必要がある。 
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（２）給与所得家庭と事業所得家庭の公平性について 

【現状】 

 奨学金の対象となる生徒を選考するにあたっては、申込者の世帯の収入状況

も判定の基準となっている。この収入状況を検討するにあたり、選考基準の別

表２では、給与所得の場合における控除額が、以下のとおり定められている。 
 

別表２ 

給与所得の場合における控除額 

年間収入額 控除額 

400 万円以下の場合 （年間収入額×0.2＋263 万円） 

400 万円を超え 878 万円以下の場合 （年間収入額×0.3＋223 万円） 

878 万円を超える場合 486 万円 
 

これによると、例えば、年収 400 万円の給与所得は、控除額の控除後で 57 万

円となり、年収 878 万円の給与所得は、控除後で 392 万円となる。また、これ

以外にも、申込者本人の就学状況や、兄弟姉妹の就学状況に応じた控除も定め

られている。 

これら控除額は、独立行政法人日本学生支援機構（以下、「支援機構」という。）

の定める控除額と同様であり、一部金額の調整を行っているとのことである。 

平成 26 年度の篤志奨学金の認定において、以下の４人の申込者がいた。収入

状況の判定結果は、次のとおりである。 
 

   申込者Ａ   申込者Ｂ   申込者Ｃ   申込者Ｄ 

世帯人数  5 人   5 人   4 人   4 人 

収入基準額 父  給与 500 万円   給与 670 万円   給与 525 万円   事業 100 万円 

母  給与 350 万円  給与 230 万円  給与 325 万円  給与 100 万円 

その他  年金 80 万円   なし   なし   給与 100 万円 

収入合計  930 万円   900 万円   850 万円   300 万円 

給与控除 

および 

年金控除額 

父  373 万円   424 万円   380 万円   なし 

母  333 万円   230 万円   325 万円   100 万円 

その他  80 万円   なし   なし   100 万円 

合計  786 万円   654 万円   705 万円   200 万円 

所得金額   144 万円   246 万円   145 万円   100 万円 

その他 

控除額 

兄弟姉妹  1 人 102 万円  2人 246万円  1人 144万円  なし  

本人  72 万円   41 万円   44 万円    37 万円 

控除合計  174 万円   287 万円   188 万円   37 万円 

判定基準額  △30 万円   △41 万円   △43 万円   63 万円 

（注）個人情報に配慮し、監査人が実際の数値を変更している箇所があるが、判定結果への影響

はない。 
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結果として、申込者Ａ、Ｂ、Ｃには、篤志奨学金 5万円または 10 万円が支給

され、申込者Ｄには、篤志奨学金が支給されていない。 
 

ここで、世帯人数が同じ 4 人である申込者Ｃと申込者Ｄを比較して、分析し

てみることとする。 

申込者Ｃは家計収入が 850 万円であるのに対し、申込者Ｄは家計収入が 300

万円であり、収入ベースでは、申込者Ｃのほうが 550 万円多くなっている。し

かし、申込者Ｃの収入は、父母ともに給与収入であり、給与控除額が 705 万円

あるのに対し、申込者Ｄは、母とその他（兄弟姉妹）の給与収入に対する控除

が算定されるのみで、控除額は 200 万円しかない。この段階で、収入ベースで

550 万円あった差額は、所得ベースでは 45 万円の差となっており、大きく圧縮

されている。 

また、申込者Ｃは、兄弟姉妹１名が自宅外より私立大学に通っているため、

その他控除欄において、144 万円の控除が算定されている。一方、申込者Ｄには、

学生である兄弟姉妹がいないため、本人分の控除が計上されるのみである。 

この結果、最終的な判定基準額は、申込者Ｃが△43 万円、申込者Ｄが＋63 万

円となり、申込者Ｃには奨学金が支給され、申込者Ｄには奨学金が支給されな

い結果となっている。 

世帯人数に違いはあるが、申込者ＡとＢについても、申込者Ｃと同様に、そ

れなりに高い水準の給与収入があり、多額の給与控除が算定されており、また、

兄弟姉妹が大学生で、その他控除も多く算定され、奨学金が支給されている。 

 

【指摘事項】 

給与収入は、前述の控除額が適用されるのに対し、事業収入は、実際の経費

が控除されるのみである。事業の経費は、実際にキャッシュアウトを伴うのに

対し、給与の控除額は、必ずしもキャッシュアウトを伴うものではない。 

仮に申込者Ｃに適用した給与控除額 705 万円が、実際にキャッシュアウトを

伴うものであるとしたら、申込者Ｃの家庭は、月額 58 万 7 千円の支出を行える

家計ということになり、どちらかと言えば、裕福な家庭と考えられる。 

また、申込者Ｃは、兄弟姉妹１名が自宅外から大学に通っており、その期間

の家計収支は楽ではないと推測するが、恒常的に所得のある家計であれば、支

出の多い時期に備えて、貯蓄や学資保険などを活用して、キャッシュフローの

平準化を図っていることも予想される。 

現在の制度は、給与収入を得ている家庭に甘く、本来であれば、支給を受け

るべき家庭に、奨学金が支給されない制度となっているのではないだろうか。

公平性の観点から、奨学金については、本当に修学困難で奨学金を支給すべき
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と考えられる家庭に対し、奨学金を支給出来るような制度の構築を再考する必

要があると考える。 

 

 

（３）支援機構との相違について 

【現状】 

支援機構の業務方法書の別表第２では、給与所得の場合による控除額として、

次のとおり規定されている。 

 

〇給与所得の場合による控除額 

（Ａ） 

年間収入金額 控除額 

400 万円以下の場合 年間収入額×0.2＋263 万円 

400 万円を超え 878 万円以下の場合 年間収入額×0.3＋223 万円 

878 万円を超える場合 486 万円 

（Ｂ） 

年間収入金額 控除額 

65 万円以下の場合 年間収入額と同額 

65 万円を超え 180 万円以下の場合 年間収入額×0.4（ただし、控除額が

65 万円未満の場合は 65 万円である。） 

180 万円を超え 360 万円以下の場合 年間収入額×0.3＋18 万円 

360 万円を超え 660 万円以下の場合 年間収入額×0.2＋54 万円 

660 万円を超え 1,000 万円以下の場合 年間収入額×0.1＋120 万円 

1,000 万円を超え 1,500 万円以下の場合 年間収入額×0.05＋170 万円 

備考 

1 高等専門学校、大学又は専修学校の専門課程において奨学金の貸与を受ける

者の生計を維持する者のうち、給与所得の年間収入金額が多い者（給与所得の

ある者が 1人の場合を含む。）にあっては、(Ａ)の表、少ない者にあっては(Ｂ)

の表を適用する。なお、年間収入金額が同額の場合については、いずれか一方

の者は(Ａ)の表、他方の者は(Ｂ)の表を適用する。 

 

ここで重要なのは、備考における記載である。給与所得者が家計に２人以上

いる場合には、給与の多い者とそうでない者で、適用される控除額が違うとい

うことである。 

一方で、静岡市の選考基準では、給与所得者であれば、すべての者が多額の
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控除を得られることになっており、この点で支援機構の考え方とは相違がある

といえる。 

この相違について確認したところ、支援機構の選考基準は、平成 26 年度の新

規貸与者から、上記の表を適用しているが、静岡市では、平成 25 年度以前の支

援機構の選考基準に準拠しているとのことであった。 

また、現在生じている支援機構との控除額算定方法に関する乖離について、

今後の市の方針を担当課に確認したところ、以下の回答があった。 
 

機構に準ずることを原則としておりますが、市奨学生に対し１人でも多く貸

与できるよう、平成 25 年度以前の機構基準を用いることとします。今後も機

構基準額の平成 25 年度以前分を原則用いることとしますが、経済状況等を勘

案しながら教育局内で決定していきたいと考えております。 
 

静岡市が、あえて支援機構と異なる基準を使用している理由は、「市奨学生に

対し１人でも多く貸与できるよう」にとのことである。 

仮に、平成26年度に支援機構と同様の選考基準を採用した場合、前掲の「（２）

給与所得家庭と事業所得家庭の公平性について」で検討した４家計の最終的な

判定基準額は、以下のとおりとなる。 
 

   申込者Ａ   申込者Ｂ   申込者Ｃ   申込者Ｄ 

世帯人数  5 人   5 人   4 人   4 人 

収入基準額 父  給与 500 万円   給与 670 万円   給与 525 万円   事業 100 万円 

母  給与 350 万円  給与 230 万円  給与 325 万円  給与 100 万円 

その他  年金 80 万円   なし   なし   給与 100 万円 

収入合計  930 万円   900 万円   850 万円   300 万円 

給与控除 

および 

年金控除額 

父  373 万円   424 万円   380 万円   なし 

母  123 万円   87 万円   115 万円   100 万円 

その他  80 万円   なし   なし   65 万円 

合計  576 万円   511 万円   495 万円   165 万円 

所得金額   354 万円   389 万円   355 万円   135 万円 

その他 

控除額 

兄弟姉妹  1 人 102 万円  2人 246万円  1人 144万円  なし  

本人  72 万円   41 万円   44 万円   37 万円 

控除合計  174 万円   287 万円   188 万円   37 万円 

判定基準額  180 万円   102 万円   167 万円   98 万円 

（注）個人情報に配慮し、監査人が実際の数値を変更している箇所があるが、判定結果への影響

はない。 

 

 これによると、平成 26 年度において、静岡市で支援機構と同じ基準を採用し

た場合には、これらの申込者はすべて判定基準額がプラスとなり、奨学金が支

給されなかった可能性がある。また、支援機構は、平成 27 年度にも、以下のよ

うに変更を行っており、静岡市との差は、ますます拡大している状況である。 
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給与所得の場合による控除額 

（Ａ） 

年間収入金額 控除額 

400 万円以下の場合 年間収入額×0.2＋238 万円 

400 万円を超え 781 万円以下の場合 年間収入額×0.3＋198 万円 

781 万円を超える場合 432 万円 

（Ｂ） 

年間収入金額 控除額 

65 万円以下の場合 年間収入額と同額 

65 万円を超え 180 万円以下の場合 年間収入額×0.4（ただし、控除額が

65 万円未満の場合は 65 万円である。） 

180 万円を超え 360 万円以下の場合 年間収入額×0.3＋18 万円 

360 万円を超え 660 万円以下の場合 年間収入額×0.2＋54 万円 

660 万円を超え 1,000 万円以下の場合 年間収入額×0.1＋120 万円 

1,000 万円を超え 1,500 万円以下の場合 年間収入額×0.05＋170 万円 

1,500 万円を超える場合 245 万円 

 
 

【指摘事項】 

このように、静岡市では、「市奨学生に対し１人でも多く貸与できるよう」に

支援機構とは異なる基準を使用しており、現状では、家計収入 930 万円の家計

に対しても、奨学金を支給している状況である。 

平成 26 年度の奨学給付金の申込者数が、高校生、短大生、大学生合わせて、

51 人と多くないことからすると、まずは、申込者を増やす方法を考える必要が

あるのではないだろうか。そして、その結果として、「市奨学生に対し１人でも

多く貸与できる」状態を実現することを検討する必要があるのではないだろう

か。 

所管課は、多額の給与所得控除を適用することにより、奨学金の支給者を増

やすのではなく、募集方法を見直すことなどによって、より多くの申込者を実

現する方法を検討すべきである。支援機構が選考基準を変更した経緯等を検討

したうえで、静岡市独自の給与所得控除の見直しを行うとともに、市民にとっ

て魅力のある制度内容の構築を行う必要があると考える。 
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（４）事業評価について 

【現状】 

静岡市の奨学金制度には、奨学金貸付金と奨学金給付金の２つの制度がある。 

この両制度に対し、平成 26 年度の事務事業総点検表（1 次評価結果）では、

所管課は、次のような評価を行っている。 
 

事

業

名 

業務達成度 

（仕事の進み方） 

事業達成度（仕事の成果） 評

価 

所管課の意見 

活動指標 成果指標 評価の理由 

主な業務内容 達成度 活動指標 目標 H26 実績 成果指標 目標 H26 実績 今後の課題と取組内容 

奨

学

金

貸

付

金 

奨学生選考 A 奨学金支払 3 回 3 回 貸与件数 188 件 165 件 A 奨学金が必要な人材に適切に貸与した。 

奨学金貸与 A 奨学生選考 57 人 42 人 平成 27 年度の新規貸与分から短大生・大

学生等で卒業後に市民税所得税割を完納

する等の条件を満たした時、奨学金の一

部を免除する規定を創設したので、その

検証が必要である。 

奨学生募集 A    

奨

学

金

給

付

金 

奨学生選考 A 給付金支払 1 回 1 回 給付件数 38 件 29 件 A 経済的に修学困難な学生に対して、適切

に教育奨励費を給付した。 

奨学金給付 A 奨学生選考 38 人 29 人 条例別表の削除について、篤志家からの

理解を得ることが必要である。 奨学生募集 A    

 

「業務達成度（仕事の進み方）」については、数値的には表されていないので、

客観的な評価は難しいところであるが、「事業達成度（仕事の成果）」について

は、活動指標、成果指標ともに目標を下回っている状況である。例えば、活動

指標にある「奨学生選考」は、貸付金が目標 57 人に対し実績は 42 人（達成率

73.6％）、給付金が目標 38 人に対し実績は 29 人（達成率 76.3％）と目標を下回

っている。 

しかし、それにもかかわらず、貸付金、給付金ともに、所管課の自己評価は

「Ａ」とされている。 

 

【指摘事項】 

事業の目標達成率が 70％台でありながら、所管課が、事業の評価を「Ａ」と

結論づけているのは、自己評価の妥当性としては疑問の残るところである。静

岡市では、事務事業評価の主な目的として、「説明責任の確保」、「成果志向の行
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政運営」、「効果的・効率的な行政運営」を挙げている。 

これらの目的を達成するためには、まずは所管課が、自らの事業について、

適切な自己評価を行う必要があると考える。 

 

 

（５）奨学金貸付金制度の今後のあり方について 

【指摘事項】 

静岡県内において、学生が利用すると思われる主な奨学金の概要は、以下の

とおりである。 

 

実施団体等 静岡市 浜松市 学生支援機構 

貸付額月額 月額20,000円以内 月額45,000円以内 
月額 64,000 円以内

（私立自宅外） 

 

これらの奨学金を比較すると、静岡市の奨学金が最も貸付額が少額である。

また、静岡市の平成 26 年度の選考者数は、42 名と実績は少ない。月額 20,000

円の少額の貸付というのは、奨学金を必要とする学生にとって、必ずしも利用

しやすいものではないと考えられる。少額な奨学金制度は、市がどのような意

図を持って事業を行っているのかが、見えてこないところである。 

静岡市では、今後の静岡市の発展に資する優秀な人材の育成に寄与するため、

育英奨学金を活用した返還免除制度を、平成 27 年度以降に新たに奨学金の貸与

の決定を受けた者を対象として、実施することとした。これは、少子化の進行

等により、静岡市の人口が今後大きく減少し、地域社会の担い手が不足してい

くことが予測されている、近年の社会状況を踏まえたものである。この制度は、

静岡市の人口対策、および、地域社会の担い手を確保するためには、有効な手

段かと思われる。 

しかし、貸付額の上限 96 万円（月額 2万円×12 ヶ月×4年間）に対し、免除

される金額は、最大で半額の48万円とそれほど大きな金額ではない。月額20,000

円という、貸付額の上限等が変わったわけでもないことからすると、県内の他

の奨学金制度と比べ、依然として利用しにくい制度ではないだろうか。 

今後の静岡市の発展に資する優秀な人材の育成に寄与するという目標を達成

するためには、奨学金を必要とする者の立場から、利用しやすい奨学金制度の

あり方について、大局的に検討し、今後の方向性を定める必要があると考える。 
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４．中山間地域学校ＰＴＡ校外教育支援事業補助金 

【概要】 

事務事業名 中山間地域学校ＰＴＡ校外教育支援事業 

分類 補助金事業 

期間 昭和 44 年より 

対象者 中山間地域の学校のＰＴＡ 

事業目的 中山間地域の学校が、校外教育活動を実施する際の保護者負

担を軽減し、地理的条件による学習活動の制限緩和を図る。 

事業内容 中山間地地域の学校のＰＴＡに対し、バス借上げ料等を補助

する。 
 

〇静岡市中山間地域学校ＰＴＡ校外教育支援事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 静岡市は、中山間地域の幼稚園、小学校及び中学校のＰＴＡが当該学

校の校外教育活動を支援する事業を促進し、もって中山間地域における教育の

振興に寄与するため、予算の範囲内にて補助金を交付するものとし、その交付

に関しては、静岡市補助金交付規則及びこの要綱に定めるところによる。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、

補助対象者が、当該学校が実施する次に掲げる校外教育活動に伴い保護者が負

担する交通費の一部を助成する事業で、市長が必要があると認めるものとす

る。 

（１）市街地への移動又は市街地を経由する移動を伴う校外教育活動で相応の

交通費を要すると市長が認めるもの。 

（２）前号に掲げるもののほか、相応の交通費を要すると市長が認める校外教

育活動 

 
 

（１）補助対象事業としての適切性について 

【現状】 

各学校から提出された平成26年度の事業報告書兼収支決算書を調査したとこ

ろ、補助の対象となっている事業の中に、以下のとおり、バスを利用して遠隔

地に行っているものが見受けられた。 
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学校名 行事名 実施場所 経費総額 
左のうち 

補助金の額 

清水宍原小学校 社会科見学 
トヨタ自動車東日本工場 

丸富製紙工場 
43,845 円 13,692 円 

清水和田島小学校 自然体験教室 朝霧野外活動センター 58,600 円 40,000 円 

藁科中学校 旅行的行事 富士急ハイランド 65,598 円 20,000 円 

清水小島小学校 社会科見学 スズキ自動車湖西工場 89,171 円 25,024 円 
 

中山間地域に所在する学校が校外教育活動を行う際には、中山間地域に所在

しない学校と比べ、多額の交通費が必要となることがある。そこで、それを理

由に校外教育活動が行われないということがないように、補助金を交付し、中

山間地域における教育の振興に寄与するというのが、この補助金交付の趣旨で

ある。 

しかし、上記の表にあるような遠隔地へバスで移動する場合には、中山間地

以外の学校であっても、同様に多額の交通費を要するはずである。中山間地以

外の学校に比べ、中山間地の学校だけが、特に多額な交通費を支出していると

は考えにくい。 

この点について、所管課へ問い合わせたところ、これらの事業は、要綱第３

条に規定する「市街地を経由する移動」を伴っているため、特に問題ないとの

回答であった。 

一般に「市街地」とは、「人家や商店・ビルなどが立ち並び，農地や自然のま

まの林・草原などが見られなくなった地域」（大辞林第三版）のことを言うが、

所管課では、この補助金の対象外となる地域を「市街地」として考えていると

のことである。この所管課の考えによれば、例えば、新東名高速道路の新静岡

ＩＣも市街地ということになり、ここを経由していれば、補助対象事業として

問題ないという説明であった。 

 

【指摘事項】 

所管課では、このように「市街地」を定義づけ、それを交付要綱にあてはめ

ることにより、上記の事業も補助対象事業としては問題ないとしている。 

しかし、この補助金の交付の趣旨からすると、中山間地域の学校でも、中山

間地域以外の学校でも、同様な交通費を要する事業について、これを補助の対

象とすることは、適切ではないと考える。また、このような事業について、中

山間地域の学校にのみ、補助金を支出することは、公平性の観点からも問題が

ある。補助金の交付の趣旨を踏まえて、補助対象事業の定義を再考すべきであ

ると考える。  
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（２）補助金交付先の公平性について 

【現状】 

各学校の事業報告書兼収支決算書を見ると、補助の対象事業として、以下の

目的地が、利用頻度が高い施設であることがわかる。 
 

〇静岡市民文化会館 

〇登呂遺跡 

〇沼上清掃工場 

〇日本平動物園 

 

これらは、静岡市内にある施設であり、旧静岡市に存在するものが多い。ま

た、社会科見学、遠足や芸術鑑賞会の場所として、市内の多くの小学校が利用

している施設である。 

補助金の支給の対象となる学校については、交付要綱の別表第１において、

以下のとおりと定めている。 
 

幼稚園 葵区 井川幼稚園及び清沢幼稚園 

清水区 清水小島幼稚園、清水小河内幼稚園及び清水和田島幼稚園 

小学校 葵区 賤機北小学校、松野小学校、足久保小学校、中藁科小学校、

水見色小学校、大河内小学校、梅ヶ島小学校、玉川小学校、

井川小学校、清沢小学校、峰山小学校及び大川小学校 

清水区 清水小島小学校、清水小河内小学校、清水宍原小学校、清

水中河内小学校、清水西河内小学校及び清水和田島小学校 

中学校 葵区 藁科中学校、大河内中学校、梅ヶ島中学校、玉川中学校、

井川中学校及び大川中学校 

清水区 清水小島中学校及び清水両河内中学校 
 

平成 15 年 4 月の旧静岡市と旧清水市との合併以降、平成 18 年 4 月に旧蒲原

町が、また、平成 20 年 4 月には旧由比町が編入し、現在の静岡市となっている。 

しかし、旧蒲原町、旧由比町は、上記の施設まで、非常に距離があるにもか

かわらず、これらの地域に所在する幼稚園、小中学校は、補助金の交付対象と

なっていない。 
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【指摘事項】 

この補助金の交付先は、中山間地域の学校が対象となっているが、市の面積

が拡大している現状においては、中山間地域という視点だけではなく、新たに

検討すべき地域が生じているのではないかと考えられる。 

このような点を考慮し、より多くの幼稚園、小中学校に「地理的条件による

学習活動の制限緩和を図る」機会を与えることが出来るように、補助の対象校

について、見直しを行う必要があると考える。 
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５．市立中学校生徒指導対策事業補助金 

【概要】 

事務事業名 生徒指導対策事業補助金 

分類 補助金事業 

期間 昭和 57 年より 

対象者 市立中学校の生徒指導対策委員会 

事業目的 中学校生徒の非行及び問題行動の発生を未然に防ぎ、万一発

生した時は、速やかに保護指導する。 

事業内容 市立中学校の生徒指導対策委員会の運営経費を補助する。 

 

〇平成 26 年度市立中学校生徒指導対策事業補助金交付事務要領 

１．趣旨 

静岡市は、市立中学校生徒の非行その他の問題行動を防止するとともに適切

な対応を図り、生徒の健全な育成を推進するため、生徒指導対策事業を実施す

る市立中学校生徒指導対策委員会に対して、予算の範囲内において補助金を交

付するものとし、その交付に関しては、静岡市補助金等交付規則及びこの要領

に定めるところによる。 

２．補助対象者 

補助金の交付となる者は、市立中学校の生徒指導対策委員会（中学校ごとに

設置する校長、教頭、生徒指導主事、学年主任及びその他の教職員で構成され

る組織をいう。）とする。 

３．補助事業 

補助金の交付の対象となる事業は、生徒の非行その他の問題行動の防止、生

徒の保護及び生徒の指導等、市立中学校生徒指導対策委員会が行う生徒指導に

関する事業で、市長が必要であると認めるものとする。 

４．補助金の額 

基本額 人数割額 

生徒数 200 人以上の中学校 52,000 円 生徒数に 65 円を乗じて算出

された額 生徒数 200 人未満の中学校 18,000 円 
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（１）教職員で構成される生徒指導対策委員会への補助金支出について 

【現状】 

この事業の補助の対象者は、中学校ごとに設置する、校長、教頭、生徒指導

主事、学年主任及びその他の教職員で構成される生徒指導対策委員会である。

生徒指導対策委員会の構成員は、すべて市の職員のため（ただし、教員は県費

で賄われている）、市の職員に対して補助金を支出していることになる。 

 

【意見】 

市の職員で構成される団体に対する補助は、適切なものとは考えられず、本

来は、予算措置されるべきものであった。 

なお、この補助金については、補助金の要綱化を検討する過程で、政策法務

課から「生徒指導という内容で特化はしているが、学校活動の一環として、補

助金ではなく予算措置されるべきである」との指摘を受け、平成 27 年度より、

補助金ではなく、事業費として配当予算に組み入れているとのことである。 
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Ⅶ．工事請負費 

【概要】 

●最低制限価格制度について 

競争入札における落札者の決定方法については、入札価格が予定価格を下回

り、かつ、最も低い価格で入札したものが、落札者となるのが原則である（地

方自治法第 234 条第 3項）。しかしながら、入札者が採算を度外視して、著しく

低い価格で落札（いわゆるダンピング）をした場合には、手抜き工事等の危険

が懸念され、品質確保の面で重大な問題を引き起こす可能性がある。そこで、

静岡市では、このようなダンピングを防止するため、入札工事に最低制限価格

制度が導入されている。 

地方自治法施行令第 167 条の 10 第２項では、最低制限価格制度について、次

のとおり定めている。 
 

〇地方自治法施行令 

（一般競争入札において最低価格の入札者以外の者を落札者とすることができ

る場合） 

第 167 条の 10 

２ 普通地方公共団体の長は、一般競争入札により工事又は製造その他につい

ての請負の契約を締結しようとする場合において、当該契約の内容に適合した

履行を確保するため特に必要があると認めるときは、あらかじめ最低制限価格

を設けて、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込みをした者を落

札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもっ

て申込みをした者のうち最低の価格をもって申込みをした者を落札者とするこ

とができる。 
 

静岡市契約規則では、最低制限価格の決定について、次のとおり規定されて

いる。 
 

〇静岡市契約規則 

（最低制限価格の決定） 

第11条 最低制限価格を設ける入札の方法によって契約を締結する場合におい

ては、予定価格のほかに最低制限価格を定め、その価格を記載した書面を封か

んして、開札の際、これを開札場所に置かなければならない。 

２ 最低制限価格は、契約の目的となる工事又は製造その他の請負の予定価格

を構成する材料費、労務費又は諸経費等の割合、技術上の難易、過去の入札の

実例その他の条件を考慮して適正に定めなければならない。 
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また、静岡市における最低制限価格制度の「対象となる請負契約」、「最低制

限価格の設定及び算定方法」については、「静岡市建設工事最低制限価格制度実

施要綱」に、次のとおり規定されている。 
 

〇静岡市建設工事最低制限価格制度実施要綱 

（対象となる請負契約） 

第２条 この要綱の対象となる請負契約は、静岡市建設工事低入札価格調査試

行要領の適用を受けない競争入札による建設工事の請負契約とする。 

（最低制限価格の設定及び算定方法） 

第３条 最低制限価格は、建設工事ごとに次に掲げる額を合計した額に 100 分

の 108 を乗じて得た額とする。ただし、その額が予定価格（直接工事費の額、

共通仮設費の額、現場管理費の額及び一般管理費の額の総額に相当する予定価

格をいう。以下同じ）に 10 分の 9 を乗じて得た額を超える場合にあっては 10

分の 9を乗じて得た額とし、予定価格に 10 分の 7を乗じて得た額に満たない場

合にあっては 10 分の 7を乗じて得た額とする。 

（１）直接工事費の額に 10 分の 9.5 を乗じて得た額 

（２）共通仮設費の額に 10 分の 9を乗じて得た額 

（３）現場管理費の額に 10 分の 8を乗じて得た額 

（４）一般管理費等の額に 10 分の 5.5 を乗じて得た額 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が特に必要があると認めるときは、最低制

限価格を、予定価格に 10 分の 7 から 10 分の 9 までの範囲内における適宜の割

合を乗じて得た額とすることができる。 

３ 予定価格調書には、最低制限価格及び入札書比較価格（最低制限価格に 108

分の 100 を乗じて得た額）を記載しなければならない。 
 

上記第２条では、最低制限価格の対象となる請負契約は、「静岡市建設工事低

入札価格調査試行要領の適用を受けない競争入札による建設工事の請負契約」

としている。「静岡市建設工事低入札価格調査試行要領」では、対象となる請負

について、次のとおり定めている。 
 

〇静岡市建設工事低入札価格調査試行要領 

（対象となる請負契約） 

第２条 この要領の対象となる請負契約は、市が競争入札により発注しようと

する予定価格が 1 億 5,000 万円以上の建設工事又は市が政令第 167 条の２第１

項及び第２項（政令第 167 条の 13 において準用する場合を含む。）の規定によ

り落札者を決定する競争入札により発注しようとする建設工事とする。 
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以上の内容について要約すると、静岡市の最低制限価格の概要は、次の表の

とおりとなる。 
 

対象工事 予定価格が 1 億 5,000 万円未満の競争入札 

（総合評価方式を除く） 

最低制限価格の設定範囲 予定価格の 10 分の 7～10 分の 9 

最低制限価格の算定方法 ①直接工事費 95％ 

②共通仮設費 90％ 

③現場管理費 80％ 

④一般管理費 55％ 

①～④の合計額 
 

静岡市では、予定価格 1億 5,000 万円未満の入札工事（総合評価方式を除く）

については、全件、最低制限価格制度を適用している。最低制限価格は、設計

書より算定基準にしたがい算出し、算出された価格が、予定価格の 10 分の 7～

10 分の 9 の範囲内であれば、その価格が最低制限価格となる。算出された価格

が、その範囲内に収まっていない場合には、必要な調整を行い、最低制限価格

を設定している。 

なお、最低制限価格制度のもとでは、最低制限価格を下回る入札額を提示し

た業者は「失格」となる。 
 

以下では、平成 26 年度に小・中学校で実施された修繕工事 29 件について、

最低制限価格制度の視点を中心として検討を行っている。 

 
 

１．失格者数の多い工事について 

【現状】 

競争入札の状況について調査したところ、入札者９者のうち、８者が失格と

なっている工事が見受けられた。概要は次のとおりである。 
 

工事名 服織小学校教室照明設備改修工事 

予定価格（税込） 事前公表あり 9,351,720 円 

予定価格（税抜） 8,659,000 円 

最低制限価格（税抜） 7,631,000 円 

入札方法 制限付き一般競争入札（直接入札型） 

入札者数 9 者 

失格者数 8 者 
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この工事は、制限付き一般競争入札となっており、入札公告において、市の

定める電気工事にかかる企業格付、主任技術者の配置など、入札参加の要件を

定めている。 

この工事の入札の状況は、次のとおりである。 
 

業者名 入札金額（税抜） 摘要 

Ａ者 7,718,000 円 審査対象※ 

Ｂ者 7,462,000 円 失格 

Ｃ者 7,630,000 円 失格 

Ｄ者 7,587,000 円 失格 

Ｅ者 7,493,000 円 失格 

Ｆ者 7,598,000 円 失格 

Ｇ者 7,629,000 円 失格 

Ｈ者 7,612,000 円 失格 

Ｉ者 7,575,000 円 失格 

９者平均入札価格 7,589,333 円  

最低制限価格 7,631,000 円  

※ 入札後、落札候補者は、入札公告で定める書類を提出し、入札参加資格の確認を

受ける。 

 

結果として、Ａ者以外の８者は、最低制限価格 7,631,000 円未満の入札価格

であったため、「失格」となり、Ａ者のみが最低制限価格を超えた入札金額であ

ったため、Ａ者が落札している。 

競争入札では、本来、最も低い価格で入札したものが落札者となるのが原則

であるが、この入札では、最も高い価格で入札したＡ者が落札者になるという、

正反対の結果となっている。 

ここで、設定された最低制限価格 7,631,000 円と入札者Ｂ者の最低金額

7,462,000 円との差額は 169,000 円であり、予定価格の 1.95%という低水準であ

る。しかも、入札した９者の平均入札価格は 7,589,333 円であり、設定された

最低制限価格との差額は、わずか 41,667 円にすぎない。 

 

また、この工事以外にも、入札参加者の平均入札金額が最低制限価格よりも

低く、かつ、最低制限価格を下回る入札により失格者が発生している工事が、

以下のとおりあった。 
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（金額：税抜） 

学校名 清水第六中学校 長田西中学校 清水有度第一小学校 

工事名 防球ネット設置工事 
公共下水道切替 

電気工事 
防球ネット増設工事 

入札参加者数 ３者 ７者 ３者 

失格者数 ２者 ４者 ２者 

最低制限価格 12,492,000 円 6,023,000 円 3,684,000 円 

失格者中最も低い

入札価格 
12,490,000 円 5,693,900 円 3,670,000 円 

入札参加者の平均

入札金額 
12,491,000 円 5,921,271 円 3,676,333 円 

 

これらの工事についても、失格者のうち最も低い入札価格、入札参加者の平

均入札金額と、最低制限価格との差は小さくなっている。中でも、清水第六中

学校の防球ネット設置工事については、その差はわずか 1,000 円、2,000 円であ

る。 
 

これらの入札結果の数値を見る限り、最低金額で入札した業者の金額が著し

く低い金額であるとは思えない。この金額差からすると、むしろ、最低制限価

格制度の存在により、各業者が公表されている予定価格から最低制限価格を推

測し、最低制限価格と思われる価格で入札しているようにも見受けられる。つ

まり、本来なら、もう少し低い金額での入札が可能であったとしても、失格に

ならないための金額で入札せざるをえない状況であるかのように見える。 

その結果として、先の工事では、９者のうち８者が最低制限価格の推測に失

敗し、最低制限価格に近い入札金額で「失格」となっていると考えられる。 

 

【指摘事項】 

最低制限価格制度は、いわゆるダンピング受注による工事の質の低下を防止

するためのものである。この工事は、一般競争に入札参加の制限を設けている

段階で、ある程度質の高い業者に参加者を限定していると考えられる。しかし、

そのような状況において、ほとんどの参加者が、最低制限価格からそれほど乖

離のない金額、すなわち、ダンピングとは考えにくい入札価格で「失格」扱い

とされている。結果として、この工事の落札者は、最も高い価格で入札したも

のとなっている。これは、競争入札制度の本来の趣旨である、市場原理の導入

による財政支出の抑制と相反する結果といえる。 
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他の政令指定都市の最低制限価格制度について検討してみたところ、例えば

名古屋市では、予定価格の事前公表を行ったうえで、最低制限価格を以下のよ

うに算定することとしている。 
 

最低制限価格の設定範囲 予定価格の 10 分の 7～10 分の 9 

最低制限価格の算定方法 ①直接工事費 95％ 

②共通仮設費 90％ 

③現場管理費 80％ 

④一般管理費 55％ 

①～④の合計額、もしくは、 

平均入札価格の 95％のいずれか低い金額 

 

静岡市との違いは、予定価格の各工事費等から算出される金額に加えて、平

均入札価格の 95％という金額が、最低制限価格の決定に加味されている点であ

る。仮に、名古屋市と同じ条件で、先の工事の入札が行われた場合、平均入札

価格 7,589,333 円の 95％の金額である 7,209,866 円が最低制限価格として設定

される。この結果、失格者は該当なしということになり、最も低い金額を入札

したＢ者が落札者となる。 

 

予定価格は積算基準によって算定されており、その積算基準は毎年公表され

るものである。しかし、積算基準は、原材料市場や労働市場の相場をタイムリ

ーに反映しているものではない。原油価格の変動や、労働市場の需給状況など

によっては、積算基準上の単価が定められた時点と入札時点とでは、相場に乖

離が生じている可能性もある。 

そのような状況の中で、上記の入札における９者の入札状況を検討すると、

他者と比べて著しく低い価格で入札した業者があるわけでもなく、９者の入札

金額に大きな差があるわけでもない。最低制限価格を若干下回る程度の入札金

額は、入札時点での相場として、特に問題ないものと考えられる。 

このような状況を回避しうる名古屋市の最低制限価格の設定は、市場原理を

取り込んだ非常に合理的なものである。最低制限価格を設定することにより、

競争入札制度の本来の趣旨を損なうことがないよう、静岡市においても、市場

の相場を反映させることのできる制度への変更を検討する必要があると考える。 
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２．指名競争入札における最低制限価格の設定について 

【現状】 

以下の４工事は、すべて指名競争で入札参加業者が決定されている。 
 

〇城北小学校校舎屋上防水改修工事 

〇由比小学校校舎屋上防水等改修工事 

〇長田西中学校合併処理浄化槽解体工事 

〇長田北小学校合併処理浄化槽等解体工事 
 

指名競争とした理由、業者の選定理由については、建設業者等選定部会業者

選定資料に記載されている。上記の４工事については、すべて同様の記載とな

っており、具体的な内容は、以下のとおりであった。 
 

指名競争とした理由 過去の施工実績を勘案して、指名競争とした。 

業者の選定理由 作業の安全、かつ円滑な遂行を求めるため、○○工

事の入札参加資格を有する市内業者の中から××の

専門性を勘案し「入札参加者の選定に関する基準」

に基づき△者選定した。 

（注）ここでの○○、××、△は、工事の種類によって違う記載となっている

が、選定理由の趣旨としては同様のものとなっている。 
 

「業者の選定理由」の中で「入札参加者の選定に関する基準」とあるのは、「静

岡市建設工事の請負契約に係る入札参加者の選定に関する基準」のことである。

ここでは、指名競争入札について、以下のとおり記載されている。 
 

（入札方法の決定） 

第３条 

３ 次のいずれかに該当する場合は、指名競争入札とすることができる。 

（１）特殊な工法、技術等を必要とする工事 

（２）競争に加わるべき者の数（認定者又は実績者）が、一般競争入札に付す

る必要がないと認められる程度に少数である場合 

（３）不良・不適格業者が参加するおそれがある場合 

（４）過去の施工実績を特に勘案する場合 

（５）工事場所が都市計画区域外の場合 

（６）特に小規模な工事である場合 

（７）一般競争入札に付する時間的余裕がないやむを得ない事情があると認め

られる場合 
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上記４工事の「指名競争とした理由」には、「過去の施工実績を勘案して」と

の記載があり、この基準の（４）を適用して、指名競争入札としたことがわか

る。また、これらの４工事の入札の状況は、次のとおりである。 
 

（金額：税抜） 

工事名 城北小学校校舎屋

上防水改修工事 

由比小学校校舎

屋上防水等改修

工事 

長田西中学校合

併処理浄化槽解

体工事 

長田北小学校合

併処理浄化槽等

解体工事 

予定価格 16,970,000 円 14,180,000 円 5,666,000 円 13,020,000 円 

最低制限価格 14,960,000 円 12,497,000 円 5,005,000 円 11,546,000 円 

指名業者数 9 者 9 者 7 者 7 者 

入札参加者数 6 者 7 者 7 者 7 者 

失格者数 2 者 1 者 1 者 1 者 

落札金額 14,960,000 円 12,500,000 円 5,037,000 円 11,573,000 円 

失格者の入札金額 A 者 14,955,000 円 

B 者 14,959,000 円 

12,478,000 円 4,954,000 円 11,390,000 円 

失格者と落札者の入

札金額の差 

A 者 5,000 円 

B 者 1,000 円 

22,000 円 83,000 円 183,000 円 

失格者と最低制限価

格の差 

A 者 5,000 円 

B 者 1,000 円 

19,000 円 51,000 円 156,000 円 

 

これらの入札では、最低制限価格未満の入札を行ったとして、各入札で１者

から２者の失格者が出ている。失格者の入札金額と最低制限価格の差は 1,000

円から 156,000 円の間であり、最低制限価格と比較して、それほど多額とはい

えない金額である。 

 

【指摘事項】 

繰り返しになるが、最低制限価格制度は、著しく低い価格での落札（いわゆ

るダンピング）による工事の質の低下を防止するためのものである。しかし、

ここで失格となった業者の入札価格は、著しく低いというものではない。また、

これらの工事は指名競争入札を採用しており、過去の施工実績を勘案して、入

札参加者を選定している。だとすれば、当初から、ある程度高い水準の工事技

術を有し、ダンピング等による品質低下のおそれがない業者を選定しているは

ずである。 

 こうして選定された業者のみが参加する指名競争入札において、最低制限価

格制度を適用すると、わずかに最低制限価格を下回っただけで、指名された業
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者が、画一的に失格となってしまう。これでは、市が指名競争によって享受す

べきコスト削減メリットを放棄する結果になる。 

現状では、予定価格 1 億 5,000 万円未満の入札工事（総合評価方式を除く）

は、全件、最低制限価格の設定を行う必要がある。しかし、指名競争の場合に

は、競争入札の本来の趣旨を損なうことがないように、最低制限価格の設定を

行わないといった対応も検討することが必要である。もしくは、最低制限価格

を計算式で算定された金額よりも低い金額で設定する（静岡市建設工事最低制

限価格制度実施要綱第３条２項を適用）などの措置を講じることが必要と考え

る。 

 

 

３．地方自治法施行令第 167 条の 10 第 2 項に定める「特に必要があると認める

とき」の適用について 

【現状】 

【概要】に記載したとおり、地方自治法施行令第 167 条の 10 第 2 項では、最

低制限価格制度について、次のように定めている。 
 

〇地方自治法施行令 

（一般競争入札において最低価格の入札者以外の者を落札者とすることがで

きる場合） 

第 167 条の 10 

２ 普通地方公共団体の長は、一般競争入札により工事又は製造その他につい

ての請負の契約を締結しようとする場合において、当該契約の内容に適合した

履行を確保するため特に必要があると認めるときは、あらかじめ最低制限価格

を設けて、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込みをした者を落

札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもっ

て申込みをした者のうち最低の価格をもって申込みをした者を落札者とする

ことができる。 
 

この条項では、最低制限価格の設定は、「契約の内容に適合した履行を確保す

るため」に「特に必要があると認めるとき」に行われると記載されている。 

一方、静岡市においては、前述したとおり、予定価格 1 億 5,000 万円未満の

入札工事（総合評価方式を除く）は、すべて一律に最低制限価格の設定対象と

している。つまり、地方自治法施行令第 167 条の 10 第 2 項の「特に必要がある

と認めるとき」とは、静岡市では、予定価格 1億 5,000 万円未満の入札工事（総

合評価方式を除く）のすべてと判断していることになる。  
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【指摘事項】 

このような要綱を定め、全工事一律に最低制限価格を定めることは、事務の

簡素化に資するものであるとは考えられる。しかし、現状は、著しく低い価格

でない入札者を失格者としている（「１．失格者数の多い工事について」参照）、

一定水準の技術力や工事遂行能力を持っている業者に限定している指名競争入

札においても失格者を出している（「２．指名競争における最低制限価格の設定

について」参照）、という状態となっている。これにより、入札の競争原理によ

って本来得られるコスト削減メリットを放棄する結果となっている。 

地方自治法施行令第 167 条の 10 第 2 項の「特に必要があると認めるとき」の

趣旨を再考し、競争入札本来の意義を失わないよう、現状の最低制限価格制度

のあり方について見直すことが必要と考える。 

 

 

４．最低制限価格の算定方法について 

【現状】 

最低制限価格の算定方法は、静岡市建設工事最低制限価格制度実施要綱にお

いて定められており、その最低水準は、予定価格の 10 分の 7とされている。 

しかし、今回の監査対象とした 29 件について見てみると、最低制限価格は、

予定価格の 10 分の 7 とは、ほど遠い水準に設定されていることがわかる。29 件

の合計額で見た場合、最低制限価格は、以下のとおり、予定価格の 88.2％と非

常に高い水準に設定されている。 
 

予定価格（税抜） 355,461,000 円 

最低制限価格（税抜） 313,633,000 円 

最低制限価格/予定価格比率 88.2% 
 

ここでは、どのような場合に、予定価格の 10 分の 7という最低制限価格が設

定されるのかを検討してみたい。 

前述のとおり、最低制限価格（税抜）は、以下①～④の合計で算出される。 
 

①直接工事費の額の 10 分の 9.5 

②共通仮設費の額の 10 分の 9 

③現場管理費の額の 10 分の 8 

④一般管理費等の額の 10 分の 5.5 
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この算定式から、10 分の 7 を下回る最低制限価格が算出されるためには、乗

率が 10 分の 5.5 である一般管理費等（上記④）が、工事全体に占める割合が高

いことが必要である。仮に、一般管理費等の額（上記④）と現場管理費の額（上

記③）だけの工事があると仮定した場合に、工事全体の価格に占める割合が、

現場管理費が 60％、一般管理費等が 40％であれば、最低制限価格が予定価格の

70％に算出されることになる。しかし、現場管理費と一般管理費のみで構成さ

れる工事が、現実的には存在するはずもなく、ほとんどの工事は、直接工事費

が予定価格の大部分を占めている。つまり、この計算過程から、予定価格の 10

分の 7 を下回る最低制限価格が算出されることは、通常ではありえないと考え

られる。 

この点について、担当課へ問い合わせたところ、この計算は「国土交通省が

設定している低入札調査基準（中央公契連モデル）を準用している」とのこと

であった。 

 

【指摘事項】 

静岡市建設工事最低制限価格制度実施要綱第 3条には、「予定価格に 10 分の 7

を乗じて得た額に満たない場合にあっては 10 分の 7を乗じて得た額とする」と

いう規定がある。しかし、現状の計算過程から、予定価格の 10 分の 7を下回る

最低制限価格が算出されることはありえないため、この規定は、実際には利用

されることがないものであると言わざるを得ない。 

国土交通省の設定している基準であるとはいえ、実際に起こり得ない事象を

要綱上定めている必要性はなく、むしろ、静岡市独自の最低制限価格制度を考

案してもいいいのではないかと考える。 

 このような規定については見直しを行うべきと考えるが、変更できない場合

でも、「１．失格者数の多い工事について」で述べたように、名古屋市のような

条件を加味することにより、最低制限価格を引き下げる工夫が必要と考える。 

 

 

５．「過去の入札の実例」を考慮した最低制限価格の設定について 

【現状】 

静岡市契約規則第 11 条第 2項では、最低制限価格の決定について、以下の規

定がある。 
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（最低制限価格の決定） 

第 11 条  

２ 最低制限価格は、契約の目的となる工事又は製造その他の請負の予定価格

を構成する材料費、労務費又は諸経費等の割合、技術上の難易、過去の入札の

実例その他の条件を考慮して適正に定めなければならない。 
 

ここで検討すべきと考えるのは、「過去の入札の実例」が最低制限価格の決定

要素になっている点である。今回監査の対象とした 29 件の修繕工事の中に、４

件の防球ネット工事があったが、その入札の状況をまとめると、次のとおりで

ある。 

（金額：税抜） 

学校名 田町小 清水有度第一小 清水第六中 中島中 

予定価格 2,695,000 円 4,094,000 円 13,880,000 円 8,372,000 円 

最低制限価格 2,425,000 円 3,684,000 円 12,492,000 円 7,534,000 円 

入札平均額 2,449,250 円 3,676,333 円 12,491,000 円 7,534,000 円 

最高入札額 2,500,000 円 3,684,000 円 12,492,000 円 7,534,000 円 

最低入札額 2,417,000 円 3,670,000 円 12,490,000 円 7,534,000 円 

入札参加者 ４者 ３者 ３者 ２者 
 

これを見ると、どの工事においても、すべての入札参加者が最低制限価格と

ほぼ同額の金額で入札を行っていることがわかる。しかし、最低制限価格は、

高い水準に設定されており、すべて予定価格の 90％と最も高くなっている。 

最低制限価格を定める際には、契約規則第 11 条第 2項に規定されているとお

り、このような実例についても考慮されているのだろうか。 

この点について、担当課に確認したところ、上記の防球ネット工事について

は、「最低制限価格の算定にあたり、過去の入札の実例を考慮しておりません」

ということであった。 

 

【指摘事項】 

上記の入札結果を検討すると、最低制限価格で入札をしてくるのが、業界の

相場であると判断できる。このような実績を、契約規則上明記されている「過

去の入札の実例」として最低制限価格の算定時に考慮すれば、現状を上回る歳

出削減が可能になると考える。 

地方自治法第２条第 14 項では、「地方公共団体は、その事務を処理するに当

っては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げ

るようにしなければならない。」と定めている。今後は、契約規則に記載のとお
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り、過去の入札の実例を加味した最低制限価格の設定を積極的に行い、経費の

最小化に取り組むべきである。 

 

 

６．最低制限価格の調整について 

【現状】 

静岡市建設工事最低制限価格制度実施要綱第３条では、最低制限価格が予定

価格に 10 分の 9を乗じて得た額を超える場合にあっては、10 分の 9 を乗じて得

た額とすることと定めている。 

以下の修繕工事においては、当初算定された最低制限価格が予定価格の 10 分

の 9を超えた金額となっており、最終的に最低制限価格の調整を行っている。 
 

（金額：税抜） 

工事名 田町小 

防球ネット工事 

清水有度第一小 

防球ネット工事 

中島中 

防球ネット工事 

予定価格 2,695,000 円 4,094,000 円 8,372,000 円 

予定価格の 10 分の 9 2,425,500 円 3,684,600 円 7,534,800 円 

最低制限価格 2,425,000 円 3,684,000 円 7,534,000 円 
 

これらの工事は３工事とも、予定価格の 10 分の 9より若干低い金額を最低制

限価格としている。この理由を確認したところ、「予定価格に 10 分の 9 を乗じ

て得た額から 1,000 円未満の端数を切り捨てて最低制限価格としました」との

ことであった。 

 

【指摘事項】 

要綱第３条では、「10 分の 9 を乗じて得た額を超える場合にあっては、10 分

の 9を乗じて得た額とし」と規定されており、1,000 円未満の端数を切り捨てる

という定めはない。このため、本来であれば、1,000 円未満の端数を切り捨てる

前の金額を最低制限価格として設定すべきであった。 
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７．予定価格調書の様式について 

【現状】 

予定価格調書の様式は、以下のとおりである。ここでは、例として、先に検

討した服織小学校教室照明設備改修工事の予定価格調書（抜粋）を記載してい

る。 
 

     

                    委嘱先都市局建築部設備課      TEL       

この工事の予定価格を下記のとおり決定する。  所属課 教育委員会事務局教育部教育

施設課     TEL       

平成 26 年 6 月 3 日 契約番号 2014000334          決定者職氏名契約課長 

工事名 平成 26 年度 小 第 3号 服織小学校教室照明設備改修工事 

工事概要 別冊設計書のとおり 

 

請負工事費 9,351,720 円 工事価格 8,659,000 円 

予定価格 9,351,720 円 入札書比較価格① 8,659,000 円 

最低制限価格 8,241,480 円 入札書比較価格② 7,631,000 円 

 

 

（注）上記「①」「②」は、監査人が付記したものである。 

 

ここで「入札書比較価格」という文言が、①と②の２箇所において使用され

ている。入札は消費税抜きの金額で行われることから、予定価格の右欄①には、

予定価格以内かどうかの検討を行うため、予定価格の税抜金額を記載している。

また、最低制限価格の右欄②には、最低制限価格を超えているかどうかの検討

を行うため、最低制限価格の税抜金額を記載している。 

 

【指摘事項】 

しかし、調書の様式として、同じ「入札書比較価格」という表現により、異

なる金額を記載するのは、誤解を招く恐れがある。「最低制限価格の入札書比較

価格」と記載する、あるいは、「税込」や「税抜」であることを明示するなど、

文言を修正する必要がある。 
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Ⅷ．過年度包括外部監査の措置状況 

過年度（平成 11 年度から 26 年度まで）の包括外部監査のうち、監査時点で、

措置が公表されているのは、平成 25 年度までのものである。このうち、学校教

育に関連する指摘事項があるのは、平成 21 年度「補助金等の事務の執行につい

て」と平成 22 年度「市有財産の有効活用について～土地・建物を中心として～」

である。ここでは、平成 21 年度と 22 年度の教育委員会事務局への指摘事項を

取り上げ、措置の状況について調査を行っている。 

 
 

１．補助金 

平成 21 年度における補助金等の監査について、市の措置の状況が公表されて

いるのは、平成 22 年９月２日付の「静岡市報」のみであり、他の日付での公表

はない。以下に記載した措置の内容は、平成 22 年９月２日付の「静岡市報」よ

り転載したものである。 

また、措置の内容として記載した補助金の名称、所管課の名称について、一

部、平成 26 年度の名称と異なっているものがあるが、補助金の実質的な内容に

ついては、特に変わっていないということである。 

 
 

（１）校長会等教育研究事業補助金 

【措置の内容】 

この補助金の指摘事項に対する市の措置状況は、次のとおりである。 
 

●校長会等補助金（教育委員会事務局教育部教育総務課） 
 

①【指摘事項】 

市の政策目的に合致したものか。  

【措置の状況】  

第１次総合計画では、「やさしさと創造性あふれる子どもたちを育成する

教育の推進」、第２次総合計画では、「子どもたちの「生きる力」をはぐくむ

教育の推進」に、位置付けられていました。  
 

②【指摘事項】 

効果の測定を可能にするような成果指標を設けているか。  

【措置の状況】 

当該補助金交付団体の活動指標として 
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「市校長会等の課題研究会等の年間開催回数」目標 13 回 

成果指標として、 

「市校長会等の課題研究会等の取組を通して、自校の学校経営に生かせた

学校の割合」目標 100％ 

「県校長会・全国校長会等の情報・資料等が、自校の学校経営に生かせた

学校の割合」目標 100％ 

を設定し、補助金等の効果の測定を行います。  
 

③【指摘事項】 

市の施設を無償で提供していることをどう考えるか。  

【措置の状況】 

市校長会等の様々な活動は、本市教育行政に寄与するものであり、公益上

の必要性を認められることから、市の施設（会議室）の無償での提供は適当

であると考えます。なお、市校長会の事務所については、静岡県教育会館を

有償で使用しています。 

 

上記②について、「平成 26 年度事務事業総点検表」を確認したところ、「県・

全国の校長会等の情報や資料等が自校の学校経営に生かせた学校の割合」が、

成果指標として設定されていた。また、上記③については、現在は、市の会議

室等は使用していないということであった。 

なお、上記①については、下記「②「市の政策目的に合致したものか」につ

いて」で別途検討している。 

 

① 措置内容の未公表について 

【現状】 

平成21年度の包括外部監査報告書によると、この補助金に対する指摘事項は、

次の７項目である。 
 

１ 補助金等ごとに「交付要綱」等を作成しているか 

２ 「交付要綱」等で交付目的が明文化されているか 

３ 市の政策目的に合致したものか 

４ 効果の測定を可能にするような成果指標を設けているか 

５ 補助等の対象経費の範囲は「交付要綱」等で定められているか 

６ 補助等の割合等は「交付要綱」等で明確になっているか 

７ 市の施設を無償で提供していることをどう考えるか 
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しかし、措置の内容が公表されているのは、上記の３件だけであり、以下の

４件については、措置の内容が公表されていない。 
 

１ 補助金等ごとに「交付要綱」等を作成しているか 

２ 「交付要綱」等で交付目的が明文化されているか 

５ 補助等の対象経費の範囲は「交付要綱」等で定められているか 

６ 補助等の割合等は「交付要綱」等で明確になっているか 

 

これらの措置状況について調査したところ、結果は以下のとおりであった。 
 

１ 補助金の交付要綱は作成されている。 

２ 交付要綱では、補助金の交付目的は明文化されている。 

５ 交付要綱では、補助の対象経費の範囲について定められている。 

６ 補助の割合については、交付要綱では明確にはされていないものの、補助

の上限額については、明確に定められている。 

 

つまり、これらの措置は実施されていたことになる。しかし、所管課がこの

４件の措置を実施した旨については、監査委員へ通知が行われていない。よっ

て、措置の内容が、市民へ公表されていない状況となっている。 

 

【指摘事項】 

地方自治法第 252 条の 38 第６項には、次の定めがある。 
 

前条第五項の規定による監査の結果に関する報告の提出があつた場合にお

いて、当該監査の結果に関する報告の提出を受けた包括外部監査対象団体の議

会、長、教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会若しくは公平委員会、公安

委員会、労働委員会、農業委員会その他法律に基づく委員会又は委員は、当該

監査の結果に基づき、又は当該監査の結果を参考として措置を講じたときは、

その旨を監査委員に通知するものとする。この場合においては、監査委員は、

当該通知に係る事項を公表しなければならない。 

 

つまり、包括外部監査の指摘に対して、措置を講じたときには、監査委員へ

の通知とその内容の公表が行われなければならない。しかし、所管課は、措置

を講じたにもかかわらず、その旨を監査委員へ通知していないため、措置の内

容が、市民に対して公表されていない状況である。 
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これは、自治法の規定に違反するものである。包括外部監査の指摘に対し、

たとえ措置を実施したとしても、それが監査委員へ通知されなければ、措置の

内容が市民へ公表されないため、市民への説明責任を果たすことができない。 

監査報告書の公表から、すでに５年以上が経過している。市民への説明責任

を果たすため、自治法の規定に則った処理が必要である。 

 
 

②「市の政策目的に合致したものか」について 

【現状】 

平成 21 年度の包括外部監査では、補助が「市の政策目的に合致したものか」

という調査を行い、【結論】として、以下の指摘事項を記載している。 
 

各補助金等が真に市が支出すべきものであり、現在の社会経済情勢に適合し

たものであることを説明するためにも、各所管課は、各補助金等の「総合計画

上の位置付け」を明確にすることが必要であると考える。 

 

前述したように、この指摘に対する措置の内容は、以下のとおり、公表され

ている。 
 

①【指摘事項】 

市の政策目的に合致したものか。  

【措置の状況】  

第１次総合計画では、「やさしさと創造性あふれる子どもたちを育成する

教育の推進」、第２次総合計画では、「子どもたちの「生きる力」をはぐくむ

教育の推進」に、位置付けられていました。  

 

 これによると、第１次総合計画においても、第２次総合計画においても、総

合計画上の位置付けは明確であるということである。ところが、措置状況の監

査として、平成 26 年度の状況について、あらためて所管課へ確認したところ、

総合計画上の位置付けは「ない」という回答が得られた。 

監査対象年度である平成26年度は、第２次静岡市総合計画の最終年度であり、

市民へ公表された上記の措置内容には、第２次総合計画の位置付けが、はっき

りと明記されている。 

念のため、総合計画上の位置付けが本当にないのか、再度確認してみたが、

やはり所管課からの回答は「なし」ということであった。 
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【指摘事項】 

所管課の認識では、この補助事業に対して、第２次静岡市総合計画上の位置

付けは「ない」というのが結論である。しかし、その一方で、市民に対しては、

第２次総合計画では「子どもたちの「生きる力」をはぐくむ教育の推進」に位

置付けられていると公表しているわけである。両者は矛盾していることになる。 

所管課の認識が正しいとすれば、市民へ公表した内容が誤っているというこ

とになる。市民へ誤った内容を公表しているのであれば、それ自体、非常に問

題のある行為である。逆に、所管課の認識が誤っており、外部監査人へ２度誤

った回答をしていたとしても、それも問題のあるものと言わざるをえない。 

結果がいずれであるにせよ、所管課は、市民に対し正しい内容を公表し、市

民への説明責任を果たす必要がある。 

 
 

（２）市ＰＴＡ連絡協議会運営事業費等補助金 

【措置の内容】 

この補助金の指摘事項に対する市の措置状況は、次のとおりである。 
 

●市ＰＴＡ連絡協議会補助金（教育委員会事務局教育部学校教育課） 
 

①【指摘事項】 

効果の測定を可能にするような成果指標を設けているか。  

【措置の状況】 

単年度ごとの具体的な成果指標は設けていないが、公益性が高い静岡市Ｐ

ＴＡ連絡協議会の活動を補助することにより、活動内容の一層の充実（事務

局、各種委員会の設置、教育懇話会等会議の開催等）が可能となり、また、

各種委員会等への参加を通じて、単位ＰＴＡ相互の交流・連絡がより活発に

なることから、各年度において、交付の目的である「学校教育及び家庭教育

の振興」は達成されていると考えます。 

なお、平成 22 年度は、補助金交付申請時における事業計画書に「期待さ

れる成果（成果目標）」欄を、また、事業実績報告時における事業報告書に

「成果に対する評価と課題」欄を追加し、団体の活動状況をより客観的に捉

え、取組に対する２次的な評価を行うことにより、補助効果の一層の明確化

を図っていきます。 

 

上記について、「平成 26 年度事務事業総点検表」を確認したところ、「ブロック

活動回数」、「各委員会、研修会参加人数」が、成果指標として設定されていた。  
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① 措置内容の未公表について 

【現状】 

平成21年度の包括外部監査報告書によると、この補助金に対する指摘事項は、

次の３項目である。 
 

１ 補助金等ごとに「交付要綱」等を作成しているか 

２ 効果の測定を可能にするような成果指標を設けているか 

３ 補助等の割合等は「交付要綱」等で明確になっているか 

 

しかし、措置の内容が公表されているのは、上記の１件だけであり、以下の

２件については、措置の内容が公表されていない。 
 

１ 補助金等ごとに「交付要綱」等を作成しているか 

３ 補助等の割合等は「交付要綱」等で明確になっているか 

 

これらの措置状況について調査したところ、結果は以下のとおりであった。 
 

１ 補助金の交付要綱は作成されている。 

３ 補助の割合については、交付要綱では明確にはされていないものの、補助

の上限額については、明確に定められている。 

 

つまり、これらの措置は実施されていたことになる。しかし、所管課がこの

２件の措置を実施した旨については、監査委員へ通知が行われていない。よっ

て、措置の内容が、市民へ公表されていない状況となっている。 

 

【指摘事項】 

前述したとおり、地方自治法第 252 条の 38 第６項の規定により、包括外部監

査の指摘に対して、措置を講じたときには、監査委員への通知とその内容の公

表が行われなければならない。しかし、所管課は、措置を講じたにもかかわら

ず、その旨を監査委員へ通知していないため、措置の内容が、市民に対して公

表されていない状況である。 

これは、自治法の規定に違反するものである。包括外部監査の指摘に対し、

たとえ措置を実施したとしても、それが監査委員へ通知されなければ、措置の

内容が市民へ公表されないため、市民への説明責任を果たすことができない。 

監査報告書の公表から、すでに５年以上が経過している。市民への説明責任

を果たすため、自治法の規定に則った処理が必要である。  
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（３）静岡市中山間地域学校ＰＴＡ校外教育支援事業補助金 

【措置の内容】 

この補助金の指摘事項に対する市の措置状況は、次のとおりである。 
 

●遠隔地校校外教育活動補助金（教育委員会事務局教育部学校教育課） 
 

①【指摘事項】 

効果の測定を可能にするような成果指標を設けているか。  

【措置の状況】 

単年度ごとの具体的な成果指標は設けていないが、社会科見学、音楽発表

会等の校園外教育活動を実施する際、市街地にある校園と比較して多額の活

動経費（バス借上料等）を必要とする中山間地域の校園の単位ＰＴＡに対し

補助金を交付することにより、これらの校園における保護者負担の軽減を図

ることができることから、各年度において、交付の目的である「地理的条件

による学習活動の制限の是正」は達成されていると考えます。 

なお、平成 22 年度は、補助金交付申請時における事業計画書に「期待さ

れる成果（成果目標）」欄を、また、事業実績報告時における事業報告書に

「成果に対する評価と課題」欄を追加し、団体の活動状況をより客観的に捉

え、取組に対する２次的な評価を行うことにより、補助効果の一層の明確化

を図っていきます。 

 

上記について、「平成 26 年度事務事業総点検表」を確認したところ、「事業実

施回数」、「利用人数」が、成果指標として設定されていた。 

 
 

① 措置内容の未公表について 

【現状】 

平成21年度の包括外部監査報告書によると、この補助金に対する指摘事項は、

次の２項目である。 
 

１ 効果の測定を可能にするような成果指標を設けているか 

２ 補助等の割合等は「交付要綱」等で明確になっているか 

 

しかし、措置の内容が公表されているのは、上記の１件だけであり、以下の

１件については、措置の内容が公表されていない。 
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２ 補助等の割合等は「交付要綱」等で明確になっているか 

 

この措置状況について調査したところ、結果は以下のとおりであった。 
 

２ 補助の割合については、交付要綱では明確にはされていないものの、補助

の上限額については、明確に定められている。 

 

つまり、この措置は実施されていたことになる。しかし、所管課がこの措置

を実施した旨については、監査委員へ通知が行われていない。よって、措置の

内容が、市民へ公表されていない状況となっている。 

 

【指摘事項】 

前述したとおり、地方自治法第 252 条の 38 第６項の規定により、包括外部監

査の指摘に対して、措置を講じたときには、監査委員への通知とその内容の公

表が行われなければならない。しかし、所管課は、措置を講じたにもかかわら

ず、その旨を監査委員へ通知していないため、措置の内容が、市民に対して公

表されていない状況である。 

これは、自治法の規定に違反するものである。包括外部監査の指摘に対し、

たとえ措置を実施したとしても、それが監査委員へ通知されなければ、措置の

内容が市民へ公表されないため、市民への説明責任を果たすことができない。 

監査報告書の公表から、すでに５年以上が経過している。市民への説明責任

を果たすため、自治法の規定に則った処理が必要である。 

 

 

（４）生徒指導対策事業補助金 

【措置の内容】 

この補助金の指摘事項に対する市の措置状況は、次のとおりである。 
 

●生徒指導対策事業補助金（教育委員会事務局教育部学校教育課） 
 

①【指摘事項】 

効果の測定を可能にするような成果指標を設けているか。  

【措置の状況】 

単年度ごとの具体的な成果指標は設けていないが、公益性が高い静岡市立

中学校生徒指導対策委員会（中学校ごとに設置する校長、教頭、生徒指導主
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事、学年主任及びその他の教職員で構成される組織）の活動を補助すること

により、活動内容の一層の充実（突発的な事件が発生した場合の緊急対応、

問題行動を未然に防止するための学区内の定期的巡回や地域の祭りにおけ

る見回り等の活動の強化等）が可能となり、また、補助金は、①休日、夜間

等の校外巡視、家庭訪問等に要する旅費、②髪色戻し剤、リボン、ボタン等

の消耗品、③暑中見舞葉書等の通信運搬費等に充てられ、有効に活用されて

いることから、各年度において、交付の目的である「市立中学校生徒の健全

な育成の推進」は達成されていると考えます。 

なお、平成 22 年度は、補助金交付申請時における事業計画書に「期待さ

れる成果（成果目標）」欄を、また、事業実績報告時における事業報告書に

「成果に対する評価と課題」欄を追加し、団体の活動状況をより客観的に捉

え、取組に対する２次的な評価を行うことにより、補助効果の一層の明確化

を図っていきます。 

 

上記について、「平成 26 年度事務事業総点検表」を確認したところ、「突発事

件時の速やかな指導・保護（目標 100％）」が、成果指標として設定されていた。 

 
 

① 措置内容の未公表について 

【現状】 

平成21年度の包括外部監査報告書によると、この補助金に対する指摘事項は、

次の２項目である。 
 

１ 効果の測定を可能にするような成果指標を設けているか 

２ 補助等の割合等は「交付要綱」等で明確になっているか 

 

しかし、措置の内容が公表されているのは、上記の１件だけであり、以下の

１件については、措置の内容が公表されていない。 
 

２ 補助等の割合等は「交付要綱」等で明確になっているか 

 

この措置状況について調査したところ、結果は以下のとおりであった。 
 

２ 補助の割合については、交付要綱では明確にはされていないものの、補助

の上限額については、明確に定められている。 
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つまり、この措置は実施されていたことになる。しかし、所管課がこの措置

を実施した旨については、監査委員へ通知が行われていない。よって、措置の

内容が、市民へ公表されていない状況となっている。 

 

【指摘事項】 

前述したとおり、地方自治法第 252 条の 38 第６項の規定により、包括外部監

査の指摘に対して、措置を講じたときには、監査委員への通知とその内容の公

表が行われなければならない。しかし、所管課は、措置を講じたにもかかわら

ず、その旨を監査委員へ通知していないため、措置の内容が、市民に対して公

表されていない状況である。 

これは、自治法の規定に違反するものである。包括外部監査の指摘に対し、

たとえ措置を実施したとしても、それが監査委員へ通知されなければ、措置の

内容が市民へ公表されないため、市民への説明責任を果たすことができない。 

監査報告書の公表から、すでに５年以上が経過している。市民への説明責任

を果たすため、自治法の規定に則った処理が必要である。 

なお、この生徒指導対策事業補助金は、平成26年度をもって廃止されている。 

 

 

（５）静岡市中学校体育連盟運営事業費等補助金 

【措置の内容】 

この補助金の指摘事項に対する市の措置状況は、次のとおりである。 
 

●市中学校体育連盟補助金（教育委員会事務局教育部学校教育課） 
 

①【指摘事項】 

効果の測定を可能にするような成果指標を設けているか。  

【措置の状況】 

単年度ごとの具体的な成果指標は設けていないが、公益性が高い静岡市中

学校体育連盟の活動を補助することにより、市立中学校（43 校）及び市内

私立中学校（11 校）が参加して開催される中学校総合体育大会（中体連）

の内容がより充実するとともに、保護者負担（受益者負担金・生徒１人につ

き 600 円）の軽減に結び付いていることから、各年度において、交付の目的

である「スポーツを好み生涯に亘ってスポーツに親しむ人間づくり並びに中

学校における運動部活動の充実並びに体力及び健康の保持並びに増進並び

に豊かな人間性の育成」は達成されていると考えます。 
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なお、平成 22 年度は、補助金交付申請時における事業計画書に「期待さ

れる成果（成果目標）」欄を、また、事業実績報告時における事業報告書に

「成果に対する評価と課題」欄を追加し、団体の活動状況をより客観的に捉

え、取組に対する２次的な評価を行うことにより、補助効果の一層の明確化

を図っていきます。 

 

上記について、「平成 26 年度事務事業総点検表」を確認したところ、「中体連

大会参加者」、「運動部活動加入率」、「新体力テストＡ評価率」が、成果指標と

して設定されていた。 

 
 

① 措置内容の未公表について 

【現状】 

平成21年度の包括外部監査報告書によると、この補助金に対する指摘事項は、

次の５項目である。 
 

１ 補助金等ごとに「交付要綱」等を作成しているか 

２ 効果の測定を可能にするような成果指標を設けているか 

３ 補助等の対象経費の範囲は「交付要綱」等で定められているか 

４ 補助等の割合等は「交付要綱」等で明確になっているか 

５ 対象経費が不明確な状況で補助額の適正性を検証できるか 

 

しかし、措置の内容が公表されているのは、上記の１件だけであり、以下の

４件については、措置の内容が公表されていない。 
 

１ 補助金等ごとに「交付要綱」等を作成しているか 

３ 補助等の対象経費の範囲は「交付要綱」等で定められているか 

４ 補助等の割合等は「交付要綱」等で明確になっているか 

５ 対象経費が不明確な状況で補助額の適正性を検証できるか 

 

これらの措置状況について調査したところ、結果は以下のとおりであった。 
 

１ 補助金の交付要綱は作成されている。 

３ 交付要綱では、補助の対象経費の範囲について定められている。 

４ 補助の割合については、交付要綱では明確にはされていないものの、補助

の上限額については、明確に定められている。 
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５ 補助他の対象経費の範囲が定められたことにより、補助額の適正性を検証

することが可能となっている。 

 

つまり、これらの措置は実施されていたことになる。しかし、所管課がこの

４件の措置を実施した旨については、監査委員へ通知が行われていない。よっ

て、措置の内容が、市民へ公表されていない状況となっている。 

 

【指摘事項】 

前述したとおり、地方自治法第 252 条の 38 第６項の規定により、包括外部監

査の指摘に対して、措置を講じたときには、監査委員への通知とその内容の公

表が行われなければならない。しかし、所管課は、措置を講じたにもかかわら

ず、その旨を監査委員へ通知していないため、措置の内容が、市民に対して公

表されていない状況である。 

これは、自治法の規定に違反するものである。包括外部監査の指摘に対し、

たとえ措置を実施したとしても、それが監査委員へ通知されなければ、措置の

内容が市民へ公表されないため、市民への説明責任を果たすことができない。 

監査報告書の公表から、すでに５年以上が経過している。市民への説明責任

を果たすため、自治法の規定に則った処理が必要である。 

 

 

（６）中学校部活動振興育成会運営事業費等補助金 

【措置の内容】 

この補助金の指摘事項に対する市の措置状況は、次のとおりである。 
 

●中学校部活動振興事業補助金（教育委員会事務局教育部学校教育課） 
 

①【指摘事項】 

効果の測定を可能にするような成果指標を設けているか。  

【措置の状況】 

単年度ごとの具体的な成果指標は設けていないが、公益性が高い静岡市立

中学校部活動振興育成会の活動を補助することにより、活動内容の一層の充

実（事務局の設置による研修会の開催、アンケート調査の実施等）が可能と

なり、また、各学校に振り分けられた補助金は、部活動の実施に必要な消耗

品購入費として充てられ、保護者負担の軽減に結び付いていることから、各

年度において、交付の目的である「豊かな人間形成の場として意義ある部活
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動の健全な運営と振興」は達成されていると考えます。 

なお、平成 22 年度は、補助金交付申請時における事業計画書に「期待さ

れる成果（成果目標）」欄を、また、事業実績報告時における事業報告書に

「成果に対する評価と課題」欄を追加し、団体の活動状況をより客観的に捉

え、取組に対する２次的な評価を行うことにより、補助効果の一層の明確化

を図っていきます。 

 

上記について、「平成 26 年度事務事業総点検表」を確認したところ、「新採研

修会参加人数」、「資金不足による廃部（目標０件）」が、成果指標として設定さ

れていた。 

 
 

① 措置内容の未公表について 

【現状】 

平成21年度の包括外部監査報告書によると、この補助金に対する指摘事項は、

次の５項目である。 
 

１ 補助金等ごとに「交付要綱」等を作成しているか 

２ 効果の測定を可能にするような成果指標を設けているか 

３ 補助等の対象経費の範囲は「交付要綱」等で定められているか 

４ 補助等の割合等は「交付要綱」等で明確になっているか 

５ 対象経費が不明確な状況で補助額の適正性を検証できるか 

 

しかし、措置の内容が公表されているのは、上記の１件だけであり、以下の

４件については、措置の内容が公表されていない。 
 

１ 補助金等ごとに「交付要綱」等を作成しているか 

３ 補助等の対象経費の範囲は「交付要綱」等で定められているか 

４ 補助等の割合等は「交付要綱」等で明確になっているか 

５ 対象経費が不明確な状況で補助額の適正性を検証できるか 

 

これらの措置状況について調査したところ、結果は以下のとおりであった。 
 

１ 補助金の交付要綱は作成されている。 

３ 交付要綱では、補助の対象経費の範囲について定められている。 

４ 補助の割合については、交付要綱では明確にはされていないものの、補助
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の上限額については、明確に定められている。 

５ 補助他の対象経費の範囲が定められたことにより、補助額の適正性を検証

することが可能となっている。 

 

つまり、これらの措置は実施されていたことになる。しかし、所管課がこの

４件の措置を実施した旨については、監査委員へ通知が行われていない。よっ

て、措置の内容が、市民へ公表されていない状況となっている。 

 

【指摘事項】 

前述したとおり、地方自治法第 252 条の 38 第６項の規定により、包括外部監

査の指摘に対して、措置を講じたときには、監査委員への通知とその内容の公

表が行われなければならない。しかし、所管課は、措置を講じたにもかかわら

ず、その旨を監査委員へ通知していないため、措置の内容が、市民に対して公

表されていない状況である。 

これは、自治法の規定に違反するものである。包括外部監査の指摘に対し、

たとえ措置を実施したとしても、それが監査委員へ通知されなければ、措置の

内容が市民へ公表されないため、市民への説明責任を果たすことができない。 

監査報告書の公表から、すでに５年以上が経過している。市民への説明責任

を果たすため、自治法の規定に則った処理が必要である。 

 

 

（７）定時制通信制教育振興会補助金 

【措置の内容】 

この補助金の指摘事項に対する市の措置状況は、次のとおりである。 
 

●定時制通信制教育振興会補助金（教育委員会事務局教育部学事課） 
 

①【指摘事項】 

市の政策目的に合致したものか。  

【措置の状況】  

静岡市教育振興基本計画中、「安全で安心な教育環境の整備を図る」、「③

国公私立学校との連携づくり」に位置づけられています。  
 

②【指摘事項】 

効果の測定を可能にするような成果指標を設けているか。  

【措置の状況】 
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政令市への照会等により研究・検討し、成果指標を設定します。 
 

③【指摘事項】 

補助金等の効果の測定・検証を行っているか 

【措置の状況】 

①各政令市への照会等により、測定項目・成果指標を研究・検討し、設定

し、事業の効果測定を行います。 

②測定結果を分析し、各事業について検証を行います。 

 

【現状】 

上記①については、平成 26 年度においても、同じ位置付けであった。 

また、上記②③について、「平成 26 年度事務事業総点検表」を確認したとこ

ろ、「定時制学生数」、「通信制学生数」が、成果指標として設定されており、効

果の測定・検証も行われていた。 

 

 

（８）遠距離通学費補助金（小学生）、遠距離通学費補助金（中学生） 

【措置の内容】 

この補助金の指摘事項に対する市の措置状況は、次のとおりである。 
 

●遠距離通学費補助金（中学生）、遠距離通学費補助金（小学生）（教育委員会

事務局教育部学事課） 
 

①【指摘事項】 

市の政策目的に合致したものか。  

【措置の状況】  

静岡市教育振興基本計画中、「安全で安心な教育環境の整備を図る」、「④

教育機会の均等の保障」に位置づけられています。  
 

②【指摘事項】 

効果の測定を可能にするような成果指標を設けているか。  

【措置の状況】 

政令市への照会等により研究・検討し、成果指標を設定します。 
 

③【指摘事項】 

補助金等の効果の測定・検証を行っているか 
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【措置の状況】 

①各政令市への照会等により、測定項目・成果指標を研究・検討し、設定

し、事業の効果測定を行います。 

②測定結果を分析し、各事業について検証を行います。 

 

【現状】 

上記①については、平成 26 年度においても、同じ位置付けであった。 

また、上記②③について、「平成 26 年度事務事業総点検表」を確認したとこ

ろ、「認定者数」が、成果指標として設定されており、効果の測定・検証も行わ

れていた。 
 

 

（９）措置状況が公表されていないものについて 

【現状】 

以上、見てきたように、平成 21 年度の包括外部監査の措置については、措置

が講じられているにもかかわらず、監査委員への通知が行われず、結果として、

措置の内容が公表されていないものが多く見受けられた。 

この調査結果からすると、措置の内容が公表されていないものが、他にも存

在しているのではないかという、疑問が残るところである。 

この点について、措置内容の公表もれを防ぐため、市として、どのような取

り組みを行っているかを確認してみた。 

現在、包括外部監査の指摘事項については、行政管理課において、年度ごと

に指摘事項の項目数を調査のうえ、それぞれを内容別にナンバリングし、「包括

外部監査結果に係る対応状況一覧」を作成して管理しているとのことである。 

「包括外部監査結果に係る対応状況一覧」の例を示すと、次のとおりである。 

 

平成 23 年度 包括外部監査結果に係る対応状況一覧 

特定の事件（テーマ）：水道事業及び下水道事業に関する財務事務の執行並びに経営に

係る事業の管理について 
 

指摘事項 24 項目   

平成 24 年度措置報告項目 5 項目   

平成 25 年度措置報告項目 7 項目   措置済 

平成 26 年度措置報告項目 5 項目    22 項目 

平成 27 年度措置報告項目 5 項目   
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№ 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度 

1      

2      

3      

4      

5      

…      
   

 

行政管理課では、包括外部監査の終了後、すべての指摘事項について、網羅

的に「№」、「指摘項目」、「指摘事項の概要」を記載した後に、関係各課に対し、

この様式を使用して「措置の内容」を報告するよう、指示を出している。また、

関係各課からの報告は、行政管理課で取りまとめたうえで、措置が講じられて

いるもの、すなわち、措置済となったものについては、行政管理課が監査委員

へ通知するようにしている。これらの項目数は、上記の表の「平成〇年度措置

報告項目」に記載される。そして、すべての指摘事項が措置済（市が最終的に

措置しないと決定したものの理由の公表も含まれる）となるまで、この管理が

続けられるということである。 
 

 包括外部監査の指摘事項については、このような方法により、措置の公表も

れが発生することのないよう、管理が行われている。しかし、この方式を導入

したのが、平成 22 年度の包括外部監査に対してからであり、それ以前のものに

ついては、このような管理が行われていないということであった。 

 

【指摘事項】 

よって、現状の管理方法においても、平成 21 年度以前の包括外部監査の指摘

事項については、これまで記載してきたものの他にも、措置の内容が公表され

ていないものが存在している可能性があるということになる。 

平成 21 年度以前の指摘事項について、各所管課は、措置が行われているにも

かかわらず、監査委員への通知が行われていないもの、すなわち、地方自治法

に違反するものがないかどうかを、あらためて調査をする必要があると考える。 
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２．市有財産の有効活用について 

平成 22 年度の包括外部監査「市有財産の有効活用について～土地・建物を中

心として～」では、学校教育に関連した指摘が４点あった。措置の状況が公表

されているのは、平成 23 年 5 月 31 日付の「静岡市報」のみであり、他の日付

での公表はない。以下に記載した措置の内容は、平成 23 年 5 月 31 日付の「監

査公表」より転載したものである。 

なお、以下の措置は、すべて教育施設課によるものである。 

 
 

（１）学校施設に関するコスト情報の把握について 

【措置の内容】 

この指摘事項に対する市の措置状況は、次のとおりである。 
 

①学校施設に関するコスト情報の把握について 

【指摘事項】 

学校施設別にどれだけの維持・運営コストがかかるのかを把握する必要があ

る。そのためには、学校施設別に行政コスト計算書を作成するなど、コスト情

報を把握するうえで有用となる資料を作成する必要がある。 

【措置の状況】  

学校施設別にどれだけの維持・運営コストが掛かっているか、コスト情報を

把握するうえで有効となる行政コスト計算書を作成します。 

 

【現状】 

監査の結果、小中学校ともに、学校施設別のコスト計算書が作成されており、

コスト情報の把握が行われていることが確認できた。 

 

 

（２）既存施設の大規模改修工事に係るコストの把握について① 

【措置の内容】 

この指摘事項に対する市の措置状況は、次のとおりである。 
 

②既存施設の大規模改修工事に係るコストの把握について 

【措置の状況】 

教育委員会では、平成 23 年度から 24 年度にかけて、市全体の小・中学校
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の適正規模・適正配置の検討を行うこととなっています。 

この検討結果を踏まえて、平成 24 年度に学校施設全体の整備計画を策定し

ます。この計画に大規模改修工事の優先順位付けについての判断を標準化する

ガイドライン（判断基準等）を設けます。 

また、大規模改修工事の優先順位付けのガイドライン（判断基準等）を、ど

のように判断したか、当該経緯について記録を残すこととします。 

 

【現状】 

措置の状況を確認するために、学校施設全体の整備計画等の提出を求めたと

ころ、所管課から次の回答があった。 
 

当時の措置として、平成 24 年度に『学校施設整備計画』を策定すると回答

しており、一度は整備計画（案）を取りまとめましたが、その後『静岡市アセ

ットマネジメント基本方針』が示されたことと、教育委員会で、『教育力向上

プラン推進プロジェクト』が立ち上がり、小中一貫教育が検討され始め、それ

により学校施設の在り方を再度検討し直す必要が生じました。そのため、現在

は『学校施設整備計画』を策定し直しているところです。 

 

この回答を受け、上記に記載されている計画、すなわち、一度は取りまとめ

た「整備計画（案）」、現在策定し直している「学校施設整備計画」について、

提出を求め、内容を確認した。 

その結果、大規模改修工事の優先順位付けのガイドライン（判断基準等）に

ついて、記載されていることが確認できた。 

 

【指摘事項】 

このように、大規模改修工事の優先順位付けのガイドライン（判断基準等）

について、所管課が検討をしていることは確認できた。 

しかし、外部監査の指摘に対して、措置が実施済であると言えるのは、現在

策定している学校施設整備計画が完成し、優先順位付けのガイドラインが明記

された時点である。整備計画を策定中の現状では、措置が完了しているとは言

えない状況である。 

所管課は、整備計画が完成し、優先順位付けのガイドラインが明記された時

点において、あらためて地方自治法第 252 条の 38 第 6 項の規定にしたがい、措

置を実施した旨を監査委員へ通知し、措置内容の公表を通して、市民への説明

責任を果たす必要があると考える。  
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（３）既存施設の大規模改修工事に係るコストの把握について② 

【措置の内容】 

この指摘事項に対する市の措置状況は、次のとおりである。 
 

③既存施設の大規模改修工事に係るコストの把握について 

【指摘事項】 

今後、数年間で大規模改修工事に係るコストがどの程度必要か、その全体像

を把握することが重要である。財政が縮小していく中で、学校施設の老朽化に

対する予算をどのように確保するのか、早期に検討していくためにも、まずは

静岡市全体で老朽化対策のための大規模改修工事に係るトータルコストを早

期に把握する必要がある。 

【措置の状況】 

学校施設全体の校舎・体育館・プール・園舎等の老朽化に伴う大規模改修工

事の長期的な整備計画を作成し、早期にトータルコストを把握します。 

 

【現状】 

措置の状況を確認するために、大規模改修工事のコストを把握した資料の提

出を求めたところ、所管課から次の回答があった。 
 

大規模改修工事においては、以前の整備計画（案）について資料２でコスト

を算出しております。しかし、現在小中一貫教育の方針が示され、部分的に小

中学校の統合を検討しておりますが、統合する対象の学校や統合した場合の建

物の配置の計画など結論は出ていません。加えて、大規模改修工事の手法につ

いては、長寿命化改修を予定しており、具体的な工事手法を模索中であるため、

工事費算出に至っておりません。 

 

上記の回答にある「資料２」を閲覧したところ、大規模改修工事のトータル

コストを算出したうえで、長期の整備計画（案）が作成されていることは確認

できた。 

 

【指摘事項】 

このように、大規模改修工事のトータルコストについて、所管課が把握をし

ていることは確認できた。 

しかし、【現状】の所管課の回答からもわかるとおり、小中一貫教育の学校配
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置計画や工事手法の選択結果によっては、大規模改修工事のトータルコストは

大きく変動する可能性があるという状態である。 

前述（２）と同様に、市民への説明責任を果たすため、所管課は、整備計画

が完成し、トータルコストが明確になった時点で、あらためて監査委員への通

知を行い、市民へその内容を公表する必要があると考える。 

 
 

（４）学校施設バリアフリー化推進指針について 

【措置の内容】 

この指摘事項に対する市の措置状況は、次のとおりである。 
 

④学校施設バリアフリー化推進指針について 

【指摘事項】 

すべての児童生徒等が安全、かつ、より円滑に学校施設を利用できるように

という社会的な要求に応えるためにも、市としてどのようにバリアフリー化を

推進していくのかという基本方針を作成する必要がある。 

【措置の状況】 

教育委員会では、平成 23 年度から 24 年度にかけて、市全体の小・中学校

の適正規模・適正配置の検討を行うこととなっています。 

この検討結果を踏まえて、平成 24 年度に学校施設全体の整備計画を策定し

ます。この計画に学校施設のバリアフリー化の基本方針を設けます。 

 

【現状】 

措置の状況を確認するために、バリアフリー化の基本方針について、明文化

された資料の提出を求めたところ、所管課から次の回答があった。 
 

小中一貫教育による建物計画を検討している最中であり、それが方向性が定

まらない内は、バリアフリーの基本的な考え方がまとめられないため、具体的

な検討段階に入っておりません。 

 

【指摘事項】 

これについても前述（２）と同様に、外部監査の指摘に対して、措置が実施

済であると言えるのは、現在策定している学校施設整備計画が完成し、学校施

設のバリアフリー化の基本方針が明記された時点である。現状は、措置が完了
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しているとは言えない状態にある。 

所管課は、整備計画が完成し、バリアフリーの基本方針が明記された時点に

おいて、あらためて措置を実施した旨を監査委員へ通知し、措置内容の公表を

通して、市民への説明責任を果たす必要があると考える。 

 
 

（５）措置済となっていないものの取扱いについて 

【現状】 

 以上、見てきたように、平成 22 年度の包括外部監査の措置については、「～

を策定します」、「～を設けます」といった記載が多く、結果として、現時点で

も措置が完了していないものが見受けられた。 

外部監査の措置として、「～を策定します」、「～を設けます」といった将来の

目標を掲げるような内容を公表した場合、それが本当に実施されたかどうかに

ついては、市が公表してくれない限り、市民にはわからないことになる。 

そこで、このようなものについて、最終的な顛末を市民へ公表するため、市

として、どのような取り組みを行っているかを確認してみた。 
 

「１(９)措置状況が公表されていないものについて」に記載したとおり、現

在、包括外部監査の指摘事項については、行政管理課が「包括外部監査結果に

係る対応状況一覧」を作成して管理している。この一覧には、「措置状況」とい

う欄があるが、この欄には、「措置済」（市が最終的に措置しないと決定したも

のの理由の公表も含まれる）であるか、「未措置」であるかを記載している。 

その際に、所管課から上記のような「～を策定します」、「～を設けます」と

いった報告があった場合は、市の明確な方針が決まっている場合を除いて、行

政管理課では、「未措置」として取り扱うと決めている。「未措置」のものは、「措

置済」となるまで何年でも、関係各課へ措置状況を報告するよう、指示が繰り

返されることになる。また、この「包括外部監査結果に係る対応状況一覧」は、

すべての指摘事項が「措置済」となるまで、市のホームページで公表すること

としている。 
 

行政管理課では、このようにして、未措置となっている指摘事項を管理して

いるということである。しかし、「措置済」と「未措置」の定義について、市の

考え方が文書化されたものはなく、上記の管理方法についても、市のルールと

して文書化されているわけではなかった。 
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【指摘事項】 

市民への説明責任の観点から、行政管理課では、引き続き、「未措置」のもの

が「措置済」となるまで、継続的にフォローを続けていく必要がある。 

その際には、「措置済」と「未措置」の考え方や、包括外部監査の結果に対す

る対応方法などのルールについて文書化しておき、今後も継続的に管理する仕

組みを構築しておくことが必要と考える。 

 

 

 

 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




